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はじめに 

(一)問題意識と課題 

改革開放以降、経済の発展を最優先にしてきた中国では環境汚染が急速に広がっている。

近年、PM2.5 を代表とする環境汚染が日本でもしばしば報道され、国際社会にも広く注目

されるようになった。1996 年以来、環境問題による集団騒動事件が年に 29%の増加率で増

えつつあり、「十一次五ヵ年計画」の期間中、環境問題に関する苦情申し立ては 30 万件あ

まりに達し、大きな社会問題になった1。環境を改善することは中国の喫緊な課題である。 

従来、環境保護は専ら行政機関による法執行に委ねられていたが、しかし、中国では経

済発展が官僚の人事考課の最も重要な指標であるため、経済発展を追及するあまり、企業

の違法排出に目を瞑ったり、または汚職で環境汚染を放任したりすることも珍しくない。

中国では環境保護行政機関による不作為が深刻化し、環境行政機関が中国の環境悪化を招

いた元凶であるとまで指摘されている。 [環境保護は経済発展に追い付かない原因は根本

的には環境を犠牲に経済成長を追求することにある]
2
。環境保護を専ら行政機関に委ねるだ

けでは、環境改善はなかなか期待できない。 

また、環境汚染から被害を受ける被害者が民事訴訟を提起する場合、汚染者の汚染行為

の差し止めや、損害賠償を求めて、間接的に汚染行為の抑制に寄与し、環境保護の役割を

果たすこともある。しかし、民事訴訟はそもそも事後の個別的な救済であり、環境汚染の

発生の事前防止はあまり期待できない。更に中国の民亊訴訟法と行政訴訟法は原告の資格

を「事件と直接な利害関係がなければならない」3と制限しているため、個人は自分の権利

が環境汚染により侵害されなければ、訴訟を提起することができないとされている。たと

え法律上、訴訟を提起することができるとしても、裁判所に受理されないのが少なくない4。

環境汚染による被害者の民事訴訟によって間接的に環境保護を図る道も塞がられている。

そのため、環境が悪化の一途を辿り、それに対する人々の不満が高まっている。それを背

景に近年中国では環境保護に関する新しい手段が唱えられている。それが環境公益訴訟で

ある。 

環境公益訴訟のイメージを掴むために、典型的な事例を紹介する。 

                                                   
1 楊朝飛「我国環境法律制度与環境保護」中国人大 2012 年 21 期 37 頁参照。 
2 周生賢「加快推進歴史性転変 努力開創環境保護工作新局面」国家環境保護総局編『貫徹

「国務院関於落実科学発展観加強環境保護決定」和第六次全国環境保護大会精神学習材料』

(中国環境科学出版社、2006年)110頁。 
3 中華人民共和国民亊訴訟法 119 条「訴えの提起は次の条件に符合しなければならない。

（一）原告は事件と直接な利害関係のある公民、法人とその他の組織でなければならない

（二）明確な被告がなければならない（三）具体的な訴訟請求と事実、理由がなければな

らない（四）人民法院が民事訴訟を受理する範囲内で且つ受訴人民法院の管轄に属する」、

中華人民共和国行政訴訟法 41条「訴訟の提起は次に掲げる条件に符合しなければならない。

（一）原告は具体的行政行為によってその合法的権益を侵害された公民、法人又はその他

の組織である（二）明確な被告が存在する（三）具体的な訴訟請求と事実根拠がなければ

ならない（四）人民法院が事件を受理する範囲内で且つ受訴人民法院の管轄に属する」 
4 呂忠梅「論環境紛糾的司法救済」華中科技大学学報 2004 年 4 期 44 頁参照。 
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「事例 1」5(江蘇省連雲港市中級人民法院(2014)連環公民初字 00001 号、判決年月日 2014

年 09月 09日) 

原告Ｘ：連雲港市赣楡区環境保護協会  

被告Ｙ：顧紹成 

訴訟支援者：連雲港市人民検察院 

Y は連雲港市赣楡区石橋鎮西拱斉村で石英の加工業を営む個人経営主である。2012 年か

ら Y が石英を加工するため、環境保護機関で汚染物質排出許可を取得しないまま、90 トン

あまりの工業塩酸を購入し、石英を洗っていた。その過程で発生した塩酸廃水を処理しな

いまま連雲港赣楡区の水路に排出し、水路に繋がる芦溝川に深刻な汚染を及ぼし、公共利

益を侵害するに至った。事件後、地元の環境保護機関が当該石英工場の経営停止処分を下

した。2013 年 6 月 26 日から 2013 年 7 月 10 日まで、赣楡県環境モニタリングステーショ

ンが Yの起こした汚染水域に対して数回に亘り環境モニタリングを行った結果、Yの排出口

や水路及び芦溝川の水の PH値とフッ素化合物が基準値を遥かに超えていたことが判明した。

そのうち PH値が最高の場合、基準値の 4.66 倍、フッ素化合物が最高の場合、基準値の 11.87

倍を超えていた。本件廃水が排出された水域は生活用水の送水プロジェクトの一部分であ

り、国家地表水環境質のⅢ類基準を満たすようにしなければならない。国家環境保護部「環

境汚染損害鑑定に関する若干意見」に規定されるところによると、Ⅲ類地表水汚染修復費

用は擬制の処理コストの 4.5 倍から 6 倍まで計算することになる。専門家の見積もりによる

と、100 トンの濃度 10%の酸性廃水の擬制処理コストが 14616.7 元である。 

それで、X は Y の違法排出行為が河川の汚染と環境破壊をもたらし、公共利益を侵害し

たため、河川の処理費用を賠償すべきとして、塩酸廃水の違法排出による環境損失 98000

元の賠償6とともに、Xの本件提訴で発生した弁護士費用 3500 元と案件受理費の負担を求め

て環境公益訴訟を提起した。 

＜判旨＞請求一部認容 

「Yが環境保護機関による廃棄物排出許可証を取得せず、法に違反して塩酸で石英を洗う作

業を行なった。その過程で発生した塩酸廃水を処理しないまま用水路に排出し水汚染を引

き起こし、水域周辺の土壌などの生態環境にも影響を及ぼした。そのため、Yがそれによる

環境汚染損害について賠償責任を負わなければならない7。原告 X が Y に公共利益の損害賠

償を求める主張を支持する。なお、環境と生態に対する損害程度を具体的に測定すること

                                                   
5 中国裁判文書網

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/jiangsu/jsslygszjrmfy/ms/201412/t20141230_5789036.

htm に掲載されるものによる。 
6 原文では「賠償」が使われているが、原告 X に対する賠償ではなく、環境汚染に対する

処理費用と考えられている。 
7 原文は[対環境汚染損害承担賠償責任]であった。ここでは「損害賠償」という言葉を使い、

被害者がいることをイメージされやすいが、実際には環境公益訴訟では被害者が出てこな

いため、「損害賠償」は被害者への損害賠償を想定していない。あくまでも環境汚染や破壊

に対する責任という意味で使われている。 



7 

 

が不可能であるため、国家環境保護部の『環境汚染損害鑑定に関する若干意見』に規定さ

れる推薦計算方法に従い、擬制処理コストを計算することがより本件に相応しい。Yの排出

する塩酸廃水の量と環境モニタリングと見積もり意見などに合わせて考慮すると、Yによる

環境損害を 67500元と斟酌する。また、Yが自ら自分の経済状況がよくなく、経済賠償能力

の足りない部分について環境保護のために労務を提供することを以って環境損害の一部賠

償に充てると主張したが、それがより環境修復と処理に資するため、それを採用する」 

「よって、環境保護法 41条、水汚染防治法 85条、不法行為責任法 15条、65条、民事訴訟

法 55 条、118 条の規定に従い、次の通り判決する。(一)Y が生態環境の修復と処理のため

に、本判決の効力が発生した十日間以内に本院の指定する財政専用口座に環境汚染に対す

る損害計 47500元を賠償せよ。(二)Yが本判決の効力が発生して二年以内に環境損害賠償金

の足りない部分を補うために、計 960時間の環境公益労働を提供せよ(毎月少なくとも６回、

毎回 6時間を下回らない)、当該労務の執行について連雲港赣楡区環境保護局が管理監督す

る。(三)Y が本判決の効力が発生して十日間以内に X の支出した弁護士費用 3500 元を X に

支払え。(四)案件受理日 1575元は Yの負担とする」 

＜コメント＞ 

本件では原告となる環境保護団体の連雲港市赣楡区環境保護協会は自分の民事権利が侵

害されたわけでもない。それにもかかわらず環境汚染を引き起こした者に「環境損害」の

賠償を求めて環境公益訴訟を提起した。まさに、原告は公共利益のために、それを侵害し

た者を相手に訴訟を提起し、公共利益の回復を図る構図を呈している。また、具体的な被

害者がいないにもかかわらず、人民法院は原告の訴訟請求を認めるために不法行為責任法

を適用した。しかも、訴訟利益が原告に帰属せず、法院の指定する専用口座に支払うこと

になった。また、環境損害の賠償額は汚染された環境の原状回復に必要な処理費用として

計算される。 

法律上は主に三つの条文から構成されている。一つ目は民事訴訟法 55条「環境汚染、多

数消費者の合法的権利と利益の侵害など社会公共利益を損害する行為に対して、法律の規

定する機関と関係組織が人民法院に訴訟を提起することができる」である。二つ目は環境

保護法 58条「環境汚染、生態破壊、社会公共利益を損害する行為に対して、次に掲げる条

件を満たす社会組織は人民法院に訴訟を提起することができる。(一)法により区を設置し

た市クラス以上の人民政府の民政部門に登録していること。(二)五年以上で環境保護公益

活動を専業とし、且つ違法記録がないこと。前項の規定に符合する社会組織が人民法院に

訴訟を提起する場合、人民法院は法により受理しなければならない。訴訟を提起する社会

組織は訴訟を通じて経済利益を図ってはいけない」である。三つ目は環境保護法 64条「環

境汚染又は生態破壊により損害をもたらした者は中華人民共和国不法行為責任法により不

法行為責任を負わなければならない」である。 

このように、中国の環境公益訴訟は個人の権利利益の救済を目的とせず、専ら特定の民

亊主体にも帰属しない環境公共利益、即ち環境損害の回復を目的としている。 
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日本では環境損害には①環境に起因する損害一般(広義の環境損害)と，②環境影響起因の

損害のうち，人格的利益や財産的利益に関する損害以外のもの(狭義の環境損害)を含むと

言われている8。狭義の環境損害は中国で言われる環境損害と同じく特定の民事主体に帰属

しない。なお、日本では狭義の環境損害の回復を図る法制度として公害防止事業事業者防

止法などがある。それに基づいて行政機関は公害防止事業を行ない、その費用を汚染者に

負担させることができる。また行政機関は汚染原因者に環境汚染の除去を求める規制型の

制度も存在する。いずれにせよ「狭義の環境損害を含む環境損害の回復のための固有の法

制度としては行政(国や地方公共団体)が前面に出る仕組みが中心となっている」9。つまり、

日本における狭義の環境損害の回復は行政によって担われている。 

しかし、政府の失敗があるとして、環境保護は行政に独占させるべきではなく、私人の

イニシアティブで環境保護に取り組むことも求められている。それを実現するために、私

人による民亊訴訟と行政訴訟をめぐって解釈論と立法論が展開されている。 

日本では私人は行政訴訟を通じて環境破壊行為の行政処分の取り消しなどを求める場合、

原告適格のハードルが立ちはだかっている。「行政事件訴訟法の改正により、取消訴訟につ

いて原告適格が拡大される傾向にあるが、最高裁は一般公益に吸収解消させることが困難

な利益をなお要求しており(最大判平成 17･12･7民集 59巻 10号 2645頁[小田急訴訟判決])、

環境損害の原状回復に関しては、取消訴訟、直接型義務付け訴訟、差止め訴訟のいずれに

ついても、この点が最大なポイントとなろう」10と指摘された。 

一方、環境汚染の被害者は民事訴訟を提起し、環境破壊行為の差止めや損害賠償を求め

る場合、保護法益の問題がある。つまり、原告はいなかる権利や利益を侵害されたかを証

明しなければならない。言い換えれば、私人は民事訴訟を提起するには環境を享受する利

益を民事主体の法律上保護される利益に吸収させる必要がある。環境汚染や破壊から被害

を受けた具体的な被害者がいることが前提となっている。個人の権利や利益が侵害されな

ければ、民事訴訟を提起することができないとされている。個人の権利や利益に帰属しな

い環境利益、いわゆる狭義の環境損害の回復は伝統的な民法学に新たな課題を突きつけ、

「伝統的民法学は、私的な利益と権利とを基本的パラダイムとするがゆえに、この新たな

事態に適合的な理論を提示しえていない。被侵害利益の公共性を踏まえた不法行為の要件

論（損害論など）や違法行為に対する救済論（差止め論）の再構築が求められる」と言わ

れている11。環境利益のような特定の人に帰属しない公共利益の救済は現代不法行為法学の

課題とされ、「公共的性格を有する法益侵害に対して、専ら個人的権利或いは個人的利益を

対象にしてきた伝統的実定法学のパラダイムによって、解決が難しい問題である」12とされ

                                                   
8 大塚直「環境損害に対する責任」ジュリスト 1372 号(2009 年)42 頁。 
9 吉村良一「環境損害の賠償」立命館法学 2010 年 5･6 号 1771 頁。 
10 大塚直「環境修復の責任・費用負担について――環境損害論への道程」法学教室 329 号

（2008年）97 頁。 
11 吉田克己『競争秩序と公私協働』（北海道大学出版会、2011 年）3 頁。 
12 吉田克己「現代不法行為法学の課題」法の科学 35 号(2005 年)144 頁。 
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ている。そもそも「私法は私人の権利や利益の保護を目的としているため、私人に帰属し

ない環境利益の保護には必ずしも適合的ではない」13と指摘されている。また「被侵害利益

の公共化に対して、現在の通説的見解・判例に基づけば、不法行為法を通じて対応できる

ことは極めて限定される」14と考えられている。更に、私法による救済は個人の権利利益の

侵害の発生を必要としているので、環境汚染の発生を予防する機能に欠けている。 

このように、日本では私人は民事訴訟と行政訴訟によって環境損害の回復に取り組む場

合、いずれも限界がある。「環境民事訴訟は、環境権、自然享有権、文化財享有権等の認め

られる余地がない中で、自然、文化財保護訴訟としては無力に近い」15ことや、「環境破壊

が生命・身体・財産などへの侵害に結びついてない場合――たとえば、自然環境や文化財

の保護、景観保全にかかる利益等が問題となっている場合には、民事訴訟に多くを期待す

ることは難しい」16などと指摘されている。近年、こういう現行法の解釈論の限界を克服す

るために、立法論的な提案が学者に提示されている。「市民や団体(環境保護団体)が環境損

害の回復に固有の役割を果たす法制度や法理論が必要となっている」17と主張されている。

「今日、我が国でも、個人の利益の範囲を超えた環境に対する損害、生態系に対する損害

が広がっており、人類の存続の基盤である環境に対する損害を防止・修復するため、狭義

の環境損害を法の対象とする必要は大きい」18と唱えられている。 

私人による環境訴訟の立法論として主に二つのアプローチが提唱されている。一つは環

境権に基づくアプローチである。環境権とは「環境を破壊から守るために、良い環境を享

受しうる権利である」19と定義される。尚、環境権はあくまで学説上の議論に過ぎず、判例

では正式には認められていない。もうひとつのアプローチとして、環境団体訴訟の導入で

ある20。 

                                                   
13 吉村良一『環境法の現代的課題』(有斐閣、2011 年) 2 頁。 
14 宮澤俊昭「被侵害利益の公共化のすべてを不法行為法が受け止めるべきか」近畿大学法

学 58 巻 2・3 号(2010 年)477 頁。 
15 越智敏裕「団体訴訟の制度設計」環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の変容』(商事

法務、2012 年)169 頁。 
16 島村健「環境法における団体訴訟」論究ジュリスト(2015 年冬号)No.12119 頁~120 頁を

参照。 
17 吉村良一「環境損害の賠償」立命館法学 2010 年 5･6 号 1772 頁。 
18 大塚直・前掲注(10)102 頁。 
19 大塚直『環境法(3 版)』(有斐閣、2010 年)57 頁。 
20 2011年 6月 19日に國學院大學渋谷キャンパスで開催された環境法政策学会の 15回学術

大会では、「ミニシンポジウム 公益訴訟」の分科会が開催され、多数の学者から環境団体

訴訟についての論稿が寄せられた。例えば、大久保規子「オーフス条約と環境公益訴訟」

環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の変容』(商事法務、2012 年)133～147 頁。松本和

彦「環境団体訴訟の憲法学的位置づけ」環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の変容』(商

事法務、2012 年)148～157 頁。桑原勇進「環境団体訴訟の法的正統性」環境法政策学会編

『公害・環境紛争処理の変容』 (商事法務、2012 年) 158～167 頁。越智敏裕「団体訴訟の

制度設計」環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の変容』 (商事法務、2012 年) 168～183

頁。畠山武道「公益訴訟」環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の変容』 (商事法務、2012
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 2012 年 6 月 15 日に、日本弁護士連合会は「環境及び文化財保護のための団体による訴

訟等に関する法律案」21を公表した。当該法律案の３条に「適格環境団体は環境又は文化財

が現に毀損され、又は毀損されるおそれがあるときは、法令に違反する開発、建築物の撤

去等の事実行為を行い、又は行なおうとする者に対し、当該事実行為の差止め、撤廃又は

原状回復を請求することができる」と規定し、適格環境団体に実体法上の請求権を与える

ことを提言している。また５条に「適格環境団体は、行政事件訴訟法 9条 1項、同法 36条、

同法 37 条の 23 項及び同法 37 条の 43 項の規定にかかわらず、同法 3 条に定める抗告訴訟

を提起することができる」と規定した。当該法案の目的について「これまでの訴訟の枠組

みの下で原告適格が認められないか、または認められにくく司法救済が得られなかった集

団的・社会的利益への違法侵害に対して、司法審査の機会を確実に与えるべく、一定の団

体に原告適格を付与する団体訴訟制度を創設し、これに関する訴訟手続の特則を定めるこ

とを目的とする」と明言している。 

 なお、団体訴訟を構想した場合でも、個人の損害を前提とする損害賠償訴訟には限界が

ある22とか、「損害賠償は一定の価値の個別主体への帰属を前提とする」23から、公共的環境

利益に対する損害賠償が理論的には困難であると考えられている。一方、環境団体訴訟に

おいて損害賠償を認めるべきだと主張する学者もいるが、ただし、その損害賠償の方法と

して金銭賠償ではなく、原状回復を第一義的に考えるべきだとされている24。 

以上のように、日本では環境団体訴訟は主に行政訴訟を中心として構想されている。「環

境団体訴訟についての議論は行政法を中心として行なわれてきた、具体的には、環境公害

問題を引き起こす事業について、環境保護団体に行政訴訟の原告適格を与えることが立法

論として主張されてきた」25と行政訴訟としての環境団体訴訟が主張されるようになった。 

民事訴訟として環境破壊や汚染者に対する差止めと原状回復を求めることが構想されてい

るものの、金銭的な損害賠償が想定されていない。 

一方、中国では狭義の環境損害の回復を目的とする環境公益訴訟は民事訴訟として構想

され、不法行為責任法が実体法として適用されている。具体的な被害者もいないのに民事

訴訟として構想された環境公益訴訟は一体何なのか、その法的特徴と効果はどうか？それ

                                                                                                                                                     

年) 184～192 頁。他には宮澤俊昭「団体訴訟の実体法的基礎―集合的・公共的利益をめぐ

る民法と行政法の関係」小野秀誠ほか編『松本恒雄先生還暦記念 民事法の現代的課題』（商

事法務、2012 年）1062 頁。 
21 日本弁護士連合会「環境及び文化財保護のための団体による訴訟等に関する法律案」

http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2012/opinion_120615_3.pdf#

search='%E7%92%B0%E5%A2%83%E5%8F%8A%E3%81%B3%E6%96%87%E5%8C%9

6%E8%B2%A1%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E3%81%AE%E3%81%9F%E3%82%81'。 
22 村上裕章「団体訴訟の制度設計に向けて」論究ジュリスト(2015 年冬号)No.12118 頁を参

照。 
23 吉田克己「保護法益としての利益と民法学」民商 148 巻 6 号(2013 年)599 頁。 
24 吉村良一・前掲注（17）1797 頁を参照。 
25 宮澤俊昭「団体訴訟の実体法的基礎」小野秀誠＝滝沢昌彦＝小粥太郎＝角田美穂子『松

本恒雄先生還暦記念 民事法の現代的課題』(商事法務、2012 年)1062 頁。 

http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2012/opinion_120615_3.pdf#search='%E7%92%B0%E5%A2%83%E5%8F%8A%E3%81%B3%E6%96%87%E5%8C%96%E8%B2%A1%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E3%81%AE%E3%81%9F%E3%82%81
http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2012/opinion_120615_3.pdf#search='%E7%92%B0%E5%A2%83%E5%8F%8A%E3%81%B3%E6%96%87%E5%8C%96%E8%B2%A1%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E3%81%AE%E3%81%9F%E3%82%81
http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2012/opinion_120615_3.pdf#search='%E7%92%B0%E5%A2%83%E5%8F%8A%E3%81%B3%E6%96%87%E5%8C%96%E8%B2%A1%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E3%81%AE%E3%81%9F%E3%82%81
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を導入することによって本当に環境改善に寄与できるのか、環境公益訴訟そのものを対象

とする研究を本稿の第 1 の課題とする。 

簡単に見通しを示せば、中国の環境公益訴訟は実は人民法院を回路とする行政である。

訴訟といいながらも、当事者間の権利利益をめぐる紛争を解決するものではない。具体的

な被害者の権利利益の救済を目的とせず、環境保護行政機関の主導で汚染者の環境汚染責

任を追及するルートである。訴訟では汚染者による環境修復費用の負担が求められている。

またその環境修復費用は実質的に環境保護行政機関が使用することになる。人民法院は中

立的な裁定者ではなくなり、行政機関が汚染者を厳しく処罰するための道具に過ぎない。

実際に原告はほとんど政府の支配下にある官製団体に限定されているため、企業の環境汚

染コストの大部分は依然として内部化されていない。環境公益訴訟はあまり環境改善に寄

与できないと言わざるを得ない。 

日本では私人による環境利益の保護に困難がある。それが民法及び民事訴訟制度の限界

があるからである。なぜ中国では民法と民事訴訟法が障害にならないのか。民法と民事訴

訟の本質には違いがあるのではないか。環境公益訴訟問題の検討を通じて民法(不法行為責

任法)と民事訴訟制度の本質の解明を本稿の第 2 の課題とする。 

簡単に結論を述べれば、中国の不法行為責任法は純粋な私法ではないと言える。すなわ

ち、環境汚染により被害を受けた被害者がいなくても、汚染者の責任を追及するために、

不法行為責任法を適用することができる。民亊訴訟も私人間の利益だけを調整する制度で

はなく、汚染者に罰を与える制度でもあります。 

更に、狭義の環境損害の回復をめぐり、なぜ日中の環境保護法制度にはそうした相違が

生まれるのか、中国は民亊訴訟としての環境公益訴訟を推進しようとする狙いが何なのか

という疑問が浮上してくる。その解明を第 3の課題とする。 

簡単にその理由を敷衍すると、次のような理由が考えられる。環境法関係は行政機関、

事業者、市民の三極関係をなし、すなわち「国会のもとに、事業者、行政が存在し、立法

者から法律を通じた命令を受けている。事業者は法的義務付けを確実に履行し、行政は法

的権限を的確に行使する。市民はそれぞれの活動を適宜にチェックする。こうしたことに

より、市民は良好な環境状態を享受できる。このように、環境法関係は基本的に三極関係

として把握することができる」26と言われている。市民が事業者と行政の活動をチェックす

る役割が良好な環境状態の実現には不可欠である。しかし、環境保護における市民運動が

活発化すると、民主化運動に発展しかねない。中国の現政権は政治的民主化を拒否するた

めには、自ら第三極を演出しようとすることによって、本当の第三極の出現を封じ込めよ

うとする狙いがある。 

 

（二）先行研究の検討 

中国では、環境公益訴訟を研究する論文が数多く発表されているものの、それらは主に

                                                   
26 北村喜宣『環境法』（弘文堂、2012 年）22 頁。 
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立法論として環境公益訴訟の必要性、役割と原告適格を中心に議論を行なっている。具体

的には環境公益訴訟の実態についてあまり研究されていない。 

一方、日本では中国の環境公益訴訟に関する先行研究には主に北川秀樹氏と桜井次郎の

研究論文がある。以下はそれぞれの内容を分析する。 

①北川秀樹「中国における環境法の執行と司法の役割」北川秀樹『中国の環境法政策と

ガバナンス』(晃洋書房、2012 年)89～100頁。 

北川氏は「現代の中国において、現実問題として環境行政の法執行能力に限界があるこ

とは社会に広く認識されており、これを補う新たなツールの必要性については共通した認

識が見られ、環境公益訴訟はそのツールの一つとして社会的実験の段階に入っていると言

えよう」と環境公益訴訟が環境行政の法執行を補うツールだと理解している。更に環境公

益訴訟の担い手となる環境保護団体について「そもそも地方の NGO は地方政府の許認可が

なければ存在すら認められないため、その地方の政府・党の指導に必ず従わなければなら

ない。そのため、地方政府が主体となっていたり、地方政府が事業主と何らかの関わりを

持っている公害問題について、地方の NGO が地方政府や事業主を訴訟で訴えることなど期

待できない」と指摘した。最後に「環境公益訴訟については確かに中国において新たな動

きが見られることは事実であるが、そのような新たな動きによる効果は現実の政治の壁に

よって限定的なものとなっており、NGO の自由な活動が保障されない限り、環境公益訴訟

が被害者救済を大きく前進させることは期待できない」と締め括った。 

環境公益訴訟の役割と環境 NGO の地方政府からの制約という鋭い指摘は本稿に示唆を

与えた。環境公益訴訟は実際環境法執行のツールとして位置づけられるのは学者の議論に

おいてのみならず、環境公益訴訟の実際の運用からも裏付けられる。また、環境 NGO は地

方政府からいろいろ制約を受けていると指摘するのも実際の状況だと考えられる。本書で

は中国の環境法執行の問題を詳しく分析した上で、環境法執行における問題点を指摘した

ことは示唆に富むと思われる。特に環境保護行政機関職員と地方の司法機関(法院、検察院)

の職員に対するアンケート調査や、「中国の環境法政策と環境ガバナンスに関する日中国際

シンポジウム」(2010 年 9 月 3、4 日、於京都)での報告などに基づいて、中国における環境

保護の円滑な執行を妨げている要因を分析していた。こうした分析は環境公益訴訟の創設

の背景や、制度の目的と機能などを理解する上では不可欠である。 

しかし、北川氏の論文は次ぎの三点において不足があると考えられる。 

まず、何故環境公益訴訟が環境行政による法執行の補足と位置づけられる必要があるの

か、環境行政による法執行の不足があれば、それを増強すればいいはずである。なぜ環境

行政と別にもう一つのツールを開拓する必要があるのかについて北川氏の論文ではあまり

触れていない。 

次に、実際の環境公益訴訟は民事訴訟の形で展開されている。当初学者の議論した環境

公益訴訟には環境民事公益訴訟と環境行政公益訴訟両方が含まれていたが、実際に法整備

されたのは環境民事公益訴訟だけである。なぜ、環境公益訴訟を民事訴訟と構想したのか。



13 

 

被害者がいないのに、なぜ不法行為責任法を適用することができるのかについて北川氏は

詳しい分析を行なわなかった。 

更に、本書が出版された 2012 年までは、環境公益訴訟があくまでも試験的なものとして

運用された。しかし、民事訴訟法 55 条の導入を始め、中国の環境公益訴訟の法整備は 2013

年以降行なわれたのである。本書はこれらの法整備を踏まえることができなかった。 

 

②桜井次郎「中国における公益訴訟」比較法研究 70 号( 2008 年) 

 桜井氏は「中国で公益訴訟と呼ばれているのは、人民検察院の訴訟参加を前提とする者

が主流である」、また「中国における現代型訴訟としての公益訴訟については、民間団体の

組織力の低さや行政への依存度の高さも指摘されており、まだ多くの期待はできないよう

に思われる」と指摘した。 

 桜井氏の論文は上述の北川氏と同じように環境公益訴訟の法整備までに発表されるもの

で、法整備以降の動向を踏まえることができなかった。 

 

③王晨「中国における環境公益訴訟の革命」JCA ジャーナル 61 巻 10 号 80－83 頁 2014

年 10 月。 

 王氏は中国環境公益訴訟の改正過程を振り返った上で、中国の環境公益訴訟を盛り込ん

だ環境保護法の改正は環境公益訴訟の革命であり、国際的にもリオ宣言、オーフス条約(「環

境に関する情報の取得並びに環境に関する決定過程への公衆参加及び司法救済に関する条

約」)のような市民参加のグローバル・スタンダードに中国の新環境保護法が近づきつつと

言え、民主主義が遅れている中国に環境民主主義の曙が見えるようになったと高く評価し

た。 

 王氏は環境公益訴訟を環境法にける市民参加制度の一環と位置づけたことは、環境公益

訴訟を創設する理由とその背景を考察する上で、大きな示唆を与えてくれた。しかし、論

文の中では、実際に環境公益訴訟の運用の実態に触れず、あくまで条文そのものに対する

分析に止まっている。実際には中国の環境保護団体はほとんど官製団体であるため、環境

保護団体の業務主管機関である環境保護行政機関の意思を無視して自由に環境公益訴訟を

提起することが考えにくいと思われる。運用から見れば環境公益訴訟は環境民主主義どこ

ろか、独裁主義を強化するものとして使われていると考えられる。 

 

④桜井次郎 「中国における環境規制とその機能不全の要因」李秀澈編『東アジアのエネ

ルギー・環境政策』(昭和堂 2012 年) 

 本稿の環境公益訴訟と直接な関係がないものの、環境公益訴訟の創設の背景について、

中国環境規制の問題を取り上げる点で環境公益訴訟の必要性に対する考察にとって示唆を

与えてくれた。尚、もし環境規制に問題があるなら、それを増強すれば環境問題を軽減で

きると思われる。環境保護法の改正によって、汚染企業に対する罰則は強化され、環境行

http://webcatplus.nii.ac.jp/webcatplus/details/creator/597924.html
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政機関の権力は拡大された一方、環境公益訴訟に関する法整備も進められた。環境公益訴

訟の狙いについて作者は触れていない。 

 これらの先行研究は中国の環境公益訴訟の役割や、法的障壁などの側面に言及した。し

かし、いずれも法整備までの議論に対する分析である。その後、環境公益訴訟に関する法

整備の内容及び、その運用についてあまり分析しなかった。 

本稿では今までの環境公益訴訟の実態と法整備を踏まえた上で環境公益訴訟が一体何な

のかを明らかにする。更に、環境公益訴訟の運用を考察することによって、一体どのよう

な効果を上げられたかを解明し、最後に環境公益訴訟の狙いが何かを解明することを試み

る。それによって、今までの先行研究を更に一歩前に進めることができるのではないかと

考えられる。 

（四）本稿の構成と意義 

（1）本稿の構成 

本稿は以下の順で考察を進める。 

 第 1 章は環境公益訴訟制度について立法者の解説と学説の解釈に基づいてその構造上の

特徴を把握する。第 2 章は制度の形成史を概観しその立法過程における議論を中心に、制

度に期待されている役割およびその特徴を浮き彫りにする。第 3 章は制度創設の背景を考

察することによって制度創設の原因とその狙いの解明に迫る。第 4 章は制度の運用とその

効果を事例に即して検討する。以上を以て課題 1 の解明に充てる。 

 第 5 章は本制度の運用のメカニズムを考察し、課題 2 の解明に充てる。同時に環境公益

の形成理論に基づいて、制度創設の本当の狙いを探り、課題 3 の解明に充てる。 

（2）本稿の意義 

 本研究は次の三点において意義があると考えられる。 

 第一に、従来、中国政府は開発独裁主義の下で環境を犠牲に急激な経済成長を推し進め

てきた。それに伴い、環境も急速に悪化した。それに対する民衆の不満が高まり、環境問

題に絡む集団騒動が頻発し、政権の安定を脅かすようになっている。今日にいたっては環

境悪化をこれ以上放置できないところまで来ている。当局は経済発展の最優先から経済発

展と環境保護の両立への方針転換を掲げるようになった。環境公益訴訟はそういう方針転

換を実現する手段とされている。そういう方針転換が本当に実現したのかについて、環境

公益訴訟の運用から検証することができると考えられる。 

 第二に、中国の環境公益訴訟は民事訴訟として構想され、不法行為責任法が適用されて

いる。しかし、環境公益訴訟には環境汚染による被害者がいない。つまり、中国の不法行

為責任法は私人間の紛争だけを対象に適用するのではなく、企業の環境汚染責任の追究に

も適用されている。即ち、中国の不法行為責任法が純粋な私法ではないことが分かる。環

境公益訴訟の運用を考察することによって、中国の不法行為責任法のそういう特徴を浮き

彫りにすることができる。 

 第三に、環境保護団体は環境公益訴訟の原告となっている。従来当局は社会団体が民主
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化運動を展開することを警戒して、社会団体に対して厳しい管理体制を取っている。環境

公益訴訟の法整備を通じて、当局は環境保護団体の役割を重視する姿勢を打ち出した。そ

れをきっかけに環境保護団体の活動が活発化するのか、市民は環境保護団体を通じて汚染

行為を是正し、政府、汚染企業と対抗しうる真の意味における三極を形成し、ひいては環

境問題を発端に民主化運動に広がるのかを展望することができると考えられる。 

 

五、用語の説明及び日本語訳、表記 

（1）用語の説明 

本稿で使う用語をここであらかじめ説明する 

① 公共利益 (「公益」と略称する) 

「公共利益」または「公益」は集団的利益と多数者の利益という二つの意味で使われて

いる。前者は集団を構成する多数の人々に共同で享有される不可分的な利益であり、後者

は多数者の各人に属する私益の集合である。本稿で前者の意味で公共利益を使用する。つ

まり、個人には分配できない集団的な利益である。 

② 環境公共利益 

 上記の公共利益の意味を踏まえたうえで、本稿で使用する環境公共利益はすなわち不特

定多数の人々が享受し、しかし、誰にも帰属しない公共的利益と定義する。 

中国では環境公共利益が環境公益訴訟の目的とされる核心たる概念である27。例えば「環

境公益訴訟が守ろうとしているのが環境公共利益であり、私益訴訟上の私権ではない」28な

どと言われている。 

環境公共利益は民亊主体の人身的と財産的な利益と区別されている。「環境公益訴訟は純

粋の環境公共利益をその保護対象とし、環境私益訴訟は被害者の人格権や財産権が環境汚

染と破壊により損失を被ったことを理論的な根拠とし、両者の間には交錯がない」29と言わ

れている。 

③ 環境損害 

 中国では正式の法条文上の概念ではないが、環境公益訴訟の判決や論文によく使用され

ている。その内容を立法者は次ぎのように説明している。即ち「環境損害とは人為的活動

により人類やその他の生物種の生存基盤である環境が損害や悪影響を受ける事実である。

環境損害には環境汚染と生態破壊が含まれている」30と解釈している。すなわち、環境損害

は人への損害ではなく、環境そのものに対する損害であり、環境汚染と環境破壊の代替語

として使われている。中国では環境公共利益が侵害された場合、環境損害が発生すると考

えられている。日本では環境損害は①環境に起因する損害一般(広義の環境損害)と，②環境

                                                   
27 王燦発「新環境保護法規範下環境公益訴訟制度的構建」環境保護 2014 年 10 期 38 頁。 
28 呂忠梅＝呉勇「環境公益実現之訴訟制度構想」別濤『環境公益訴訟』（法律出版社、2007

年）23 頁。 
29 肖建国＝黄忠順「環境公益訴訟基本問題研究」法律適用 2014 年 4 期 11 頁。 
30 信春鹰『中華人民共和国環境保護法釈義』(法律出版社、2014 年)19 頁。 
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影響起因の損害のうち，人格的利益や財産的利益に関する損害以外のもの(狭義の環境損

害)を含むとされている31。本稿でいう環境損害は狭義の環境損害に近いと言えるだろう。 

④環境保護社会組織 

 環境保護団体を同じ意味で使うこととする。 

⑤環境公益訴訟、環境民事公益訴訟、環境行政公益訴訟 

 中国では最初に議論された環境公益訴訟には汚染者を相手とする環境民事公益訴訟と、

行政機関を相手とする環境行政公益訴訟が含まれている。しかし、その後民事訴訟法の改

正や環境保護法の改正によって法整備されたのは環境民事公益訴訟だけである。行政機関

を相手とする環境行政公益訴訟は行政訴訟法の改正によって導入されなかった。そのため、

本稿では環境公益訴訟は環境民事公益訴訟だけを指すものとする。 

⑥環境保護部、環境保護庁、環境保護局 

 環境保護部は国務院の下にある環境保護行政機関であり、日本の環境省に相当するもの

である。環境保護庁は省クラスの人民政府の下にある環境保護行政機関である。環境保護

局は市クラス及び県クラスの人民政府の下にある環境保護行政機関である。 

⑦環境行政 

 環境行政とは環境保護行政機関は法律に基づいて許認可や違法行為の是正などの行政処

分を行う法執行である。 

⑧普通の民事訴訟、私益訴訟 

 環境公益訴訟も中国で民事訴訟とされている。それと区別するために、民事主体が自身

の権利利益を守る目的で提起した民事訴訟は普通の民事訴訟、すなわち私益訴訟と称する。 

⑨生態環境修復費用 

 汚染された環境をもとの状態に回復するために必要な費用である。中国の環境公益訴訟

ではよく環境の原状回復を代替するものとして原告が請求するものである。 

⑩官製の環境保護団体 

 中国共産党・政府の強い関与の下で設立され、政府機関や全国または地方の人民代表大

会の元幹部が団体のトップを務め、しかも人事と資金において党・政府から強い影響力を

受ける環境保護団体のことと定義する。 

⑪党 

 中国共産党のことを指す 

 

 

（2）日本語訳・表記 

法令・司法解釈・通達名は原則として日本語に訳すが、意味が通じる場合、原語のまま

使用することもある。なお、公表されている日本語訳が存在する法令については、それを

参照したが、表記の統一のため修正を加えたものもある。 

原文の引用には「 」を使用し、中国語の原語引用には[  ]を付けた。事例は【】で囲

み、特別な説明を(  )に入れる。 

                                                   
31 大塚直・前掲注(8)42 頁。 
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 書名の引用には『  』を使用し、論文名は「  」を使用する。 

 理解の便宜上、本稿において誤解されやすい言葉を次のように邦訳するものとする。 

[環保社会組織]は、本稿では「環境保護団体」と訳す。  

[中央全面深化改革領導小組]は「深改小組」と略称する。 

[環境保護部門]を「環境保護行政機関」と訳す 

[侵権責任]を「不法行為責任」と訳す 

 [全国人民代表大会]を「全人代」と訳す 

 [人民法院]を「法院」と略称する 

 [人民検察院]を「検察院」と略称する 

 [中華環保連合会]を「中華環境保護連合会」と訳す 
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第 1 章 環境公益訴訟制度の概要 

第 1 節 現行法 

1 民事訴訟法 55 条(2012 年 8 月 31 日改正、2013 年 1 月 1 日施行) 

民事訴訟法 55 条は「環境汚染、多数の消費者の合法的権益の侵害など社会公共利益を損

害する行為に対して、法律の規定する機関と関係組織が人民法院に訴訟を提起することが

できる」と規定している。 

同条は環境公益訴訟の範囲を「環境汚染など社会公共利益を損害する行為」、また原告を

「法律の規定する機関と関係組織」に限定している。法律とはどうのような法律か、また

「法律の規定する」という修飾語は関係組織までかかるのかは明確にされず、後の法律や

裁判例の展開に委ねることになる。同条は環境公益訴訟に適用する実体法を定めていない。 

 同条にいう公共利益は特定の民亊主体に帰属せず、普通の民亊訴訟32では救済されない利

益であるとされている。「公共利益とは社会または特定領域における共同利益である。明確

な権利主体がなく、または権利主体が抽象すぎるため、一旦侵害されたら、普通の民亊訴

訟による救済が難しく、公益訴訟を通じて直接な利害関係のない者に訴訟提起を認めなけ

れば、社会公共利益を守る目的を達成することができない」33とされ、訴訟目的、訴訟請求

と直接な利害関係の有無などで普通の民事訴訟、すなわち私益訴訟と区別されている。 

 最高人民法院副院長の江必新氏によると、同条に規定する訴訟は私人の権利利益と直接

な関係がない公共利益についてのみ提起できるとされている。すなわち「訴訟が私人（自

然人、法人）の利益にかかわる場合、私人が当該訴訟と直接利益があるとみなし、かかる

訴訟は公益訴訟に入れることができない」34としている。 

  同条は次の理由に基づいて個人を原告から排除しながら、環境保護行政機関の原告適格

を認めている。すなわち、個人に訴権を認めれば、環境公益訴訟が濫用され、宣伝や政治

的目的などに利用され、現行の社会管理体制35に衝撃を与える恐れがある。一方、環境保護

行政機関に訴権を認めれば、それが積極的に環境行政を行うことを促し、環境公益訴訟が

環境行政を補完させることもできると説明されている36。 

 

2 環境保護法 58 条と 64 条（2014 年 4 月 24 日改正、2015 年 1 月 1 日施行） 

環境保護法 58 条は「環境汚染、生態破壊、社会公共利益を損害する行為に対して、次に

掲げる条件を満たす社会組織が人民法院に訴訟を提起することができる。（一）法により区

を設置した市クラス以上の人民政府の民政部門に登録していること。（二）五年以上で環境

                                                   
32 環境公益訴訟と区別するため、普通の民亊訴訟は環境公益訴訟と異なり、特定の民亊主

体が自身の権利利益を守る目的で提起する民亊訴訟と定義する。 
33 王勝明『中華人民共和国民亊訴訟法釈義』(法律出版社、2012 年)101 頁。 
34 江必新『新民亊訴訟法理解適用与実務指南』(法律出版社、2012 年)215 頁。 
35 現行社会管理体制とは現政権のことを指していると考えられる。近年中国では環境問題

による集団騒動が多発し、政府と衝突する事態が起きている。 
36 王勝明・前掲注(33)112～113 頁を参照。 
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保護公益活動を専業とし、且つ違法記録がないこと。前項の規定に符合する社会組織が人

民法院に訴訟を提起する場合、人民法院は法により受理しければならない。訴訟を提起す

る社会組織は訴訟を通じて経済利益を図ってはいけない」と規定し、さらに 64 条は「環境

汚染又は生態破壊により損害をもたらした者は中華人民共和国不法行為責任法により不法

行為責任を負わなければならない」と規定している。その受け皿となる法規定が主に不法

行為責任法 65 条「環境汚染により損害をもたらした場合、汚染者は不法行為責任を負わな

ければならない」である。 

 環境保護法の上記の条文はそれぞれ、環境公益訴訟の原告となる社会組織と実体法を具

体化したものである。同条に対する立法者の解説によると環境行政機関と検察機関は原告

から排除されている37。その理由として次のように説かれている、すなわち、我が国の行政

強制法 50 条38が環境汚染について代履行制度を規定している。同条によれば、環境保護行

政機関は汚染者に汚染処理、原状回復などを命じることができる。汚染者が履行せず又は

履行することが出来ないときは、環境保護行政機関は代わりに履行しまたは他人による履

行を委託し、履行の費用を汚染者に負担させることができる。汚染者が履行の費用を支払

わない時は、人民法院に強制執行を申し立てることができる。そのため、環境保護行政機

関は環境民事公益訴訟のルートを通じて汚染者に汚染処理と原状回復の費用を求める必要

がないとされている。一方、検察機関が憲法の規定する法律監督機関である。企業が環境

法に違反して汚染物質を排出し環境損害をもたらした場合、検察機関は関係行政機関に法

執行を強化することを督促し、または被害者による訴訟提起を支援することができる。そ

のため、訴訟を提起する形で環境損害の問題を解決する必要がないと説明されている39。 

 同時に、64 条は環境損害責任について直接不法行為責任法を適用すると規定するもので

ある。同条にいう環境汚染と環境破壊は環境に対する損害であり、汚染者は不法行為責任

を負わなければならないとされている40。 

 

3 司法解釈 

最高人民法院は 2014 年 12 月 8 日に「環境民事公益訴訟の審理における法適用に関する

若干問題の解釈」41を公布し、これまで民事訴訟法と環境保護法における原告適格を更に具

                                                   
37 信春鹰編『中華人民共和国環境保護法釈義』（法律出版社、2014 年）200～201 頁。 
38 中華人民共和国行政強制法(2011 年 6 月 30 公布、2012 年 1 月 1 日から施行)50 条「行政

機関が法により当事者に妨害排除、原状回復などの義務の履行を内容とする行政決定に対

して、当事者は期限が過ぎても履行せず、催告されても履行をせず、それによって交通安

全に危害を及ぼしまたは及ぼす恐れがある時、環境汚染または自然資源の破壊を引き起こ

しまたは引き起こす恐れがある場合、行政機関は代履行または利害関係のない第三者に代

履行を委託することができる」 
39 信春鹰・前掲注(37)200~201 頁を参照。 
40 信春鹰・前掲注(37)202～203 頁を参照。 
41 最高人民法院「最高人民法院の環境民事公益訴訟事件の審理における法適用の若干問

題に関する解釈」(法釈[2015]1 号、2015 年 1 月 6 日に公布、2015 年 1 月 7 日から施行)。 
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体化し、訴訟請求や鑑定などについても詳しく定めた。 

本解釈には七つのポイントがあると考えられる。 

第一に、本解釈は不法行為責任法と環境保護法及び民亊訴訟法に基づいているものであ

ると明言した。実体法として不法行為責任法が適用されることが明らかになり、原告は侵

害停止、妨害排除、危険除去、原状回復、損害賠償、謝罪などを請求することができる。

汚染者による環境汚染と生態破壊の責任は完全に不法行為責任だと理解されている。民法

は生態破壊、環境汚染による人身的と財産的権利利益の損害に対する救済から、純粋生態

環境損害まで拡張することが、より現実的であり、操作可能性があると指摘された42。同時

に、原告は被告に環境修復費用の負担を求めることができる。環境修復費用は汚染や破壊

された環境の修復に使い、原状回復の代替措置である。汚染者に環境修復費用を負担させ

ることによって、環境コストを内部化させることができると説明されている43。すなわち、

汚染者が環境処理費用を負担するのも民事責任の一種であると理解されている。しかし、

環境修復費用はどう計算するかについて、明確な規定は置いていない。 

第二に、環境公益訴訟は被害者による民亊訴訟とはっきり区別されている。環境公益訴

訟には被害者が出てこないことになる。 

第三に、本解釈によって環境保護行政機関が原告となる余地を残した。環境保護法改正

で原告から排除された環境保護行政機関はこれによって復活するかもしれない。「公益訴訟

を提起する社会組織がおらず、しかも行政機関は行政によって環境公共利益の保護を実現

することができない場合、例外的には環境保護行政機関による訴訟提起を認めるべきであ

る」44と明言した。 

第四に、検察機関が訴訟支援者45として訴訟に加わり、法律コンサルティングの提供、書

面意見の提出、証拠調べへの協力などをすることができる。そのため、検察機関が訴訟支

援者となる場合、検察機関を原告と同一視しても差し支えがないだろうと考えられる。 

第五に、本解釈では個人を環境公益訴訟の原告から排除した。その理由として、個人は

政治的な目的で環境公益訴訟を利用するからだと説明されている。すなわち「我が国の経

済社会発展の現段階における法治建設の現状を考えると、全面的に市民に環境公益訴訟の

訴権を付与すると、訴訟効果があまり期待できず、濫訴が起きるかもしれない。市民は宣

伝など別の目的で公益訴訟を提起することが多い。そうしたやり方は我が国の現行社会管

理体制に衝撃を与え、社会の安定を脅かしかねない」46と解説している。即ち個人による訴

                                                   
42 奚暁明『最高人民法院関於環境民亊公益訴訟司法解釈理解与適用』（人民法院出版社、2015

年）234 頁。現実性とは環境汚染が日増しに深刻化し、直ちに環境悪化を止めなければなら

ないという現実を指している。 
43 奚暁明・前掲注(42)291～297 頁。 
44 奚暁明・前掲注(42) 27 頁。 
45 訴訟支援者について民事訴訟法 15 条は「機関、社会団体、企業事業単位は国家、集団ま

たは個人の民事的権利利益を損なう行為に対して、損害を受けた単位または個人による訴

訟提起を支援することができる」と規定している。 
46 奚暁明・前掲注(42) 23 頁。 
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訟提起は現政権に対する脅威だと当局に捉えられている。 

第六に、環境公益訴訟の目的が環境行政によって実現できることを示唆した。環境公益

訴訟は環境行政を補完する代替措置として位置づけられている。 

第七に、法院は環境公共利益の保護の程度と方法について自由裁量権を与えられている。

環境公益訴訟において原告の処分権は制限され、人民法院は環境公共利益をよりよく守る

ことができると考える場合、職権で原告の訴訟請求変更の釈明、証拠の収集、鑑定の依頼、

被告の反訴の禁止、当事者間の和解の禁止などをすることができる。さらに、法院は汚染

された環境の原状回復が難しいと判断する場合、代替的な修復方法を被告に命じることが

できる。代替的な修復方法について人民法院は自由裁量でどこまで環境公共利益を守れば

いいのか、どのような方法で守るのかについて決定権を持っている。「我が国の環境公益訴

訟制度は全体的に次のような構成となっている。司法機関は環境公益訴訟の手続きを主導

し、実質的な決定権を握る。行政機関は補助者であり、科学技術などの専門的支持を提供

する。環境保護団体はただ手続きを発動する役割を果たし、実体上の決定権を持たない」47

と言われている。実際に、法院は環境保護に関する専門知識が乏しいので、汚染行為の認

定、環境修復費用の計算などについて環境保護行政機関に頼ることになり、実質上環境保

護行政機関は判決内容の決定権を握ることになる。 

 

4 検察機関による公益訴訟の提起に関する試案48 

2015 年 7 月 3 日に、最高人民検察院が「検察機関による公益訴訟の提起の試案」（以下

は試案という）を公布した。 

 当該試案により、環境保護法改正で原告から排除された検察機関は全人代常務委員会の

特別な授権により環境公益訴訟を提起することができるようになった。同時に行政機関の

権力濫用や不作為などに対して、行政公益訴訟49を提起することができる。 

環境保護行政機関の権力濫用や不作為は環境汚染をもたらす要因の一つであることが既

に当局に認識されている。しかし、行政公益訴訟に関する法規定が整備されず、それを提

起できる原告も検察機関に限っている。環境保護団体などは環境保護行政機関を相手に訴

                                                   
47 王遠明「論我国環境公益訴訟的発展方向：基於行政権与司法権関係理論的分析」中国法

学 2016 年 1 期 55 頁。 
48 2015 年 7 月 3 日に、最高人民検察院は全国人民代表大会常務委員会の授権を得て「検察

機関による公益訴訟の提起に関する試案」を公布した。当試案は法律ではないものの、全

国人民代表大会常務委員会の特別授権により試案の定めた地域で法律に相当する効力を有

すると考えられる。当該試案によると、北京市、内モンゴル自治区、吉林省、江蘇省、安

徽省、福建省、山東省、湖北省、広東省、貴州省、雲南省、陝西賞、甘粛省の 13 省、自治

区、直轄市で試行する。試行期間は 2015 年 7 月までの 2 年間とする。 
49 行政公益訴訟は法律上の用語ではなく、同試案には行政公益訴訟の定義がない。内容と

しては、行政機関の違法な権力行使または不作為により環境公共利益が侵害された場合、

検察機関は違法な行政処分の取り消しや、一定期間内に法定の職権行使を求めて、訴訟を

提起することができるということである。 
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訟を提起することができない。 

 

第 2 節 現行法の解釈をめぐる学説 

 学説は主に環境公益訴訟の範囲と原告適格をめぐって展開されている。それを考察する

ことによって、環境公益訴訟制度の適用範囲、目的などを明らかにすることができると考

えられる。 

 

 1 環境公益訴訟の目的と範囲 

 民事訴訟法 55 条は「環境汚染など社会公共利益を侵害する行為」を環境公益訴訟の対象

行為としている。具体的に何の目的で、どういう場合に環境公益訴訟を提起することがで

きるかについて法学界は盛んに議論を展開している。 

 環境公益訴訟の目的が環境公共利益の擁護であるという点で一致している。「伝統的な原

告適格のルールによれば、公共利益が見落とされてしまうから、それを克服するために環

境公益訴訟制度が生まれたのである」50と言われている。 

環境公益訴訟の範囲は環境公共利益の範囲によって確定されることになる。環境公共利

益は多数の人々が享受している集合的な環境利益であり、それが特定の個人には帰属しな

い性質を持っている。そのため、個人が民亊訴訟を提起できない環境公共利益についての

み、環境公益訴訟を提起することができるとされている。「環境汚染により環境そのものに

もたらされた損害は環境公共利益に対する損害であり、環境汚染により多数者にもたらし

た人身的と財産的損害は多数者の環境利益に対する損害である。多数者の環境利益に対す

る損害について民事訴訟の既存の代表者訴訟制度を適用することができるが、しかし、環

境公共利益に対する損害について、未だに有効な救済メカニズムがないため、環境公益訴

訟制度を創設し、環境そのものに対する損害を救済し、環境公共利益を擁護する必要があ

る」51と主張されている。個人が民亊訴訟を提起することができれば、それは環境公益訴訟

の範囲に入れることができない。「不特定主体の享受する社会公共利益に係る紛争でなけれ

ば公益訴訟の客観範囲内に入れない。社会公共利益を享受する主体が不特定であるからこ

そ、訴訟手続きを開始する直接関係主体が存在せず、社会公共利益を守ることができない

のである」52と述べられた。「環境汚染や、多数消費者の合法的権益を侵害する行為によっ

て公共利益が損害された時に、社会公共利益を守るために公益訴訟を提起することができ

る。もし個人の利益を守る訴訟請求であれば、それが本条にいう公益訴訟ではなく、普通

の民事訴訟即ち私益訴訟である」53と私益訴訟と公益訴訟の間に一線を画すこととした。ま

た「環境公益訴訟は純粋の環境公益をその保護対象とし、環境私益訴訟は被害者の人格権

                                                   
50 陳亮『環境公益訴訟研究』(法律出版社、2015 年 4 月)234 頁。 
51 夏梓耀「論環境公益訴訟原告的範囲与順位」甘粛政法学院学報 2014 年 1 期 62~63 頁。

なお、原文においては[整体環境利益]と称していたが、本稿では「環境全体利益」と訳す。 
52 張衛平「民亊公益訴訟原則的制度化及実施研究」清華法学 2013 年 4 期 8 頁 
53 高民智「関於民事公益訴訟的理解与適用」人民法院報 2012 年 12 月 07 日参照。 
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や財産権が環境汚染と破壊により損失を被ったことを理論的な根拠とし、両者の間には交

錯がない」54。「特定な訴訟において、原告の提起した訴訟請求が保護しようとする法益が

私人利益を越えるものであれば、それが公益訴訟になる。そうでなければ私益訴訟になる」

55とされている。 

実際には環境公共利益を侵害する行為は「環境損害」と捉えて、その中には環境汚染と

生態破壊と含むとされている。環境汚染や生態破壊による損害は①環境そのものに対する

損害、例えば水質の悪化、森林の消失、生物種の滅亡などによって環境のサービス機能と

価値がなくなるという「環境損害」と、②環境を媒介とする特定の人への人身的と財産的

損害に分けられて、前者、即ち「環境損害」の救済は環境公益訴訟の目的であるとされて

いる56。 

上述の学界の議論によれば、中国の環境公益訴訟は環境公共利益を守る目的で、私人の

権利利益に損害を与えなかったとされる環境汚染と破壊行為を適用対象としている。環境

公益訴訟は私益訴訟とまったく交錯がない平行線のような関係を成していると捉えられて

いる。 

 

2 原告適格 

 原告適格に関する法整備が進んだことを受け、学界ではそれに関する議論も盛んに行わ

れている。以下は環境保護行政機関、検察機関と環境保護団体それぞれに対する賛成と反

対意見を考察することによって、環境公益訴訟に期待される役割などを明らかにすること

ができると思われる。 

 2.1 検察機関 

検察機関の原告適格を賛成する意見には主に次のようなものがある。 

①検察機関の訴訟追行能力が強いこと。 

検察の法運用能力と捜査能力を生かすことができると説かれている。「検察機関は社会団

体より法律を運用する専門知識と技能的素質に優れているだけでなく、更に被告の違法行

為に関する証拠を集める優勢がある」57と指摘されている。また「検察機関が環境民事公益

訴訟を扱う際に、環境刑事犯罪、環境法執行における役員の職務犯罪などを発見し、環境

法違反行為に最大な打撃を加えることができる」58と検察機関の刑事事件における捜査能力

を生かすことが強調されている。 

②検察機関は公共利益の代表者であること。  

                                                   
54 肖建国＝黄忠順・前掲注（29）11 頁参照。 
55 肖建国「民事公益訴訟制度的具体適用」人民法院報 2012 年 10 月 10 日参照。 
56 中華環境保護聯合会「環境公益訴訟損害賠償金研究」中国環境法治 2014 年巻(下)119 頁。 
57 王社坤「検察機関提起環境公益訴訟的原状与建議」環境経済 2013 年 4 月 112 期 54 頁。 

ほかにたとえば徐以祥「検察機関提起環境公益訴訟的現実需求与制度構架」検察日報 2015

年 7 月 24 日 A03 を参照。 
58 王学成「論検察機関提起環境民事公益訴訟」人民検察 2009 年 11 期 20 頁。 
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検察機関は従来から犯罪の追及をはじめ公共利益の擁護者と代表者である。「検察機関は

生まれながらして公共利益の代表である。公共利益が侵害された時、適格な当事者がいな

く、または当事者の訴訟追行能力が弱く、公共利益を守る適切な者がいない場合、検察機

関は国家法律監督機関と公共利益の代弁者として公益訴訟を提起する必要がある」59と主張

されている。 

③検察機関は法律監督機関であること。 

 かかる意見は検察機関が我が国の法律監督機関であることを強調して、その監督の権能

には民事行為に対する訴訟提起も含まれており、環境法違反行為に対して環境公益訴訟を

提起することが法律監督権の具体的な体現であると主張している60。  

 一方、検察機関の原告適格に反対する意見には主に次のようなものがある。 

①検察機関が強力な権力機関であること。 

「実際検察機関が係った環境公益訴訟事件では、被告の勝訴率がゼロである。たとえ事

件は調停または和解で終結したとしても被告は大きな不利益を受けた。検察機関が訴訟に

参加すれば、訴訟の公正を保障できないため、検察機関に原告適格を付与すべきではない」

と指摘されている61。 

 ②検察機関が環境公益訴訟の提起に相応しい専門知識と能力を持っていないこと 

環境紛争には多数の化学的要素を含んであり、専門的な証拠収集方法と技術手段が必要

である。しかし、検察機関はこれを欠いている。検察機関に比べると、環境保護行政機関

のほうが環境公益訴訟の提起に相応しいと言われている62 

上記の検察機関の原告適格をめぐる賛成と反対意見の根本的な違いは民事訴訟に対する

理解にあると言えよう。すなわち、検察機関が民事訴訟の当事者となることができるかど

うかという点で意見が分かれている。賛成意見は私人ではない検察機関も民事訴訟の原告

となることができるとし、検察機関の訴訟能力を最も重視している。それに対して、反対

意見は民事訴訟の当事者間の力の平等を重視し、検察機関が権力機関であるため、民事訴

訟の当事者となるべきではないと主張した。 

2.2 行政機関 

 行政機関の原告適格を賛成する意見には次のようなものがある。 

①行政機関の権限を増強することができること。 

現行法では、行政機関の法的手段が限られていて、それを尽くしても企業の違法行為を

抑止することができないため、環境公益訴訟というもう一つの道具があれば、それを組み

合わせて使うと、違法行為に対する抑止効果が上がるだろうという論理である。汚染企業

に対して行政的権限を発動することもできるし、不法行為責任法を駆使することもできる。

                                                   
59 崔偉「検察機関是公益訴訟的適宜主体」検察日報 2005 年 12 月 16 日。 
60 王学成「論検察機関提起環境民事公益訴訟」人民検察 2009 年 11 期 19 頁を参照。 
61 龔学徳「環境公益訴訟的角色解読与反思」河南師範大学学報(哲学社会科学版)2013 年 2

期 83 頁を参照 
62 呂忠梅「環境公益訴訟弁析」法商研究 2008 年 6 期 134 頁。 
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民事訴訟では、汚染企業が免責事由や因果関係の不存在について挙証責任を負うことにな

るため、行政機関にとっては環境行政より負担が軽くなるとされている63。 

②汚染者の違法コストを高めることができること。 

企業の違法コストが低く、法遵守コストが高いため、行政機関が過料、警告、期限付き

改善命令、汚染物質排出費用などの行政的手段を尽くしても、企業の違法行為を止めるこ

とができない64。それで、行政措置の他に環境公益訴訟による補足が必要である。環境公益

訴訟における環境損害賠償と違法行為の差止め請求は環境法執行の不足を補うことができ

る65。そうすると、汚染企業は自分の汚染行為による環境損害に対して賠償責任を負うこと

になり、違法コストが増加するため、潜在的な汚染者に対する警告効果があると言われて

いる。環境保護行政機関に環境公益訴訟の訴権を付与するのは、公権力の不足を法院によ

る司法の力を借りて増強するものであり、民事手段の機能を発揮し、環境行政法執行の不

足を補うものであると説かれている。 

③環境保護行政機関は専門的な知識を有していること。 

企業の汚染行為に対するモニタリング、環境損害の証拠の収集、環境汚染行為の認定、

関係科学データの掌握について、環境保護部門が優勢を有している66。 

④地域を跨り汚染者を追及ことができること。 

環境保護行政機関の管轄地域がそれぞれ区切られているため、環境汚染が地域を跨る場

合、行政機関が自分の管轄内にない汚染者を処罰しようもない。環境公益訴訟を提起する

ことができれば、管轄地域の外にある汚染者が管轄地域内で汚染を引き起こした場合、そ

れを相手に環境公益訴訟を提起することができる。要するに地域を跨って環境公益訴訟を

提起することができると言われている。 

⑤特定の行政機関が環境汚染を統一的に処理することができること。 

行政機関の内部で水利、森林、農業などの担当機関が異なるため、環境保護行政機関の

権限はすべての環境問題をカバーすることができない。それぞれの担当機関の間の協力が

うまく行かず、環境問題に十分に対処することができないこともある。そのため、環境保

護行政機関による環境民事公益訴訟の提起ができるならば、こういう部門分割の現象を解

消できると言われている67。 

⑥自然資源の国家所有を擁護すること。 

物権法によると、環境資源が国の所有するものである。環境汚染が発生すると、国の所

有物が侵害されるとして、国は訴訟を提起することができるという論理である。「環境資源

                                                   
63 曹樹青「環境公益訴訟破解環境行政執法難題」環境保護 2012 年 24 期 49~51 を参照。 
64 法律上、環境保護行政機関は汚染行為を止めることができる。しかし、実際にはそうい

う権限をあまり行使しなかった。 
65 曹樹青「怠與行政職責論之弁――環保行政部門環境公益訴訟原告資格之論見」学術界

2012 年 03 期 111 頁を参照。 
66 羅薇「環境部門作原告正合時宜」環境保護 2011 年 Z1 期 50 頁。 
67 喬刚「論環境民事公益訴訟的適格原告」中国環境法治 2013 年巻(下)109 頁。 
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の損害が発生した場合、まず国は訴訟措置を取らなければならない。即ち、国は環境公益

訴訟の一番目の原告になるべきである。国は受託者としての職責をちゃんと果たさなかっ

た場合、市民と社会団体は訴訟を提起することができる。即ち公民と社会団体は二順位の

原告となるべきである」68。また、こうした主張の根拠として海洋環境保護法 90条 2項69が

挙げられている。それによると海洋生態、海洋水産資源、海洋保護区を破壊し、国家に重

大な損失を生じた場合、海洋環境監督管理機関は国家を代表して責任者に損害賠償を求め

る。環境公益訴訟においても環境保護行政機関の原告適格も認めるべきであるとう論理で

ある。 

一方、行政機関の原告適格を反対する意見には次のようなものがある。 

①行政機関による訴訟提起が必要ではないこと。 

環境公益訴訟は環境そのものに対する損害の回復と予防を目的としている。環境保護行

政機関は環境そのものに対する損害を予防するために行政権力を行使し、汚染企業に対し

て改善措置又は期限付き処理を命じることができる。また、関係の人民政府に汚染企業の

許可の取消を求めることもできる。そのため、環境保護行政機関は原告として環境公益訴

訟を提起する必要がないとされている70。 

②当事者間の不平等をもたらすこと。 

環境保護行政機関はそもそも企業を相手に環境法を執行する権力機関であるため、民事

公益訴訟を提起することができれば、行政機関と企業の間に行政的法律関係と民事的法律

関係の二重関係が存在することになる。行政機関が企業に対する検査で得られる証拠を環

境民事公益訴訟に使うことができれば、著しく当事者間の不平等を招くことになる。言い

換えれば、当事者一方が相手に証拠の取得に協力しなければならず、民事訴訟の原則に違

反することになる。「要するに、民事訴訟は私人間の紛争の解決を目的とするものであり、

公権力の行使者である行政機関を民事訴訟の当事者とすることが適切ではない」とされて

いる71。 

 ③環境行政の懈怠をもたらすこと。 

環境保護行政機関は環境公益訴訟を提起することができれば、行政機関の本来たる監督

職責の怠りを招きかねない。環境公共利益の侵害はもし行政機関の機能不全によるもので

あれば、それを強化すべきである。行政機関は本来の職責を全うすることもできないのに、

環境公益訴訟によってそれを補足することを期待できない。逆に環境保護行政機関が本来

                                                   
68 夏梓耀「論環境公益訴訟原告的範囲与順位」甘粛政法学院学報 2014 年 1 期 64 頁。なお、

同じように環境資源の国家所有を出発点に置きながら、それが破壊された場合、行政機関

が国家を代表して汚染行為者に対して民事責任を追究するべきであることが説かれている。 
69 海洋環境保護法 90 条 2 項「海洋生態、海洋水産資源、海洋保護区を破壊し、国に重大な

損失をもたらした場合、本法に基づいて海洋環境監督管理機関は国を代表し、責任者に損

害賠償を求めるものとする」。 
70 王小鋼「為什么環保局不宜做環境公益訴訟原告？」環境保護 2010 年 01 期 54～55 頁。 
71 瀋寿文「環境公益訴訟行政機関原告資格之反思」当代法学 2013年 1期 63～67頁を参照。 



27 

 

担うべき監督管理の役割を弱体化させるかもしれないと指摘されている。「行政管理権運用

の不足は確かに公益訴訟制度が創設される前提であり、しかし、それは行政機関が公益訴

訟の原告となる前提ではない……一般的には環境保護行政機関が環境公益訴訟の原告とし

て相応しくない。環境保護行政機関に原告資格を付与するのは行政職責行使の懈怠を招き

かねない」72と行政機関の原告適格に反対している。 

④行政機関の権限が増大し、公権力の制約を目指す行政法理念に反すること。 

行政機関の権力の拡大と市民の権利の縮小を招き、公権力の制約を目指す行政法の理念

に反することになると指摘されている。「行政機関が環境公益訴訟を提起することができれ

ば、行政機関が訴訟を通じてその行政の職責を果たすことを許すことになり、本質におい

ては行政機関の権力の拡張であり、市民の権利の縮小でもある。これは権力のコントロー

ルと制約を目指す現代行政法の理念に背向くことになる。行政機関に対する制約機能を果

たさないどころか、行政機関の責任逃れに一種の制度的道具を提供することになるため、

行政機関に原告適格を付与すべきではない」73と主張されている。 

賛成意見と反対意見は根本的に民事訴訟の性質に対する理解が異なると考えられる。賛

成意見は環境保護行政機関の民事主体としての訴訟能力を強調するのに対して、反対意見

は環境保護行政機関が民事訴訟の原告となれば当事者間の不平等をもたらすという意見を

示した。すなわち、反対意見は行政機関が民事主体となるべきではないという主張である。

なお、賛成意見は環境行政と環境公益訴訟をよく区別していないことを窺い知ることがで

きる。環境公益訴訟は単に汚染者の汚染コストを高めるために行政措置の代替措置として

捉えられているようである。 

2.3 環境保護団体 

環境保護団体の原告適格に反対する意見がまだ管見に及ばない。しかし、環境保護団体

の範囲について次のような意見が出されている。 

①自由説 

かかる意見は環境保護を趣旨とするすべての環境保護団体に原告適格を認めるべきだと

している74。 

②登録必要説 

かかる意見は法律に従い、登録した環境保護団体に限り、原告適格を認めるべきだとし

ている75。さらに、登録した環境保護団体のうち、国が許可したもの76、それとも個別法で

                                                   
72 謝玲「再弁怠於行政職責論」河北法学 2015 年 5 期 128 頁。 
73 龔学徳・前掲注(61)82～83 頁。 
74 龔学徳・前掲注（61）83 頁を参照。 
75 黄亜宇「生態環境公益訴訟起訴主体的多元性及序位安排」広西社会科学 2013年 7期 104
頁を参照。ほかに、王煜＝於新民＝趙福傑＝劉孟海＝馬金生＝趙刚「民事公益訴訟原告資
格問題探析」天津法学 2013年 2期 81 頁を参照。別智「環保組織：環境公益訴訟的主力軍」
環境経済 2012 年 12 月 108 期 33 頁を参照。夏梓耀「論環境公益訴訟原告的範囲与順位」
甘粛政法学院学報 2014 年 1 期 67 頁を参照。 
76 李摯萍「中国環境公益訴訟原告主体的優劣分析和順序選択」河北法学 2010年 1月 23頁
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定めるもの77、または最高人民法院と関係行政機関が毎年指定したもの78のみ訴訟を提起で

きるという主張も見られる。 

 こうした主張の理由として、環境保護団体に数多くあるものの、そのレベルにはばらつ

きがあるため、すべての環境保護団体に原告適格を付与すると、訴訟濫用79に繋がりかねな

いことをあげられている。そのため、環境保護団体は業務主管機関と民政部門の二重監督

管理のもとで、環境公益訴訟を提起することが必要であるとされている。80 

 学界では環境保護団体の原告適格に反対しなかったものの、一方、環境保護団体の訴訟

提起に警戒を示し、その範囲を限定しようとする意見も圧倒的に多い。中国の環境保護団

体は業務主管機関と登記機関の二重管理を受けているため、その範囲をさらに狭めると、

環境公益訴訟を提起できる団体は極限られることになると推測することができる。当局は

繰り返して、環境保護団体の訴訟濫用に言及したものの、訴訟濫用の定義を示さなかった。

実際に、環境公益訴訟は膨大なコストを伴い、その訴訟利益も原告に帰属しないため、環

境保護団体はたくさんの訴訟を提起するとは考えられない。まして、訴訟を濫用するとは

到底考えられない。訴訟濫用は学界が環境保護団体の範囲を狭める口実に過ぎないと考え

られる。 

  

第 3 節 環境公益訴訟の制度的な特徴 

環境公益訴訟に関する条文とそれをめぐる学説に対する考察から中国の環境公益訴訟は

次のような特徴を持っていることが分かる。 

 まず、環境公益訴訟は普通の民事訴訟ではないことである。 

中国の環境公益訴訟は民事訴訟として位置づけられているものの、実際に具体的な被害

者がいない。環境公益訴訟は個人の人身的または財産的な利益の救済ではなく、専ら環境

公共利益、即ち環境損害の回復を目的とし、具体的には、環境汚染と破壊があった場合の

環境修復費用を汚染者側に負担させることが主な目的である。その最大の特徴は原告と訴

訟請求の間に直接な利害関係がないことである。これも伝統的な私益訴訟の限界を克服し

て、環境汚染から直接被害を受けない環境保護団体なども訴訟を提起することができるよ

うに、新たな環境公益訴訟制度を創設した所以である。 

実際には環境保護行政機関も検察機関も原告となっているため、平等な民事主体間の民

事訴訟とは性質が異なると言わざるを得ない。本質においては非民事訴訟、もしくは環境

                                                                                                                                                     

を参照。 
77 傅賢国「論我国環境公益民事訴訟的原告範囲」北京政法職業学院学報 2013年 3期 34頁

を参照。 
78 張玉来「論環境民事公益訴訟激励機制的構建---兼評『民事訴訟法』第 55条」法制与社

会 2013年 8期 85頁を参照。 
79 訴訟濫用の定義を明示しなかった。それがただ環境保護団体の範囲を狭めるための口実

に過ぎないと思われる。 
80 陳泉生＝秘明傑「環境公益代表之環保組織運行体制研究」中国社会科学院研究生院学報

2015 年 1 期 98 頁を参照。 
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行政に近いものであると言えるかもしれない。「環境民事公益訴訟の制度設計は表向けには

民事訴訟手続きを習っているものの、その中核においては行政法執行手続きである。環境

保護団体は通報者の役割を果たし、事件を司法機関に回すだけである。司法機関は全体的

な手続きを推進し、被告を尋問し、環境修復について行政機関の指導を受けることとなっ

ている」81と指摘されている。 

次に、公共利益の重視と私益の軽視である。 

 実は環境公共利益と私益の線引きがあいまいであると言わざるを得ない。個人の利益を

まったく含まない環境公共利益または公共的利益をまったく含まない環境私益は観念しに

くいと言わざるをえない。これまでの立法者と学者の解説では、環境公共利益は個人の利

益と平行線のような関係をなしていると説明し、環境公益訴訟は私人による民亊訴訟とは

まったく異なると主張している。はたして、そんな個人の利益と無縁な純粋な環境公共利

益が存在するのだろうか。それに関する議論が見当たらなかった。個人は民亊訴訟でどこ

まで環境利益を主張できるかについて立法者も学者も触れていない。いずれも極短絡的に

伝統的な民亊訴訟では個人は環境公共利益を主張できないと言い張っている。こうした解

説に立脚すると、個人は民亊訴訟では環境公共利益を主張できなくなる。同時に、個人は

環境公益訴訟の原告から排除され、環境公益訴訟を提起する権利は検察機関、環境保護行

政機関と環境保護団体に独占されている。結局、個人は完全に環境公共利益への取り組み

から締め出され、反射的にしか権力機関の作りだした環境公共利益を享受することができ

ない。環境公益訴訟は私人による環境訴訟をさせない代わりに権力機関が自ら環境公共利

益の代弁者として環境公共利益の擁護を独占しようとするために用意した道具であるイメ

ージが拭えない。個人が環境保護に関与するのを遮断しようとする意図が透けて見える。 

 試案には、検察機関が行政機関を相手に行政公益訴訟を提起することができる。すなわ

ち、行政機関の権力濫用や不作為が環境汚染や環境破壊をもたらす要因であることは既に

当局に認識されていた。しかし、行政公益訴訟に関する法律が整備されず、原告が検察機

関に限られている。当局は本気に環境保護行政機関に矛先を向かわせない思惑が見て取れ

る。  

更に、環境公益訴訟に不法行為責任法が適用されることである。 

環境公益訴訟には具体的な被害者がいないにもかかわらず、環境損害を引き起こしたも

のは不法行為責任法に基づいて不法行為責任を負わなければならないとされている。なぜ

被告に不法行為責任を負わせることができるかについては、立法者も学者も十分に説明し

ていない。 

 

 

 

 

                                                   
81 謝玲・前掲注（72）56 页。 
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第 2 章 環境公益訴訟の形成史 

 時間的には公益訴訟制度の形成を大雑把に模索段階と法整備の段階に分けることができ

る。 

第 1 節 模索段階 

 2012 年民事訴訟法の改正によって環境公益訴訟ははじめて条文化された。そのため模索

段階は民事訴訟法の改正が行なわれた 2012 年 8 月 31 日までとする。 

1 国務院の政策 

2005 年 12 月 3 日に、国務院は「国務院が科学発展観を着実にし、環境保護の強化に関

する決定」82を打ち出した。その 27 条において「社会団体の役割を果たし、各種の環境法

違反行為の摘発と告発を励まし、環境公益訴訟を推進する」と環境公益訴訟に言及した。

其の中で環境公益訴訟の定義は明確にされていない。これが環境公益訴訟の議論が盛んに

なったきっかけである。2011 年 12 月 15 日に、国務院は「国家環境保護十二次五カ年計画

の発行と配布に関する通知」83を公布し、その中に「環境公益訴訟を支持する」と明言した。 

2 立法提案 

2005 年に全国政治協商会議委員会の委員である梁従誡氏は全国政治協商会議第十期三回

会議において「できるだけ速く環境保護公益訴訟を創設、健全化することに関する提案」84

（全国政治協商会議十期三回会議提案 2005 年 1223 号。以下は提案①という）を提出した。

其の中で環境公益訴訟を「所謂環境公益訴訟はすべての公民、社会団体、国家機関が社会

公共利益のために、自らの名において国家司法機関に提起する訴訟である」と定義した。

梁氏は汚染者の汚染コストが低く、法遵守コストが高い現象を指摘した上で、汚染者の環

境破壊責任をもっと厳しくするために、環境保護行政機関や環境保護団体などによる環境

公益訴訟の提起も必要であると主張した。さらに、訴訟請求について環境汚染と生態破壊

の差止めと損害賠償を認めるべきだとした。特に国と公共利益に対する損害は計算しにく

く、法律上と技術的には障害があるものの、それを認めるべきだという意見を示した。し

かし、梁氏は国と公共利益に対する損害はどのような法律上の障害があるかは詳しく説明

しなかった。ただ、環境保護行政機関や環境保護団体など幅広い主体は環境公益訴訟を通

じて汚染者の環境汚染責任を厳しく追究することによってその汚染コストを高める意図が

あることが明らかである。 

2006年に環境法学者の呂忠梅を代表とする 30人あまりの全人代代表は 2006年 691号提

案「我が国で環境公益訴訟制度を創設することに関する建議案」85（以下は提案②という）

                                                   
82 国務院「科学的発展観を着実にし、環境保護を強化する決定」(国発[2005]39 号)2005 年

12 月 3 日。 
83 国務院「国家環境保護十二次五カ年計画の発行と配布に関する通知」(国発[2011]42

号)2011 年 12 月 15 日。 
84 梁従誡「関於尽快建立健全環保公益訴訟法的提案」別濤主編『環境公益訴訟』(法律出版

社、2007 年)455～457 頁。 
85 呂忠梅「関於在我国建立環境公益訴訟制度的建議案」別濤主編『環境公益訴訟』(法律出
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を提出した。其の中で、環境公益訴訟制度を「特定の国家機関、関係団体と個人は関係民

事主体または行政機関の環境公共利益を破壊する行為に対して、訴訟を提起し、行為者の

法的責任を追究する制度である」86と定義した。提案では環境公益訴訟の目的は環境公共利

益の擁護にあり、原告は直接な被害を受けなくても訴訟を提起することができるようにそ

の原告適格を拡張すべきであると主張している。また、環境公益訴訟には汚染者を相手と

する環境民事公益訴訟と行政機関を相手とする環境行政公益訴訟を含むとしている。更に

環境にのみ損害が発生した場合、原告は環境に対する侵害停止と原状回復を求めることが

できる。同時に人に損害が発生した場合、原告は環境保護法 41 条87にもとづいて危険除去

と損害賠償を求めることができると主張している。提案②は環境公益訴訟の機能について

も言及した。「環境公益訴訟制度は環境保護における大衆参加を励まし、資源節約型、環境

友好型社会の必要的な保障であり、我国の民主政治を推進しつつあることの現れでもある」

と強調した。提案②には三つのポイントがあると考えられる。一つ目は環境公益訴訟を民

主政治の現れであると捉えていることである。二つ目は行政機関を相手とする環境行政公

益訴訟も含むことである。しかし、提案②は提出された後、汚染者を相手とする環境民事

公益訴訟の法整備がされたものの、行政機関を相手とする訴訟の法整備は進まなかった。

三つ目は環境公益訴訟には原状回復や損害賠償を構想していることである。環境に対する

損害も環境保護法 41 条にいう損害に当たり、すなわち、環境に対する損害と人に対する損

害を区別なく現行法上の損害にあたると主張していることである。 

2012 年 3 月に、全国政治協商会議第十一期五回の会議において、九三学社88は 0009号提

案、即ち「できるだけ速く環境公益訴訟制度を創設することに関する提案」89（以下は提案

③という）を提出した。その中で、九三学社は近年中国における環境汚染事件の多発を取

り上げ、企業の環境汚染コストの低さを強調した。即ち、汚染事故が発生した後、政府は

被害者支援と水質、土壌の汚染処理及び村の立ち退きなどに当たり、その費用を全額負担

するのがほとんどである。企業に対する過料は汚染処理費用と比べ物にならないほど少な

い。例えば、2005 年 11 月に中国石油大手のシノペックの爆発事故で汚染物質が松花江に

流入し、深刻な水汚染を引き起こした事件で、国家は汚染処理のために 78.4 億元を投入し

たが、汚染者である石油会社は環境保護部門に僅か 100 万元の過料と 500 万元の寄付金し

                                                                                                                                                     

版社、2007 年)449 頁～454 頁。 
86 この定義から、当初は環境民事公益訴訟と環境行政公益訴訟が予定されていたが、しか

し、その後の立法は専ら環境民事公益訴訟に関するものであり、環境行政公益訴訟に関す

る立法が進まなかった。試験的に運用されたのも環境民事公益訴訟だけであった。 
87 改正前の環境保護法 41 条「環境汚染の危害を引き起こした者は危険排除、直接に損害を

受けた単位と個人の損害を賠償する責任を負う」と規定している。 
88 九三学社とは科学技術領域の中レベルとハイレベルの知識人を支持基盤とする中国の政

治参加政党の一つである。詳しいことは九三学社中央委員会のホームページの

http://www.93.gov.cn/を参照ください。 

89 九三学者中央「0009 号関於尽快建立環境公益訴訟制度的提案」

http://cppcc.people.com.cn/GB/34961/238520/240646/17385799.html 

http://www.93.gov.cn/
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か払わなかった。それを理由に環境公益訴訟を創設するのは焦眉の急であると主張した。

環境公益訴訟は環境公共利益が侵害されまたは侵害される恐れがある場合、法律に定めら

れる特定の機関、社会団体、公民、法人などは環境保護と改善のために、行為者に環境損

害行為の差止めと公益の損失の賠償を求める訴訟であると定義された。さらに環境公益訴

訟の機能について環境公益訴訟は政府と民衆が環境問題に関するコミュニケーションを図

るルートであり、環境問題により政府が直面する諸々の衝突を軽減することができると強

調した。提案③は汚染者の環境汚染コストの低さを強く意識しながら、それを公益の損失

の賠償という形で汚染者に負担させようとしている。また、環境公益訴訟は社会衝突を軽

減する機能があることを強調している。 

2013 年 3 月に、全国政治協商会議第十二期一回の会議において九三学社は提案③に続い

て環境公益訴訟の創設に関する提案（以下は提案④という）を提出した。その中で「環境

公益訴訟制度を創設し、公益訴訟組織の育成に力を入れ、市民が環境公益訴訟組織を通じ

て組織的に利益を訴えるように導かなければならない」90と主張した。この提案では環境公

益訴訟を市民の組織的に環境利益を主張する手段であると強調した。 

上記の提案はいずれも個人を含む幅広い主体に原告適格を認めようとしている。同時に

環境保護行政機関を被告とする行政公益訴訟も提案されている。環境汚染処理費用を汚染

者に負担させること、つまり環境汚染コストの内部化を制度創設の理由の一つとされてい

る。提案④では環境公益訴訟を市民が組織的に環境利益を訴えるための手段と捉えている。

環境公益訴訟を通じて市民の環境問題に対する不満を軽減または解消する狙いがある。 

3 最高人民法院の通達 

 2010 年 5 月 31 日に、最高人民法院は国家環境保護部と共同で「水資源司法保護工作座

談会紀要」を作成し、その中で「環境公益訴訟を力強く推進する」と宣言した。 

2010 年 6 月 29 日に最高人民法院は「経済発展方式の転換を加速するために、司法によ

る保障とサービスを提供することに関する若干意見」91を公布した。その 13 条において、

「法により、環境保護行政機関が国家を代表して提起した環境汚染損害賠償事件を受理す

る」との指針を打ち出し、環境保護行政機関による環境公益訴訟を認めるものである。 

4 各省の規定 

上記の動向を受けて、各省では積極的に環境公益訴訟に関する規定を相次いで打ち出し

た。その代表的なものとして、貴州省、雲南省、江蘇省と海南省の規定を取り上げる。近

年、これらの省で環境公益訴訟を積極的に推進するとして全国的な注目を浴びている。特

に貴州省と江蘇省ではそれぞれ環境保護の「貴陽モデル」92と「無錫モデル」93を形成した

                                                   
90 「九三学社中央呼吁建立環境公益訴訟制度」法制日報 2013 年 03 月 13 日。

http://www.legaldaily.com.cn/executive/content/2013-03/13/content_4270028.htm。 
91 最高人民法院「経済発展方式の転換を加速するために、司法による保障とサービスを提

供することに関する若干意見」(法発[2010]18 号)。 
92 呉其亮「環境司法保護的貴陽模式」決策 2014 年 10 期 58～59 頁を参照。貴陽モデルの

中身は必ずしも明確ではないものの、文章では貴陽市が早い段階で環境法廷を設置し、環

http://www.legaldaily.com.cn/executive/content/2013-03/13/content_4270028.htm


33 

 

と言われている。 

2011 年 7 月 29 日に、海南省高級人民法院は「環境資源民事公益訴訟の試験的運用に関

する実施意見」94を公布した。同意見は環境資源民事公益訴訟(以下は環境公益訴訟と略称

する)を、関係国家機関、社会組織または個人が法律法規の規定に従い、環境汚染破壊を引

き起こした者を相手に提起する訴訟であると定義している。具体的に検察機関、行政機関、

環境保護団体と個人に原告適格を広く認めている。環境公益訴訟の訴訟利益は国家所有に

属し、財政に納めるとされている。環境公益訴訟の訴訟利益は原告に帰属しないことにな

る。2011 年 9 月 13 日に海南省高級人民法院と海南省財政庁は共同で「海南省省クラスの

環境公益訴訟資金管理暫定方法」を制定した。其の中で被告が判決で支払いを命じられた

環境損害賠償金は省クラスの財政収入に入れることを定めている。即ち環境公益訴訟の訴

訟請求には環境損害賠償を予定している。   

これは海南省高級人民法院の制定した内部規定であり、その拠った立つ法的根拠を明確

に示さず、法律上如何なる効力があるかは明確ではない。当該意見が公布された後、2012

年 6 月に海南東寨港国家級自然保護区管理局は鴨の養殖を営む農民個人を相手に環境公益

訴訟を提起した。海南省初の環境公益訴訟事件とされる本件は調停に終わった。 

 2010 年 11 月 1 日に、昆明市中級人民法院と昆明市検察院は共同で「環境民事公益訴訟

事件の扱いにおける若干問題に関する意見」を公布し、人民検察院、環境機関、環境保護

団体の原告適格を規定している。同時に市民や法人などを環境公益訴訟に導く目的で市民

や法人などの摘発、告発権利を規定している。環境公益訴訟の原告が勝訴した場合、被告

の負担する環境修復費用と損害賠償金を昆明市環境公益訴訟救済資金専用口座に支払うこ

とを規定している。当該規定も環境汚染コストの内部化を図る目的で制定されたのが明ら

かである。 

 2011 年 2 月 28 日に、雲南省玉渓市中級人民法院と市検察院は共同で「環境資源民事公

益訴訟事件の扱いにおける若干問題に関する意見(試行)」（2011 年 3 月 1 日から施行）を公

布した。その中で検察機関、環境保護行政機関と環境保護団体の原告適格を規定している。

また挙証責任についても規定している。原告は被告の侵害行為、損害の事実、損害の結果

などを証明しなければならない。一方、被告は免責事由または責任軽減事由および行為と

損害の間の因果関係の不存在を証明しなければならない。さらに、30 条は「訴訟請求には

                                                                                                                                                     

境保護団体の原告適格を認め、しかも、訴訟を提起する前に原告が環境汚染と破壊行為の

差止めを申し立てることができることなどを貴陽モデルの特徴として挙げている。 
93 趙正輝＝陳堅「環保審判『無錫模式』示范全国」江蘇法制報 2015 年 6 月 5 日 A01。無

錫モデルの特徴として、早い段階での環境法廷の設置、汚染者に環境修復を命じること、

環境保護団体の原告適格を認めることおよび人民法院の事前介入などを挙げている。人民

法院の事前介入というのは即ち環境保護行政機関が環境法違反行為を取り締まり始める時

に違法者に対する強制措置を取ることを人民法院に申請することができるということであ

る。 
94 海南省高級人民法院「関於開展環境資源民事公益訴訟試点的実施意見」(2011 年 7 月 29

日公布) http://www.hicourt.gov.cn/spgc/details/gyss20110815.htm。 

http://www.hicourt.gov.cn/spgc/details/gyss20110815.htm
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公民、法人そのほかの組織に帰属する訴訟利益が含まれている場合、環境資源民事公益訴

訟の範囲内には入らず、明確な権利者は別途民事私益訴訟を提起し解決を図るべきである」

と規定している。つまり環境公益訴訟の訴訟利益は原告に帰属しないことになっている。

原告の挙証責任とされる損害事実や損害結果などは環境そのものに対する侵害を指し、環

境公益訴訟では環境損害の回復を目的としていることが明らかである。 

 2010 年 1 月 8 日に貴州省十一回人民代表大会常務委員会十二回会議において「貴陽市が

生態文明建設を促進する条例」が批准され、2010 年 3 月 1 日から施行した。同条例も検察

機関、行政機関と環境保護団体の原告適格を認めた。さらに、環境公共利益を侵害する行

政機関の行政処分に対して検察機関と環境保護団体は行政公益訴訟を提起することができ

ると定められた。 

 それに続き、貴陽市中級人民法院と清鎮市人民法院は共同で「環境公益訴訟を強力に推

進し、生態文明建設を促進することに関する実施意見」を制定し公布した。同意見によれ

ば環境民事公益訴訟において無過失責任の原則が適用される。原告は被告の加害行為、損

害結果について挙証責任を負い、被告は法律の規定する免責事由及びその行為と損害結果

の間の因果関係の不存在について挙証責任を負う。必要があると認めるときは、人民法院

は職権で関係証拠を収集することができる。 

  2008 年に江蘇省無錫市中級人民法院と無錫市人民検察院は共同で「環境民事公益訴訟事

件の審理に関する試行規定」を公布した95。 

 2010 年 5 月 25 日に、嘉興市検察院と嘉興市環境保護局は共同で「環境保護公益訴訟に

関する若干意見」を制定し、公布した。その中で検察機関の原告適格を認めた。 

 上記の地域をはじめ、環境公益訴訟に関する規定を打ち出した地方を次の表 2 に纏める

ことができる。 

        

環境公益訴訟に関する地方の規定一覧  表 196  

地方       文書の名称 制定機関 公布時 

 

 

 

 

貴陽市 

関於環境保護法廷案件受理範囲的規定 貴陽市中級人民

法院 

2007 年 11

月 

貴陽市促進生態文明建設条例(23 条) 貴陽市人民代表

大会 

2010 年 3

月 

関於大力推進環境公益訴訟、促進生態文明

建設的実施意見 

貴陽市中級人民

法院、清鎮市人

民法院 

2010 年 3

月 

                                                   
95 「無錫出台環境公益訴訟規定」法律信息網 2008 年 11 月 21 日

http://service.law-star.com/cacnew/200811/210026634.htm。(最終訪問日：2015 年 3 月 15

日) 
96 別智「環保組織：環境公益訴訟的主力軍」環境経済 2012 年 108 期 30 頁。 

http://service.law-star.com/cacnew/200811/210026634.htm。(最終訪問日：2015


35 

 

貴陽市建設生態文明城市条例 貴陽市人民代表

大会 

2013 年 4

月 

 

 

 

無錫市 

関於弁理環境民事公益訴訟案件的試行規

定 

無錫市中級人民

法院、無錫市人

民検察院 

2008 年 9

月 

 

関於在環境民事公益訴訟中具有環境行政

職能的部門向検察機関提供証拠的意見 

無錫市中級人民

法院、無錫市人

民検察院、無錫

市法制弁公室 

2008 年 12

月 

 

 

 

 

昆明市 

 

 

関於建立環境保護執法協調機制的実施意

見 

昆明市中級人民

法院、昆明市人

民検察院、昆明

市公安局、昆明

市環境保護局 

2008 年 11

月 

環境公益訴訟救済専項資金管理暫行法 昆明市政府 2010 年 10

月 

関於弁理環境民事公益訴訟案件若干問題

的意見 

昆明市中級人民

法院 

2010 年 11

月 

 雲南省 全省法院環境保護審判建設及環境保護案

件審理工作座談会紀要 

雲南省高級人民

法院 

2009 年５

月 

 

 

青島市城陽

区 

 

関於建立環保執法協調連動工作機制的実

施意見 

青島市城陽区人

民法院、青島市

城陽区人民検察

院、青島市城陽

区環境保護分局 

2010 年 4

月 

 

嘉興市 

 

関於環境保護公益訴訟的若干意見 

嘉興市人民検察

院、嘉興市環境

保護局 

2010 年 5

月 

 

湖州市 

 

関於建立環境保護公益訴訟制度的若干意

見 

湖州市中級人民

法院、湖州市人

民検察院 

2010 年 8

月 

 

浙江省 

関於積極運用民事、行政検察職能加強環境

保護的意見 

浙江省人民検察

院、浙江省環境

保護庁 

2010 年 8

月 

 

玉渓市 

関於弁理環境資源民事公益訴訟案件若干

問題的意見 

玉渓市中級人民

法院、玉渓市人

2011 年 2

月 
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民検察院 

 

海南省 

 

海南省環境公益訴訟資金管理暫行弁法 

海南省高級人民

法院、海南省財

政庁 

2011 年 9

月 

 

 

 

重慶市 

 

 

関於試点集中弁理環境保護案件的意見 

重慶市高級人民

法院、重慶市検

察院、重慶市公

安局、重慶市環

境保護局 

2011 年 11

月 

関於試点設立専門審判廷集中審理刑事、民

事、行政環境保護案件的意見 

重慶市高級人民

法院 

2011 年 11

月 

江蘇省 関於在我省部分法院開展環境保護案件集

中審判試点工作的通知 

江蘇省高級人民

法院 

2012 年 4

月 

 

江西省上饒

市信州区 

 

関於共同開展環境公益訴訟活動的協作意

見 

江西省上饒市信

州区検察院、江

西省上饒市信州

区環保局 

2010 年 6

月 

福建省泰寧

県 

関於弁理生態環境民事公益訴訟案件若干

問題的意見(試行) 

福建省泰寧県法

院、福建省泰寧

県検察院 

2011 年 4

月 

 

これらの地方は環境公益訴訟に関する法律が欠如する中、自ら環境公益訴訟に関する規

定の制定に乗り出した。地方の人民法院はほとんど地方規定の制定に関与し、実質的には

準立法機関の役割を果たしたと言える。地方規定の中身からみれば、行政機関、検察機関、

環境保護団体、個人の原告適格は広く認められている。環境公益訴訟における当事者の挙

証責任や被告が負うとされる責任はいずれも不法行為責任法を準用する形となっている。 

5 学界の議論 

 上記の動きと相まって、学界では環境公益訴訟をめぐる立法論と解釈論の展開を見せて

いる。立法論は主に環境公益訴訟の必要性、原告適格などに集中している。特に民事訴訟

法の改正による環境公益訴訟の導入は強く訴えられている。模索段階においては地方の人

民法院はいくつかの環境公益訴訟と呼ばれる事件を受理し判決を下した。それに対して学

界はほとんど賛成の意見を示して更なる法改正による再確認を呼びかけている97。 

一方、学界では当時の既存法律に基づき、解釈論としての環境公益訴訟が登場した。「現

行法には環境公益訴訟に関する明確な規定がないものの、環境公益訴訟や環境公益訴訟の

                                                   
97 別智＝別濤「環境公益訴訟進展概述」環境保護 2009 年 02 期 25 頁参照。 
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要素を内包する法律規定がある。例えば、環境保護法 6 条に規定する『すべての単位と個

人は環境保護の義務があり、環境を汚染、破壊する単位と個人を告発する権利がある』を

環境公益訴訟を提起することができると解釈することができる」98と主張している。他に大

気汚染防治法 5 条「すべての単位と個人が大気環境を守る義務があり、大気環境を汚染す

る単位と個人に対して告発する権利がある」や、固体廃物汚染環境防治法９条「すべての

単位と個人は環境を守る義務があり、固体廃棄物による環境汚染を引き起こした単位と個

人に対して告発する権利がある」などにおける「告発する権利」を「訴訟を提起する権利

がある」と解釈しようとする意見がある。即ち「現行法における環境損害に対する単位と

個人の告発権は環境公益訴訟を提起する権利の源である」99との主張がなされている。これ

らの主張は環境公益訴訟の原告適格を広く認めさせるために提示した論理である。 

たとえ既存の法律を解釈することによって原告適格が広く認められるとしても、原告は

いかなる実体法に基づいて如何なる訴訟請求を提起するかについてはまったく触れていな

い。実際に模索段階において裁判官がこうした解釈論を使い、行政機関や環境保護団体な

どの原告適格を認めた事件があった。同時にその実体法として不法行為責任法を適用した。 

それらの事件の原告及び被告の命じられた責任は地方の規定と一致している。各地方の人

民法院は地方規定の制定に関与したことを考えれば、裁判官は実質に地方規定に基づいて

結論を下し、学者の提示した解釈論で判決の正当化を試みたと拝察することができる。 

一方、地方規定による環境公益訴訟の模索に対して、批判意見も出されている。そうし

た批判意見は主に地方規定の効力や制定機関の権限がないことに集中している。具体的に

は環境公益訴訟に関する地方の人民法院や検察院と行政機関の内部文書に対して「立法法

と関係法律によれば、我が国では最高人民法院と最高人民検察院は法定の司法解釈権を持

ち、地方各級の司法機関は規範的文書を以って法律解釈を作る権限がない。最高人民法院

と最高人民検察院は法律に不明がある場合にのみ司法解釈を作ることができる。法律に明

確な規定がある場合、最高人民法院と最高人民検察院は法律と相反する解釈を作る権限が

ない。況して地方の人民法院と検察院は民事訴訟法を解釈する権限がなく、民事訴訟法に

明らかに違反する規定を作る権限がない」と指摘しながら、「憲法的な視点から見れば、地

方検察機関と地方環境保護行政機関が共同で環境公益訴訟に関する文書を制定することは

憲法上の妥当性がない」100と批判している。 

 また、貴陽モデルに対して次のような批判もなされている。「貴陽市の環境法廷は行政機

                                                   
98 蔡守秋「論環境公益訴訟的幾個問題」昆明理工大学学報 2009 年 9 期 2 頁。環境保護法 6

条に対する同じ解釈を主張している者がほかにもいる。例えば万鄂湘「建立環境公益訴訟

制度推進生態文明建設」中国審判 2009 年 04 期 05 頁。別智＝別濤「環境公益訴訟進展概述」

環境保護 2009 年 02 期 25 頁。 
99 徐祥民＝紀暁昕「現行司法制度下法院受理環境公益訴訟的権能」中国海洋大学学報 2009

年 5 期 27～28 頁参照。 
100 孫洪坤『検察機関参与環境公益訴訟的程序研究』(法律出版社、2013 年 12 月)288～289

頁を参照。なお、文脈から見れば作者が言っている解釈とは具体的な訴訟事件における法

律の解釈ではなく、規律文書を以って法律を解釈することである。 
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関と共同で環境保護に対する予見的な分析を行い、積極的に環境訴訟事件を開拓すること

は明らかに人民法院の権限を越え、司法の中立や不告不理の司法原則に違反することにな

る」と指摘した上で、「人民法院の開拓した環境公益訴訟事件はほとんど原告の勝訴に終わ

ると推測できる。完全に政府の主導によって推進された環境公益訴訟は被告に新たな不公

平をもたらす」と批判した101。 

 批判は見事に模索段階の環境公益訴訟における人民法院の役割を言い当てたものだと考

えられる。人民法院は準立法機関として検察機関、行政機関と連携して地方の規定の制定

に携わってきた。同時に、人民法院は検察機関や行政機関などが提起する環境公益訴訟の

審理を行う。こうした場合、人民法院を中立的な裁判機関ではなくなり、検察機関と行政

機関と一体化しているものと見るほうがより適切だと思われる。 

 

第 2 節 法整備段階 

 正式的に環境公益訴訟制度を創設したのは次のような法改正と司法解釈の制定である。

次は法改正過程における議論を踏まえながら環境公益訴訟のいくつかの特徴を浮き彫りに

する。 

1 民亊訴訟法改正 

2010年 12月 17日に全人代常務委員会法制工作委員会民法室は民事訴訟法の改正につい

て座談会を開き、専ら民事公益訴訟に関する議論を行なった。最高人民法院、最高人民検

察院、環境保護部、国家海洋局、国有資産監督管理委員会、中国消費者協会などの部門の

代表者は出席し、意見を述べた。座談会で次の四つのことについて共通認識を達成した。

一つ目は民事訴訟法の改正で原則的に公益訴訟制度を導入し、主に原告適格と環境公益訴

訟の範囲について規定を置くことである。二つ目は検察機関と行政機関は公益訴訟を提起

する原告適格を有することである。三つ目は公益訴訟制度の範囲については具体的な項目

を列記しながら概略を示す規定を置くことである。四つ目は公益訴訟制度に関するほかの

問題に関して最高人民法院は先に司法解釈またはそのほかの指導文書を以って規律し、実

践と理論的な条件が成就したら更なる改善を図るとしていることである。座談会で社会団

体や個人の原告適格を認めるべきかどうかについて意見が分かれている。賛成意見による

と、環境公益訴訟は公益の擁護を目的とする以上、社会団体や個人の原告適格も認めるべ

きであると考えられている。一方反対意見は、社会団体や個人の原告適格を認めると訴訟

の濫用に繋がりかねないと懸念している。 

座談会の議論を踏まえて、民事訴訟法の改正案第一稿は下記の表 2 のように公益訴訟に

関する規定を置いた。原告を行政機関と検察院の原告適格に限定したのは国家機関の職権

と優勢の発揮と訴訟濫用の防止のためであるとされている。 

2011 年 5 月 13 日、全人代常務委員会法制工作委員会の責任者は最高人民法院で意見聴

                                                   
101 陶蕾「我国環境公益訴訟制度進程及其展望」中国環境法治 2013 年巻（上）106~107 頁

を参照。 
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取のため座談会を開いた。座談会で公益訴訟について二つの考えを示した。一つ目は公益

訴訟事件の範囲を環境汚染と消費者権益保護に限定することである。二つ目は公益訴訟の

原告を国家機関と関係社会組織に限定することである。同時に個人が他人に利用されるこ

とを防ぐために個人の原告適格を断固として認めない考えを示した。 

2011 年 5 月 23 日に、最高人民法院は海口市で民事訴訟法改正に関する座談会を開いた。

座談会で公益訴訟の条文数、位置づけ、公益訴訟の範囲と当事者の範囲をめぐっていろい

ろな意見が述べられた。その意見を踏まえて下記の表 2 のように民事訴訟法改正案の第 2

稿は提出された。これは主に公益訴訟の原告適格と訴訟の範囲だけを規定するものであり、

訴訟手続きなどに関する後続の詳しい規定は最高人民法院による指導意見または司法解釈

に委ねることとした。第二稿に対する審議で、環境保護団体による訴訟濫用と悪意訴訟を

防ぐために、環境保護団体を選定、コントロールする必要がある102として、それに対する

更なる修正が行なわれた。結局、全人代常務委員会は現行法 55 条を採用した。 

   

          民事訴訟法改正草案の内容 表 2 

民事訴訟法改

正案 

      民事公益訴訟に関する条文の内容 

 

 

 

第一稿 

環境汚染、資源破壊、国有資産の侵害、不特定消費者集団の利益など公共

利益を侵害する行為に対して、関係行政機関、人民検察院は訴訟を提起し、

加害者の民事責任を追及することができる。社会団体、その他の法人や公

民が書面で関係行政機関、人民検察院に訴訟提起を申請したにもかかわら

ず、関係行政機関、人民検察院は六十日間以内に訴訟を提起しなかった場

合、申請人は自ら訴訟を提起することができる 

  

第二稿 

環境汚染、不特定多数の消費者の合法的権益を侵害する行為に対して、関

係国家機関、法により成立した環境又は消費者の合法的な権益を保護する

団体は国家利益、社会公共利益を守るために訴訟を提起し、侵害者の民事

責任を追及することができる 

  

第三稿 

環境汚染、多数の消費者の合法的権益の侵害など社会公共利益を損害する

行為に対して、法律の規定する機関と関係組織が人民法院に訴訟を提起す

ることができる 

 

2 環境保護法改正 

環境保護法の改正案は全人代常務委員会で四回に亘り審議された。 

2012 年 8 月には環境保護法改正案の初回審議において環境民事公益訴訟制度を規定しな

かった。初回の審議が終わった後、改正案についてのパブリックコメントを行なった結果、

9752 名のネットユーザから 11748 件のコメントが寄せられた。その中に民事訴訟法 55 条

                                                   
102 王勝明・前掲注(33) 114 頁参照。 



40 

 

に規定する原告を更に具体化する必要があるとの意見が数多く出された。 

そのため、2013 年 6 月に改正案に対する二回目の審議において、表 3 のように環境公益

訴訟に関する 36 条を設けた。同条は環境公益訴訟の原告適格を中華環境保護連合会にしか

付与しなかった。その後、改正案を公開してパブリックコメントを行なった結果、822 人か

ら 2434 件のコメントが寄せられた。そのうち、中華環境保護連合会による環境公益訴訟の

独占に対して多くの批判意見が殺到した。 

それを受けて 2013 年 10 月に改正案に対する三回目の審議において原告を拡大する方向

で 53 条を設けた。それに対してさらに原告を拡大すべきだとの意見が寄せられた。 

2014 年 4 月に改正案に対する四回目の審議が行なわれ、現行法の 58 条が採択された。

四回目の審議が行なわれる前に全人代常務委員会法律委員会103は民政部を訪ね、環境保護

団体の状況を調べた。それを把握した上で環境保護部と議論を行なった結果、原告適格を

有する環境保護団体を区を設置した市クラス以上の人民政府の民政部門に登記した関係社

会団体に拡大することを決めた。 

          環境保護法改正草案の内容 表 3 

環境保護法改正

案の審議 

環境公益訴訟に関する規定 

一回目 

（2012 年 8 月） 

                なし  

二回目 

(2013 年 6 月) 

36 条「環境汚染、生態破壊、社会公共利益を損害する行為に対して、

中華環境保護連合会及び各省、自治区、直轄市に設立された環境保護

連合会は人民法院に提起することができる」 

三回目 

（ 2013 年 10

月） 

53 条「環境汚染、生態破壊、社会公共利益を損害する行為に対して、

国務院民政部門に登記し、五年以上連続で環境保護公益活動を専業と

し、評判のいい全国的な社会組織は人民法院に訴訟を提起することが

できる」 

四回目 

（2014 年 4 月） 

58 条「環境汚染、生態破壊、社会公共利益を損害する行為に対して、

次に掲げる条件を満たす社会組織が人民法院に訴訟を提起することが

できる。（一）法により区を設置した市クラス以上の人民政府の民政部

門に登録すること。（二）五年以上で環境保護公益活動を専業とし、且

つ違法記録がないこと。前項の規定に符合する社会組織が人民法院に

訴訟を提起する場合、人民法院は法により受理しければならない。訴

                                                   
103 全人代の下に民族委員会、法律委員会、環境と資源保護委員会など九つの専門委員会を

設けている。法律委員会は全人代常務委員会の構成メンバー、関連専門委員会の審議の意

見と各方面の出した意見に基づいて、法律案を統一的に審議し、改正状況の報告あるいは

審議の結果の報告と法律草案の改正原稿を提出し、重要な異議について総括報告あるいは

審議の結果の報告の中で説明する役割を担っている。 
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訟を提起する社会組織は訴訟を通じて経済利益を図ってはいけない」 

 

3 最高人民法院の通達 

2014 年 6 月 24 日に、最高人民法院は「全面的に環境資源裁判工作を強化し、生態文明

建設を推進するために強力な司法保障を提供することに関する意見」を公布した。その四

章において「環境民事公益訴訟を大いに推進する」と規定した。その 14 条は「法によって

環境民事公益訴訟の責任方式と賠償範囲を確定する。人民法院は環境公益訴訟の審理にお

いて、原告の請求に従い、侵害停止、妨害排除、危険除去、財産返還、原状回復、損害賠

償を命じることができる。環境公益訴訟の賠償範囲およびそれと私益訴訟の賠償範囲の関

係を探索し研究する。環境公益訴訟の原告は被告に損害発生の防止又は環境回復のために

発生した費用や、破壊された自然資源など生態環境にもたらした損失や合理的な弁護士費

用、調査取調べ費用、鑑定費、アセスメント費用など支出した費用を請求する場合、案件

の審理状況に応じて支持することができる。環境公益訴訟の専用基金の設立を試みる。環

境損害賠償金を専ら環境回復、生態修復、環境公共利益の維持に使う。まだ基金を設立し

ていないところでは、環境資源保護を担当する行政機関、政府財政部門などと協力して、

環境損害賠償金の給付と使用方式を確定することができる」と更に原告の訴訟請求を明確

化した104。 

4 環境公益訴訟に関する司法解釈 

 2014 年 10 月 1 日から 2014 年 11 月 1 日まで最高人民法院は環境公益訴訟に関する司法

解釈について意見聴取を行った。 

  2015 年1月 7日に最高人民法院環境資源法廷の責任者は人民法院報のインタビューで司

法解釈の制定について次のように説明した105。 

 まず、司法解釈の背景について、環境悪化の現実と伝統の私益訴訟としての民事訴訟の

限界が取り上げられている。民事訴訟法と環境保護法の改正による環境公益訴訟の導入は

原則的な内容しか規定しておらず、訴訟提起の条件や管轄、責任類型及び訴訟費用の負担

などには触れていない。環境公益訴訟の順調な展開を図るために審理の手続きを規定する

のが大切である。各地の人民法院、特に江蘇省、福建省、雲南省、海南省、貴州省などの

試験的な運用を踏まえて司法解釈を制定したと述べた。 

 また、環境民事公益訴訟は本質において不法行為訴訟であると指摘された。訴訟は民事

訴訟法の関係規定に従い不法行為の発生地または被告の住所所在地の人民法院の管轄権に

属する。環境損害の鑑定について原告の証明責任を軽減するために裁判官は職権で鑑定を

依頼することができる。鑑定費用は他の環境公益訴訟事件で被告に命じた環境修復費用で

                                                   
104 最高人民法院「全面的に環境資源の審判工作を強化し、生態文明の建設の推進に強力な

司法保障を提供することに関する意見」(法発[2014]11 号)。 
105 羅書臻「規範環境公益案件審理 切実維護環境公共利益」人民法院報 2015 年 1 月 7 日

A04 参照。 
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賄うこともできる。また当事者は専門家の出頭と意見を求めることもできる。生態修復費

用の計算にあたり、環境保護行政機関の意見を参考することなど、原告の挙証責任の軽減

を図る規定を置いている。 

 さらに環境の原状回復は環境公益訴訟の最初の目的であり、被告の法的責任の中で核心

的な地位を占めていると指摘された。被告はまず環境を損害発生前の状態と機能を回復さ

せるべきである。それが出来ない時は代替的な措置を取ることもできる。被告が環境回復

措置を取らない場合裁判官は環境回復費用の負担を被告に命じることができる。環境公益

訴訟は環境公共利益の擁護を目的とするから、人民法院は釈明権の行使、証拠収集と鑑定

の委託、当事者の処分権の制限、判決の執行などを職権で行なうことができると定められ

た。 

 最後に、環境公益訴訟と環境行政との協力を密接にすると述べた。人民法院は環境公益

訴訟を受理して十日間以内に環境保護行政機関に通知すべきである。行政機関の法執行に

より原告の訴訟請求内容が実現されたにもかかわらず、原告は訴えを取り下げない場合、

人民法院は原告の訴訟請求を棄却すべきである。また関係機関との協力を強化するために、

最高人民法院は民政部、環境保護部と共同で「環境民事公益訴訟制度の実施と貫徹に関す

る通知」を発布した。 

 上述の説明から見れば、最高人民法院の司法解釈は民事訴訟法と環境保護法及び不法行

為責任法に基づいて原告の更なる具体化、訴訟手続き、訴訟請求などを詳しく規定するも

のである。また、環境公益訴訟と環境行政の関係について、最高人民法院環境資源法廷の

責任者は環境公益訴訟の訴訟請求が環境行政によって実現される可能性があることを明言

した。要するに環境保護行政機関は環境公益訴訟を環境行政の代替手段として使うことが

できる。 

  

第 3 節 小括 

環境公益訴訟の形成過程について次の特徴があると言える。 

①中央政府の政策は法制度形成の発端となる。 

中央政府の政策に従い、更に下級の政府や、人民法院や検察院などの関係機関は独自に

地方条例か内部文書の制定に乗り出す。その地方条例や関係機関の内部規定の拠って立つ

法的根拠はいずれも明らかではない。「現段階において、環境保護行政機関又は人民検察院

は環境公益訴訟を提起することが明確な法律規定がないものの、関係法律と政策規定を総

合的に分析すれば、国は環境公益訴訟を支持していることが分かる」106と指摘されている。

国の支持が模索段階における環境公益訴訟の運用の原動力となっている。地方の人民法院

や検察機関が制定した内部文書は法的に如何なる効力があるかは不明である。しかし、こ

れらの文書が公布された後、各地で環境公益訴訟が受理され、判決も下されたことから見

れば、内部文書は裁判官に事実上の拘束力を働いたと推測できる。実は内部文書が公布さ

                                                   
106 別濤＝別智「環境公益訴訟破殻而出」中国環境法治 2008 年巻 185 頁。 



43 

 

れた時、環境公益訴訟は法律上の概念ではなく、あくまでも立法論として議論されている

概念に過ぎない。既存の法律には環境公益訴訟に関する規定がないため、最高人民検察院

も「環境公益訴訟制度を創設するためには現行の民事訴訟法と行政訴訟法を改正しなけれ

ばならない」107との意見を示した。にもかかわらず、民事訴訟法などが改正される前に、

裁判官は既に環境公益訴訟を受理し判決を下していた。即ち、中国では法改正がなくても

環境公益訴訟を提起することができる。その後、民事訴訟法 55 条が導入されるのはあくま

でもそれまでに各地方に試験的に運用された環境公益訴訟に対する再確認と原告適格に対

する調整に過ぎない。正に中国法の非制度創設的性格108を見事に体現している。裁判官の

法解釈は地方政府や人民法院などの内部文書によって影響されていることを窺い知ること

ができる。 

 ②権力機関主導の制度創設である。 

 地方では環境公益訴訟に関する文書を作成したのは検察機関や人民法院および行政機関

である。即ち環境公益訴訟は権力側に推進されてきたのである。それらの内部文書では検

察機関や行政機関などの原告適格を認めている。ほとんどの地方規定においても検察院の

環境公益訴訟の原告適格を規定している。そのうち検察院の参加の下で制定したものは少

なくない。検察機関と人民法院は環境公益訴訟の模索段階において主導的な役割を果たし

ていると言ってもいい。実際には人民法院と検察機関、行政機関と共同で環境公益訴訟の

ルールを作る以上、行政機関や検察機関が提起する環境公益訴訟では人民法院は原告の味

方となるのも想像に難しくない。そのため、検察機関と行政機関の提起した環境公益訴訟

では権力側対非権力側の構図を呈している。そうである以上、検察機関と行政機関の参加

した環境公益訴訟では原告は勝訴判決を勝ち取りやすいことを想像できる。公権力側は強

力に環境公益訴訟を推進してきたからには、環境公益訴訟に当局の何らかの狙いがあるに

違いない。また当局の狙いを達成するために環境公益訴訟を道具としている傾向があると

言わざるを得ない。 

③原告は順次縮小されていることである。 

民事訴訟法や環境保護法と環境公益訴訟に関する司法解釈では繰り返して規定されるの

は原告である。誰が原告となるかは当局にとっては最も敏感な問題である。模索段階にお

いて個人などの原告適格も立法提案や地方規定によって認められている。法整備段階に入

ると、個人は完全に原告から姿を消した。個人に原告適格を付与しない理由は個人による

訴訟提起が他人に利用されることを防ぐためであると明言された109。同じく訴訟濫用を防

                                                   
107 最高人民検察院弁公室「関於対『中共中央、国務院関於落実科学発展観進一歩加強環境

保護的決定(草稿)』の修正意見」([2005]高検弁発 123 号)別濤『環境公益訴訟』(法律出版社、

2007 年 5 月)457 頁。 
108 鈴木賢「中国法の非制度創設的性格」法学セミナー(1992 年)452 号 14～15 頁を参照。 
109 他人に利用されるというのは、主に個人の訴訟提起を政治活動に利用されることを指し

ていると考えられる。中国では当事者が多数いる訴訟は政治活動に発展しかねないとして

当局に厳しく警戒されている。特に環境問題に絡む集団型訴訟(中国語では群体性事件とい
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ぐために訴訟を提起できる社会団体も制限されている。全人代の法律委員会は民政部に環

境保護団体の状況を確認した上で環境保護部と共同で適格な環境保護団体の条件を設けた。

立法者は公益訴訟の原告を限定し、常に訴訟提起をコントロールしようとしている意図を

垣間見ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                     

う)はなかなか人民法院に受理されない。そういう訴訟が民主化活動に発展するのを防ぐた

めであると言われている。 
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第 3 章 環境公益訴訟の背景と理念 

 上述のように、環境公益訴訟は主に環境公共利益の擁護を目的としています。従来、環

境公共利益の保護は環境行政に委ねられている。環境行政と別途に環境公益訴訟制度を創

設するのは一体どのような社会的背景があるのか、また、それはどのような理念の下で創

設されたのか、更にそれに対してどのような期待が寄せられているかなどについて、本章

は概観しておく。 

第 1 節 環境行政の機能不全 

  当初、環境公益訴訟の創設の必要性は盛んに議論される最大の理由は環境行政の機能不

全である。環境行政の機能不全により、環境汚染は急ピッチで広がり、深刻化している。

環境行政の機能不全について次のような原因が指摘されている。 

1 環境法の欠点 

法規定には次のような問題が指摘された。 

過料は違法コストより低く設定されている。実践において過料は[排汚費]110を基準に計算

するが、しかし「排汚費」の設定はそもそも低い111。例えば 1 キロの二酸化硫黄を排出す

るためには 0.4 元の「排汚費」を納めなければならない。しかし、二酸化硫黄の処理コスト

が 1 キロ当たり 1 元で、「排汚費」より 60%高い。そのため、企業は脱硫黄設備を設置せず、

「排汚費」を納めるほうがコストが低いことになる。環境保護部弁公庁の 2009 年に公布し

た「法律、行政法規と行政規則の設定した環境保護行政機関の行政処罰目録」112によると

我が国では行政処罰を適用する環境法違法行為が 304 種類に達し、其の中で過料を適用す

るのが 253 種類あり、違法行為の 83.2%を占めている。実際の統計によると、各種の行政

処罰のうち、過料を適用したのが 60％に上っている。さらに過料には上限がある。2008 年

水汚染防治法が改正されるまで水質汚染事故に対する過料の上限が 100 万元であった。

2008 年に水汚染防治法の改正で水汚染事故の場合の過料の上限を改めた113。大気汚染防治

法 61 条は「本法の規定に違反し、大気汚染事故を引き起こした企業事業単位に対して、単

位の所在する地方人民政府環境保護行政主管部門はそれによる危害結果に基づいて直接経

済損失の 50%以下で過料を処する。ただし、過料が 50 万元を超えてはならない」と定めて

                                                   
110 排汚費徴収使用管理条例によれば、[排汚費]とは環境に汚染物質を排出する者は汚染物

質の種類と量に応じて支払う費用である。[排汚費]は環境保護行政機関が計算するものとな

り、最終的には国と地方の財政収入に入れる。なお、[排汚費]は支払ったとしても、法律法

規に違反する場合、それに基づく行政処罰を免れない。要するに、[排汚費]は行政処罰では

なく、法令違反も条件としない。 
111 2014 年 9 月 1 日に、国家発展改革委員会は財政部、環境部と共同で「排汚費徴収基準

の調整などの問題に関する通知」を公布し、[排汚費]の基準を引き上げようとしてる。 
112 環境保護部弁公庁は 2009 年 9 月 1 日に「関於印有関規範行使環境行政処罰自由裁量権

文件的通知」(環弁[2009]107 号)を制定公布した。その付属書類 1 として「法律、行政法規

和部門規章設定的環保部門行政処罰目録」を添付した。 
113 水汚染防治法 83 条 2 項「普通又は比較的に大きい汚染事故を引き起こした場合、水汚

染事故による直接損失の 20%で過料を計算し、重大又は極めて大きな水汚染事故を引き起

こした場合、水汚染事故による直接な損失の 30%で過料を計算する」。 
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いる。調査によると、過料の上限額は企業が汚染処理施設を稼動する場合のコストに遥か

に及ばない。その結果、「我国の環境行政処罰のうち、過料の額は企業の違法行為による収

益より遥かに少ない」114と指摘されている。 

2004 年に発生した沱江汚染事故と 2005 年の松花江汚染事故はいずれも広範囲で流域の

人に深刻な被害をもたらしたにもかかわらず、汚染事故を引き起こした企業に 100 万元の

過料しか科さなかった。2005 年 11 月 13 日に中国石油天然ガス株式有限会社吉林石化支社

のベンゼン作業場で爆発事故が発生し、多数のベンゼンやニトロベンゼンを含む汚染物質

が松花江に流れ込んだが、事件後、環境保護総局が当時の環境保護法や水汚染防治法など

に基づいて上限の 100 万元の過料を科した。また中国石油天然ガス会社は別途に 500 万元

を吉林省政府に寄付した。しかし、2011 年までの 5 年間で、国は松花江の汚染を処理する

ために計 78.4 億元を投入した。「現行の環境保護法律、法規が緩い。違法企業に対して過料

の金額が低すぎる」115と当時の環境保護総局局長がそう締め括った。つまり、過料には上

限があり、企業の違法活動による収益より遥かに少ないため、企業の汚染行為を抑制する

ことがあまりできないとされている。これは学者の批判の的となり、2014 年の環境保護法

改正で「按日計罰」116制度が導入された。 

そのほかに罰則の設定がそもそも不適切であり、それにより違法行為が助長される場合

もある。中国の環境アセスメント法制度を研究する孟根巴根氏117によると、中国の環境影響

評価法は構造上内在的な欠陥を抱えている。例えば 31条によると、建設業者が建設プロジ

ェクトに関する環境影響評価を申請せず、勝手に着工した場合、環境アセスメントを主管

する部門が建設停止、期限付きの手続き補充を命じることができるが、それでも手続きを

補充しない者に対して、5 万元以上 20 万元以下の過料を科すことになる。しかし、実際に

は行政機関は行政処罰を強制執行する権限がないため、結果として「アセスメント許可の

未申請或いは未認可で勝手に着工・建設する悪質業者が多く、行政部門に発覚しても過料

や手続きの補充命令にとどまり、法による建設及び操業停止命令にまでは至らないものが

多い」という「先に乗車し、後に券を買う」現象を指摘された。すなわち、環境アセスメ

                                                   
114 汪勁「環保法治三十年：我们成功了吗」(北京大学出版社、2011 年)186 頁。 

115 郄建栄「遅到罰単再曝環保法律之尴尬」法制網 2007 年 1 月 25 日。

http://www.legaldaily.com.cn/misc/2007-01/25/content_524701.htm。(最終訪問日：2015

年 6 月 20 日) 
116 環境保護法 59 条「企業事業単位そのほか生産経営者が法に違反して汚染物質を排出す

ることによって、過料を科され、是正を命じられたにもかかわらず、是正を拒む場合、行

政処罰を決定した行政機関が違法行為の是正を命じた日から過料を一日ごとに連続で科す

ことができる。前項で規定する過料は、関係法律法規に従い、汚染防止処理施設の運営コ

スト、違法行為による直接な損失または違法行為による所得などに基づいて確定する。地

方性法規は環境保護の実際のニーズに応えるために、一項に規定する違法行為の種類を増

やすことができる」と規定している。 
117 孟根巴根「中国の環境アセスメント法制度の構造・運用・効果(5･完)」北大法学論集 61(1) 

153~157 頁。 

http://www.legaldaily.com.cn/misc/2007-01/25/content_524701.htm。(最終訪問日：2015
http://www.legaldaily.com.cn/misc/2007-01/25/content_524701.htm。(最終訪問日：2015
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ントを経ないまま、建設工事に着手して、後で環境アセスメントの手続きを補充すればよ

い。環境アセスメント法の罰則は違法行為を思いとどまらせる力を持っていない。そのた

め、業者の違法行為が広がる一方である。 

しかし、上記のように環境法違法コストの低さが繰り返して指摘されたにもかかわらず、

長い間当局はそれを是正しなかったのはわざと企業の生産コストを抑え、競争力を高める

意図があると考えられる。 

2 法執行の欠缺 

 法執行には次のような問題があると指摘されている。 

 ①行政機関の強制執行不能 

企業に行政処罰を与えても、行政機関は自らそれを強制執行することができず、人民法

院に強制執行を申し立てなければならない。しかし、強制執行まで時間がかかることにな

る。「当事者が環境保護部門から行政処罰の通知を受けた日から 15 日以内に訴訟を提起せ

ず、また 60 日以内に行政不服も申し立てないまま、行政処罰を履行しない場合、行政処罰

を下した環境保護部門は人民法院に強制執行を申請することができる」118と規定されてい

る。行政機関は行政処罰を下した時から強制執行の申し立てまで最長な場合 60 日間もかか

る。また人民法院が 30 日以内に行政処罰の内容を審査することになるから、処罰が執行さ

れるまでさらに時間がかかることになる。汚染行為の停止などを目的とする命令は後で強

制執行されてもあまり意味がなくなる場合もある。しかも、実際には人民法院がそれを強

制執行する意欲が低く、積極的に協力しないことがよく指摘されている119。その原因とし

ては、例えば、人民法院は行政処罰の強制執行から「執行費」120を得られないことや、行

政処罰の強制執行は裁判官の人事考課の内容には含まれていないことなどが挙げられてい

る121。要するに人民法院は行政処罰の強制執行のインセンティブを欠いているということ

である。 

その他に、行政機関の職員は環境法を執行するには十分な知識を持たないことや、環境

モニタリング設備や予算が不足していること、また、権限が限られていることなどを指摘

されている。法違反をした企業に対して業務停止と企業閉鎖を命じる必要がある場合、地

方政府の許可を得なければならない。しかし、実際には地方政府は経済発展や社会安定を

優先的に考えているから、法違反企業に対する業務停止や企業閉鎖命令はなかなか発動し

ない。環境行政機関の政府の内部における地位が低い、予算なども十分に与えられていな

                                                   
118 全人代常務委員会法制工作委員会「環境保護部門が環境行政処罰について人民法院に強

制執行を申し立てる期限に関する回答」(法工委復字[2001]17 号、2001 年 6 月 25 日)。 
119 汪勁・前掲注(107) 273 頁。 
120 訴訟費用交納弁法 14 条「申請費は下記の基準で納めることとする(一)法により人民法

院に既に法的効力が発生した人民法院の判決、裁定、調停調書、仲裁機構が法により下し

た裁決と調停調書、公証機関が法により強制執行効力を付与した債権文書の執行、外国裁

判所による判決、裁定及び外国仲裁機構による裁決の承認と執行を申請する場合、下記の

基準で納めることとする」の中には、行政機関の下した行政処罰が列記されていない。 
121 汪勁・前掲注(114) 274-278 頁。 
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い、行政処罰から得られた過料を職員の給料に充てる地域もある。これらも逆に地方政府

が環境保護をあまり重視していないことの表れだと考えられる。 

②行政機関の権力濫用と不作為 

環境保護行政機関は十分な予算を与えられなかったことが環境行政の機能不全原因の一

つとされている。しかし、それよりもっと深刻なのは環境保護行機関の権力濫用と不作為

である122。 

権力の濫用は主に法基準を満たしていない企業に環境アセスメントの許可や操業許可な

どを与えることである。その見返りに、環境保護行政機関の幹部は企業から賄賂などの利

益を受け取るのが普通である。 

中国の環境法執行は主に地方政府およびその支配下にある環境保護行政機関によって担

われている123。地方政府の間では地方の発展をめぐり厳しい競争が繰り広げられている。

地方間の発展競争は主に地方政府の直接関与の下における経済成長競争である。地方の官

僚の政治的昇進チャンスは主に地方の経済成長率と全国平均成長率の比較によって決めら

れる124。そもそも、経済の発展は官僚の考課と昇進について最も大切な指標となっている

ことから、経済発展と環境保護が衝突する場合、地方政府は間違いなく経済発展を選ぶこ

とになる125。地方政府は企業の誘致に力を入れている。企業の環境汚染コストを低く抑え

るのが企業誘致の手立てとされている126。ある地方の幹部が企業を誘致する際に「我々の

優勢は環境汚染を恐れないことだ」127と言ったこともある。地方政府を後ろ盾とする企業

は環境アセスメントも行なわないまま建設に踏み切ることも少なくない。それでも環境保

護局は建設プロジェクトに許認可を与えなければならない。場合によっては、企業への立

ち入り検査も地方政府の許可を得なければならないこともある。環境保護局は地方政府の

内部機関として企業の違法行為に対して法執行をするかどうかはすべて地方政府の意思に

よって決められると言っても過言ではない。環境保護行政機関は環境汚染への人々の不満

                                                   
122 祝光耀「加強環境行政監察 切実維護群衆環境権益」環境保護 2005 年 8 期 12 頁を参

照。 
123 環境保護法 6 条は「地方各級人民政府はその管轄下の行政区域内における環境の質につ

いて責任を持つ」と、10 条は「県クラス以上の地方人民政府環境保護主管部門は本行政区

域内における環境保護業務について統一的な監督管理を行う」と規定している。ほかに企

業に対する立ち入り検査や汚染行為の排除措置などを行うのも地方政府の環境保護行政機

関である。 
124 保建雲=徐梅『経済転型、利益衝突与地方保護主義』(経済科学出版社、2010 年)57～62

頁を参照 
125 張凌雲＝斉曄「地方環境監管困境解釈」中国行政管理 2010 年 3 期 94 頁を参照。 
126 孫展「中国汚染遷徙路線図：環境儲備還能耗多久？」新華網 2016 年 1 月 19 日

http://news.xinhuanet.com/fortune/2006-01/19/content_4073609_3.htm。(最終訪問 2016

年 11 月 15 日)。 
127 李江＝偶正涛＝蔡玉高「環保衝突事件頻発 『GDP 情結』是元凶」新華網 2005 年 9 月

11 日 http://news.xinhuanet.com/mrdx/2005-09/11/content_3473787.htm。(最終訪問 2016

年 11 月 15 日) 

http://news.xinhuanet.com/fortune/2006-01/19/content_4073609_3.htm。(最終訪問2016年11月15
http://news.xinhuanet.com/fortune/2006-01/19/content_4073609_3.htm。(最終訪問2016年11月15
http://news.xinhuanet.com/mrdx/2005-09/11/content_3473787.htm。(最終訪問2016年11月15
http://news.xinhuanet.com/mrdx/2005-09/11/content_3473787.htm。(最終訪問2016年11月15


49 

 

と地方政府からの圧力の狭間で板挟みになっているため、地方保護主義を排除し、上級環

境保護機関の垂直管理を受ける必要もあると地方環境保護行政機関所属の役員から呼びか

けられている128。 

不適切に企業に許可を与えることは環境アセスメントの実態に現れている。2015 年の全

人代の直前に広がるドキュメンタリー「窮頂之下」129の中において、環境保護行政機関の

官僚に対するインタビューで窺い知ることができる。環境保護部科技標準司の司長である

熊躍輝の話によると、「60％以上の鉄鋼企業は環境アセスメント法を無視して、審査許可手

続きを経なかった。審査許可の停止を通知するだけである。一千万トン規模の鉄鋼企業は

十万人の就職口を作り出したため、河北省にある鉄鋼企業は既に取り締まることができな

い状況になっている」と言われている。 

行政機関の不作為は主に、企業から賄賂を受け取る見返りに、または地方政府に阻害さ

れたため、企業の違法行為を見過ごし、処罰を与えないことである。要するに環境保護行

政機関は適切に職権を行使しないことである。 

地方の環境保護行政機関は地方政府の内部機関として、地方政府の誘致した企業の法違

反行為に対して行政処罰を下す際に地方政府の干渉を受けている。地方にとって大きな財

源となる大企業が汚染物質の処理設備の設置を怠り、環境汚染を及ぼしても、営業停止な

どの行政処罰を受けないこともよく報道されている。「政府が GDP の追求を諦め、経済の

発展を自分の任務とせず、官僚に対する考課内容から GDP を取り除いて初めて官僚は企業

の誘致の責任を下ろして、スモッグの発生を放任しないだろう」130とまで言われている。「窮

頂之下」の中で山西省環境保護局の局長を務める劉向東131は「地方の環境保護行政機関は

政府に飼育される猫である。猫はネズミを捕まえていいのか、何匹のネズミを捕まえてい

いのかについてはすべて政府の決めることであり、環境保護局の決めることではない」と

指摘した。行政機関の不作為に関する学者の指摘はニュース報道にも裏付けられている。

例えば 2014年 9月 6日新京報は中国の内モンゴルと寧夏回族自治区の境界地にある人気観

                                                   
128 郭遠明＝王聖志＝孫彬「地方環保局長『夾縫執法』」瞭望新聞週刊 2006 年 39 期 50～51

頁。2016 年 9 月 22 日、中国共産党中央弁公庁と国務院弁公庁は共同で「省クラス以下の

環境保護機関のモニタリングと法執行の垂直管理制度改革試点工作に関する指導意見」を

公布した。当該指導意見は地方の環境保護行政機関を地方政府から離脱させ、環境行政が

地方政府の干渉を受けない狙いがあると見られる。 
129 元 CCTV 人気女性キャスターの柴静が製作したものである。Pm2.5が何処から来たか、

また如何にしてそれに対処することが出来るかとの質問から切り込み、pm2.5 の発生源を

追跡してきた。旧正月の最中の 2 月 28 日に公表し、中国の各ポータルサイトに掲載され、

二日間で 1 億以上の再生があったと言われている。あまり中国の人々を震撼させたため、

公表から一週間後、各サイトから削除するようと共産党宣伝部は命令を出したのはその人

気ぶりを物語っている。 
130 馬克「比窮頂之下更深刻的思考：霧霾根源在哪？」新視角

http://business.sohu.com/s2015/other1146/index.shtml。最終訪問 2015 年 03 月 23 日。 
131 2015 年 12 月 9 日に収賄罪の疑いで逮捕された。 

http://business.sohu.com/s2015/other1146/index.shtml。最終訪問2015年03月23
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光スポットである腾格里砂漠の汚染問題に関する報道があった132。報道によると、内モンゴ

ルと寧夏回族自治区政府は腾格里砂漠の真ん中にそれぞれ腾格里工業団地と寧夏中衛工業

団地を設立し、多数の化学工業企業を誘致した。それらの化学企業は生産過程から発生し

た汚染物質を処理しないまま、砂漠の中に敷設したパイプを通じて砂漠の中に汚染物質を

排出していた。この報道をきっかけに腾格里砂漠の汚染問題は全国から注目されていた。

しかし、報道後も化学企業は汚染物質を排出しつづけている。2015 年 3 月になって、汚染

物質を排出した甘粛武威栄化工貿有限会社は砂漠への違法な排出行為を行なったとして行

政機関に取り締まられていた。新京報の調査によると、甘粛武威栄化工貿有限会社は過去

の十年間で絶えず違法排出行為を行なった。国と地方の環境保護局からの圧力に耐えなが

ら、長期間に亘り汚染物質を排出することができるのは、地方政府特に環境保護行政機関

が職権行使を怠ったからである。特に、腾格里砂漠の汚染物質排出行為について環境保護

局への通報があったが、地方環境保護機関は通報を受けてもまじめに検査し、厳格に法を

執行しない。事実も明らかにせず、化学企業の違法排出行為を隠している133。地方政府は経

済発展への考慮から企業の環境汚染と破壊行為を放任してきた。そうした政府の失敗があ

るのは主に政府を制約する法的メカニズムがないからだと指摘されている134。 

一方、行政機関の不作為は行政機関の官僚の腐敗の深刻さからも窺い知ることができる。

2012 年から中国では腐敗撲滅運動が展開され、職務怠慢や汚職に絡む人が次々と摘発され

た。報道によると、全国環境保護行政機関に所属し処分を受けた人は 2012 年には 646 人、

2013 年には 1036 人、2014 年には 1684 人に達した。ここ三年以来、環境保護行政機関に

所属し、処分を受けた人が毎年 60%のペースで増加している。そのうち、職務怠慢による

ものが 40%あまりを占め、汚職によるものが 20%を超えている。また、ここ五年間で環境

アセスメントに関する違法事件が合わせて 70 件余りに達し、そのうち汚職に絡むのが 40

件あまりであった135。2015 年 7 月 30 日に、環境保護部の副部長を務める張力軍が重大な

紀律違反と違法行為の疑いがあるとして中国共産党の紀律検査部門から調査を受けている

ことが報道された。「2012 年 1 月から 2013 年 6 月まで、全国環境保護機関に所属する 977

人の公務員が法律又は党規律に違反するとして党規約又は法によって処罰されていた。そ

のうち、職務怠慢と収賄が 68.1%を占めている」136と言われいている。環境保護領域の腐敗

の深刻さは浮き彫りにされている。其の中に、地方環境保護局の局長も少なくない。例え

                                                   
132 陳傑「砂漠之殤」新京報 2014 年 09 月 06 日 A12。 
133 「腾格里砂漠排汚企業十多年多次被査」新京報 2015 年 03 月 28 日 A16。 
134 王曦「建設生態文明需要以立法克服資源環境管理中的『政府失霊』」中外学刊 2008 年 2

期 79 頁を参照。`他に、丁霖「把国家環境管理権関進制度的篭子」清華法治論衡 2015 年 24

輯 146～152頁を参照。張欣怡『財政体制改革与環境汚染問題研究』(人民出版社、2014年)174

頁を参照。 
135 宋騰虎「全国環保系統去年 1684 人受処分 前年 1036 人」南都網

http://www.nandu.com/html/201503/26/1053676.html。 
136 中央紀委監察部駐環境保護部紀検組監察局『環保系統党員幹部警示録』(中国環境出版

社、2013 年)2 頁。 

http://www.nandu.com/html/201503/26/1053676.html
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ば、2013 年で安徽省検察機関が立件し捜査した環境保護領域の腐敗事件で合わせて 133 人

が摘発された。そのうち、庁級幹部 1 人、処級幹部 20 人、区、県環境保護局の局長が 8 人

であった137。実際に職務怠慢や汚職を行なった人が摘発された人より遥かに多いことが想像

できる。「高い環境保護コストに比べて、検査に来る官僚に金を送るほうが安い」138「環境

保護は実際汚染保護に変質した」139や「スモッグよりもっと怖いのは環保腐敗だ」140とま

で言われている。これらは環境保護行政機関の不作為の深刻さを物語っている。 

 以上のように、環境行政の機能不全の原因として、環境法の欠点と法執行の不健全など

が指摘されている。しかし、法律に不備があるから、行政機関は十分に企業の汚染行為を

是正することができないと考えるのは決して中国の実態と合致しないと思われる。そもそ

も、中国政府は常に法律に基づいて行動するとは限らない。2014 年に北京で APEC が開か

れるのを前に、中国政府は北京の周辺にある工場の一時操業停止や自動車の通行制限など

を要求し、汚染物質の排出を大幅に低減させたため、人工的に青空を実現した。同じよう

なことは 2015年の反ファシズム軍事パレードや 2016年の杭州G20の開催の際にも行われ

た。これらのイベントの開催に合わせ、中国政府はわざといい環境状態を実現するため、

臨時的な強制措置で汚染物質の排出を抑制した。これらの措置は法律に基づいて行われる

わけではなく、あくまでも政府の臨時的な命令や要求に基づいて行われたのである。中国

政府は何かをやろうとすれば、たとえ法律がなくてもできるのである。法律は政府の足手

まといにはなれない。また、法律によらなくても党の系統を通じて国有企業などに指示命

令することができる。法律に問題があるように見せつけるのはあくまでも経済発展のため

に環境を犠牲にするという政府の本意を隠し、批判をかわすためであろう。 

政府のそうした本意は環境保護行政機関の法執行を妨げることに見出すことができる。

地方政府は経済発展のために積極的に企業誘致に力を入れている。そうした企業の競争力

を維持させるために、環境コストを含む生産コストを低く抑え、たとえ違法排出行為があ

ったとしても行政処罰を与えないと言われて久しい。地方政府の強い経済発展志向は「政

治と経済の一体化」
141
とも言われている。特に国有企業または地方官僚もしくはその親族の

所有する企業が多い場合、その特徴がもっと顕著である。要するに、中国では経済発展を

                                                   
137 文顕堂「治霧靄先要治『環保腐敗』」中国経済週刊 2014 年 4 月 7 日。庁級や処級などは

いずれも中国の行政幹部の等級を示すものであり、庁級は省クラスの環境保護庁の長に相

当するクラスであり、処級は市クラスの環境保護局局長に相当するクラスである。中国の

環境保護行政機関は中央には国務院に所属する環境保護部、地方には、省政府に所属する

省クラスの環境保護局、市政府に所属する市クラスの環境保護局、県政府に所属する県ク

ラスの環境保護局から構成されている。 
138 中央紀委監察部駐環境保護部紀検組監察局『環保系統党員幹部警示録』(中国環境出版

社、2013 年)9 頁。 
139 袁春湘「我国環境司法的現状、問題及相関建議」中国審判新聞月刊 87 期 98 頁。 
140 史衛燕＝周暢＝王建＝曹国厂「以汚養汚！比霧靄更可怕的是環保腐敗」新華社

http://www.hn.xinhuanet.com/2014-03/10/c_119696742.htm、最終訪問2016年3月23日。 
141 張玉林「政経一体化開発機制与中国農村的環境沖突」探索与争鳴 2006 年 5 期 75 頁。 

http://www.hn.xinhuanet.com/2014-03/10/c_119696742.htm、最終訪問2016年3月23
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最優先にする所謂 GDP 至上主義の下で、環境を犠牲にしているのである。環境保護行政機

関の官僚も地方政府のそうした思惑を熟知したうえで企業の違法行為に目を瞑る見返りに、

賄賂を受け取ったのである。あえて法執行を厳しくする官僚はかえって地方政府の機嫌を

損ない、辞任に追い込まれるかもしれない142。 

学者の指摘した上述のような原因はあくまでも表向けのものであり、根本的な原因では

ない。根本的な原因は政府の経済発展の最優先という政策にある。さらに言えば、政府は

環境保護を犠牲にしてもいいということにある。民主主義の欠如により政府は国民から制

約を受けないので、あえて国民の健康を犠牲にすることができるのである。たとえ法律上

や法執行に問題があるとしても、それを増強すれば、ある程度環境を改善することができ

ると考えられる。それを環境公益訴訟創設理由とするのがあまり説得力がないと思われる。 

 

第 2 節 司法の問題 

1 私益の限定解釈 

現行法では私人は自分と直接な利害関係のあることについてのみ民事訴訟か行政訴訟を

提起することができると解されている。改正前の民事訴訟法 108 条（2012 年改正後の 119

条）は「訴えの提起が次の条件に符合しなければならない。（一）原告が本件と直接な利害

関係のある公民、法人そのほかの組織である。（二）明確な被告がなければならない。（三）

具体的な訴訟請求と事実、理由がなければならない。（四）人民法院が民事訴訟を受理する

範囲で、また受訴人民法院の管轄に属さなければならない」と規定している。 

環境汚染や生態破壊による被害の過程は二段階に分けることができる。まず、環境汚染

による環境機能の低下の段階である。環境の負荷能力を超える汚染物質を排出し、環境自

身では浄化し切れないため、環境の機能が低下する段階である。第二の段階では、蓄積さ

れた汚染物質が環境を介して人身的または財産的な損害を及ぼす。現行の民事訴訟法や行

政訴訟法は私人の権利利益の救済を目的とするため、第二段階にしか対応できないとされ

ている。予防的な視点から見て、第一段階に対処することがとても大切である。しかし、

個人や環境保護団体はこの第一段階に取り組もうとしても、法的手段がないとされている。

2005 年の松花江の汚染事故について北京大学法学部の教員と学生たちは訴訟を提起したが、

結局黒竜江省高級人民法院に門前払いされた。事件の経緯は次の通りであ 

 2005年 11月 13日、吉林省吉林市にある中国石油天然ガス株式有限会社(ペトロチャイナ)

吉林石化支社のベンゼン作業場で激しい爆発があった。ベンゼンやニトロベンゼンを大量

に含有する汚水が直接松花江に流れ込んだ。北京大学の先生と学生 6 人がペトロチャイナ

などを相手に松花江への危険除去及び原状回復、松花江流域汚染の処理と生態回復のため

100 億元の賠償を求めて訴訟を提起したが、結局黒竜江高級人民法院に受理されなかった。

しかし、人民法院は受理を拒絶したのは原告不適格など法律上の理由によるものではなく、

                                                   
142 邢化峰「基層環保執法軟肋該如何突破？―反思固鎮県 6 位環保官員被集体停職事件」環

境保護 2010 年 13 期 44～46 頁を参照。 
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政治的な理由により人民法院が扱うことができないと説明されていた143。なお、この事件

を以て私益訴訟の限界と捉えて、環境公益訴訟を創設する必要があると主張する学者が少

なくない144。 

また、環境行政訴訟について、行政訴訟法 41 条は「訴訟提起が次の条件に符合しなけれ

ばならない。（一）原告が具体的な行政行為により自分の合法的な権益が侵害された」と規

定している。中国では行政訴訟の対象が具体的行政行為に限られているため、実際に人民

法院に提訴した環境行政事件が少ない。行政機関の抽象的な行政行為145又は不作為によっ

て人の権益が侵害されたとしても、被害者は行政訴訟を提起することができないとされて

いる。そのため現行の行政訴訟法では個人や環境保護団体は自分と直接な利害関係のない

環境汚染について訴訟を提起することができない。「我が国の現行法における原告適格のル

ールは私人の合法的な人身的と財産的な権益の保護を目的とし、公共的な環境利益の保護

を見落としている」146と指摘されている。 

2 不受理 

従来、中国において当事者の提起した訴訟が人民法院に受理してもらわないという不受

理の現象が存在していると指摘されて久しい147。特に集団的訴訟事件の場合、人民法院は保

守的な態度を示し、厳しい審査を取っていると言われている148。人民法院は事件の審理に際

して社会安定の維持という政治的役割を同時に果たさなければならないので基本的には政

治的リスクのない事件を受理する。最初から判決を執行する見込みがない場合、人民法院

は訴訟を受理しない傾向が強い149。 

上述のように、中国の地方政府は経済発展を最優先にしているため、地方の経済発展に

大きく貢献する汚染企業が被害者に訴えられる事件では、地方政府は人民法院に働きかけ

                                                   
143 趙昊「松花江汚染案対我国現行民事訴訟法的拷問」河北経貿大学学報 2007 年 01 期 24

頁。 
144 江小金「従一著名案例論建立環境公益訴訟的必要性」法制与社会 2007 年 11 期 374 頁

を参照。趙旻「松花江汚染案対我国現行民事訴訟法的拷問」河北経貿大学学報 2007 年 1 期

26～28 頁を参照。 
145 行政訴訟法 13 条 2 項「人民法院は公民、法人又はその他の組織が次に掲げる事項につ

いて提起した訴訟を受理しない。(二)行政法規、規則または行政機関の制定、公布した普遍

的な拘束力を有する決定、命令」は学説上、抽象的な行政行為とされている。抽象的な行

政行為が公民、法人又はその他の組織の合法的権益を侵害した場合、その取り消しを国務

院または地方の人民代表大会及びその常務委員会が行なうことになる。人民法院は案件の

審理において、抽象的行政行為が法に違反したことを発見した場合、その取り消しの提言

を制定機関に提出することができるが、自らそれを取り消すことはできない。信春鷹『中

華人民共和国行政訴訟法釈義』(法律出版社、2014 年)47 頁を参照。 
146 陳亮「環境公益訴訟背景下我国伝統原告適格規則的反思与重構」法律適用 2014 年 1 期

86 頁。 
147 張衛平「起訴難：一個中国問題的思索」法学研究 2009 年 6 期 65～76 頁を参照。 
148 曾進「通往和諧之路的必経之門―対我国民事訴訟受理範囲的反思」司法改革論評 2007

年 1 期 166～167 頁を参照。 
149 韓永「『不予受理』的訴権困境」中国新聞週刊 2008 年 42 期 38 頁を参照。 
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て訴訟を受理させず、または企業に有利な判決を下させることがしばしばある。また、中

国では裁判の独立がまだ実現しておらず、人民法院の人事と予算はすべて地方政府に決め

られる。そういう環境の下で、人民法院は地方政府の干渉を完全に押しのけることができ

ない150。裁判官は法律を適用して紛争を解決すればよいとせず、社会の安定、地元の経済の

発展なども考慮しなければならない151。「不受理は環境司法体制の欠陥と行政機関の干渉か

ら生まれた問題である」152と指摘されている。そういう問題が最高人民法院にも既に意識さ

れ、2014 年に最高人民法院は行政区画を跨る環境訴訟の管轄権を模索することを指示した

153。それが具体的な事件の審理に際して、地方政府から干渉を受けさせないのが目的だとさ

れている。 

なお、現実としては「中国では被害の救済を法院に訴えたとしても法院により立案され

ず、法に基づく救済が得られないケースが存在する」154と指摘されている通り、ただでさえ、

環境汚染の被害者による民事訴訟は人民法院になかなか受理してもらわない。環境公共利

益の一部をたとえ私人の利益と解釈する余地があるとしても、人民法院に門前払いされる

可能性がある。環境汚染による被害者の救済を阻害する具体的な現象として環境事件の「受

理難」「判決難」「執行難」が取り上げられている155。数多くの環境民事、行政事件が人民法

院に門前払いされ、司法手続きに入ることすらできない。その原因として法院には政治的

機能が要請されていること、判決に対して事態毎に異なる全背景事情を汲んだ総合的な判

断が期待されていることが挙げられている156。統計によると、中国では環境問題による不法

行為紛争は毎年十万件あまりに達しているものの、「司法のルートで紛争を解決された事件

は僅か環境紛争事件の 1%にも満たない」と言われている157。それとは対照的に環境汚染に

関する集団騒動が年々増えている。「1996 年以来、環境集団事件は年平均 29％の速度で逓

増している。重大な環境事件は頻発している。2005 年以来環境保護部は直接処理した事件

は 927 件あり、重大または極めて重大な事件は 72 件ある。特に 2011 年に重大事件は前年

同比 120％増加した」158。即ち、環境汚染による紛争のうちほとんどは司法による救済を

得られないといっても差支えない。 

                                                   
150 韓徳強『環境司法審判区域性理論与実践探索』(中国環境出版社、2015 年)9 頁を参照。 
151 王燦発「論法官的職責与環境法治」『中国環境法治 2008 年巻』(法律出版社、2008

年)189~190 頁を参照。 
152 陳濤「依法抗争中的『法院不受理』現象研究」華東理工大学学報(社会科学版)2015年 1

期 8頁。 
153 最高人民法院「環境資源審判工作を全面的に強化し、生態文明建設の推進に有力な司法

保障を提供する意見」において「行政区画と適切に分離する環境資源事件管轄制度の創設

を模索する」と規定した。 
154 桜井次郎「中国における環境公害被害者救済の阻害要因についての一考察—『不立案』

問題を中心に」神戸外大論叢 64(4)103 頁参照。 
155 呂忠梅「論環境紛争的司法救済」華中科技大学学報 2004 年 4 期 44~45 頁を参照。 
156 桜井次郎・前掲注(154) 107-108 頁参照。 
157 楊朝飛「我国環境法律制度与環境保護」中国人大 2012 年 21 期 39 頁。 
158 楊朝飛・前掲注(157)37 頁。 
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 一方、たとえ被害者による提訴は受理されても、人民法院は事件の審理を先に延ばした

り、地方政府は被害者に圧力をかけて訴えを取り下げさせたりすることもある。2014 年に

中国湖南省衡陽市で 300 人の児童の血中鉛濃度が基準値を超えていた事件では、53 人の被

害者は汚染企業を相手に損害賠償を求めて訴訟を提起した。しかし、訴訟は受理された後、

地方の政府は絶えず原告らに訴えを取り下げるように働きかけていた。結局、開廷までに

42 人の原告は書面で訴えを取り下げた。残りの 9 人に対して裁判官は開廷直前になって予

定の開廷日より更に二ヶ月間延期することにした。事件の審理が長引くと地方政府からの

圧力には堪えられないという懸念の声は原告の間で広がっていた159。要するに地方政府は原

告らの提訴を阻止しようとしている。中国にはがん村160が数多くあるものの、がん患者が汚

染企業を相手に民事訴訟を提起するがあまり見られない。また訴訟を提起した際に地方政

府に阻止されるのがよく見られる161。 

この事件からも伺われるように中国では環境汚染の被害者は汚染企業を訴える際に人民

法院は地方政府から圧力をかけられ、受理を拒むかまたは受理した後で事件の審理を先延

ばしすることがよくある。被害者は常に不利な立場に置かれて、「全体的に言えば、案件の

受理を制限し、判決が下されるのを引き伸ばし、損害の認定を難しくする」162と言われて

いる。 

地方政府は人民法院に働きかけてまで被害者による民事訴訟を抑えようとするのは被害

者の被った損害を企業の生産コストに入れないためであろう。汚染コストを内部化できな

いのは法律自身の問題ではない。あくまでも政府がそうさせないのである。被害者は民事

訴訟を通じて自身の権利利益を守ることができないのに、自身の権利利益と直接な利害関

係がない環境公共利益を守ることがなおさらできないと想像できる。しかし、それは法律

に問題があるのではなく、法を司る者は完全に法律を執行したくないことに問題があるの

である。そういう環境の下で現行法の限界を議論すること自体は説得力を欠いていると言

わざるを得ない。果たして、個人による民事訴訟では環境公共利益を守ることができない

のか、できないとすればどの部分なのかを詳しく検証せずに私人は訴訟で環境公共利益を

守ることができないと断定した。それは意識的に個人の環境公共利益への関与を遮断しよ

                                                   
159 薛小林「湖南児童血鉛案現撤訴潮 工作組日夜上門交流」中国日報

http://cnews.chinadaily.com.cn/2015-05/08/content_20657523.htm。 
160 がん村とは水質悪化や有害物質の汚染によりたくさんの人が癌にかかる村を指す。中国

環境保護部が 2013 年 2 月に発表した「化学物質の環境リスク管理計画書」においてがん村

の存在を正式に認めた。2011 年までに全国で合わせて 351 個のがん村を発見したと言われ

ている。龔勝生＝張涛「中国『癌症村』時空分布変遷研究」中国人口・資源与環境 2013 年

9 期 156 頁。 
161 陳阿江＝程鵬立＝羅亜絹『癌症村調査』(中国社会科学出版社、2013 年)60～61 頁を参

照。場合によっては地方政府は公安局などを含むあらゆる権力手段を駆使して被害者の訴

訟を妨害する。王黎明「王徳華：維権没有回頭路」中国質量万里行 2005 年 3 期 35～36 頁

を参照。 
162 裴敬偉＝汪勁「中国企業為什么不屑與社会環境責任的承担」『中国環境法治 2007 年巻』

(法律出版社、2007 年)172 頁。 

http://cnews.chinadaily.com.cn/2015-05/08/content_20657523.htm
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うとするように見て取れる。 

3 刑事罰の少なさ 

2011 年の刑法改正前、刑法 338 条は重大環境汚染事故罪「国家規定に違反し、土地、水

域、大気に放射性廃棄物、伝染病病原体を含む廃棄物、有毒物質その他危険廃棄物を排出、

投棄又は処理することによって重大な環境汚染事故を引き起こし、公私財産に重大な損失

又は人身死傷など深刻な結果をもたらした場合、三年以下の有期懲役又は禁錮に処し、罰

金を単独で又は併科する。結果が特別深刻な場合、三年以上七年以下の有期懲役と罰金に

処する」と規定している。2011 年の刑法改正で其の罪名を「重大環境汚染事故罪」から「環

境汚染罪」と改めた。また、その要件となる「公私財産に重大な損失又は人身死傷など深

刻な結果をもたらす」を削除した。改正後の刑法 338 条は環境汚染罪「国家規定に違反し、

放射性廃棄物、伝染病病原体を含む廃棄物、有毒物質その他有害物質を排出、投棄又は処

理することによって深刻な環境汚染を引き起こす場合、三年以下の有期懲役又は禁錮に処

し、罰金を単独で又は併科する。結果が極めてｊｈな場合、三年以上七年以下の有期懲役

と禁錮に処する」と規定している。 

統計によると、2002 年から 2011 年まで全国法院で扱った重大環境汚染事故犯罪事件が

僅か 109 件であった163。また全国環境統計公報によれば、2001 年から 2010 まで判決を下

した重大環境汚染罪事件は合わせて 37 件となっている。年別を見ると次の通りとなってい

る。 

2001 年～2010 年までの重大環境汚染事故罪事件数164 (単位：件)  表 4  

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

 5 4 1 2 2 4 3 2 3 11 

 

北大法意165で「重大環境汚染事故罪」を入力して検索したら僅か 13 件の裁判例しかなか

った。すなわち、実際に人民法院の審理した事件のうち、有罪判決を下したのはわずかし

かないだろうと推測することができる。また、行政処罰を履行しない者に対する刑罰は用

意されていないため、行政命令や処罰に従わなくても刑罰に処せられることはない。実際

に中国の環境悪化が厳しさを増す状況と比べると、汚染者に対して刑罰を課すのが極めて

少ないと言える。その原因について次のように分析されている。重大環境汚染事故罪やそ

の後の環境汚染罪はいずれも「法規定に違反している」という違法性が要件となっている。

しかし環境法違反行為に対する行政処罰と刑事罰の線引きが必ずしも明確になっていない。

環境保護行政機関が環境法違反行為を取り締まる際に、警察の刑事告発に移送するかどう

                                                   
163 袁春湘「我国環境司法的現状、問題及相関建議」中国審判新聞月刊 87 期 99 頁。 
164 全国環境統計公報によるものである。全国環境統計公報とは環境保護部の公表した統計

資料である。環境保護部のホームページ(http://zls.mep.gov.cn/hjtj/qghjtjgb/)に掲載されて

いる。2001 年から 2010 年までとしたのは、2001 年以前と 2010 年以降は全国環境統計公

報に重大環境汚染事故罪の件数が記載されていないからである。 
165 北大法意とは中国で収録案件の最も多い法律データベースである。 
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かを判断しにくい。しかも刑事告発に移送するインセンティブが足りない166。その原因と

して、地方環境保護行政機関は地方の経済的利益を優先的に考慮し、刑事告発に移送しな

い傾向があると指摘されている167。刑事告発される環境事件が多くなると、環境保護局の

幹部は人事考課において不利益を受け、場合によっては刑事責任168を問われる恐れがある

ため、「行政処罰を以って刑罰を代える」169ことが広く行なわれている。実際には環境保護

行政機関は環境汚染を放任する態度を取っているので、汚染者を刑事告発に移すと、行政

機関の職員自身も巻き添えになるかもしれない。そのため、行政処罰で事件を収める傾向

が強い。 

 それに対処するために、2001 年 7 月に国務院は「行政機関による犯罪の疑いのある事件

の移送に関する規定」170を制定した。2007 年に国家環境保護総局は公安部、最高人民検察

院と共同で「環境保護行政機関による環境犯罪事件の移送に関する若干規定」171を公布し、

「行政処罰を以って刑罰を代える」ことの防止を目的として掲げている。2013 年 6 月最高

人民法院は最高人民検察院と共同で「環境汚染刑事事件の法適用における若干問題に関す

る解釈」172を公布した。いずれも環境法違反行為に対する刑事告発を強化する狙いがある。

ただ、これらはいずれも行政規則であり、罰則もないなどの問題が指摘されている173。 

実際に環境汚染行為に対する刑事告発を担う公安局と検察機関はいずれも地方政府の構

成部分である。地方政府は経済発展を最優先にする以上、公安局や検察機関はあえて地方

政府の機嫌を損ない、汚染者の刑事責任を厳しく追究することが難しいと考えられる。す

なわち、刑事告発の少なさは経済発展のために環境汚染を犠牲にするという地方政府の意

向を反映するものだと思われる。逆に地方政府は環境汚染罪事件を厳しくしようとすれば、

刑事事件が増える。2013 年に環境保護行政機関が公安局に刑事告発に移送した環境汚染罪

事件が 300 件に上り、それ以前の 5 年間の総和を超えるものである。同時に公安局の立案

した事件は 247 件に上り、それ以前の 10 年間の総和を超えるものとなった174。汚染者に対

                                                   
166 焦艶鵬「我国環境汚染刑事判決闕如的成因与反思」法学 2013 年 6 期 80 頁を参照。 
167 鄧文英＝湯頴「環境汚染刑事案件査処的実践困境与対策」法制博覧 2015 年 27 期 47 頁

を参照。 
168 刑法 408 条は「環境保護監督管理に責任を持つ国家機関の職員は深刻な職務怠慢により

重大な環境汚染事故が発生し、公私財産に重大な損失をもたらし、または人身傷害と死亡

の重大な結果を招いた場合、三年以下の有期懲役又は禁錮に処する」と規定している。 
169 王樹義＝冯汝「我国環境刑事司法的困境及其対策」法学論評 2014 年 3 期 124 頁。「行

政処罰を以って刑罰を代える」というのは即ち行政処罰で事件を済ませ、警察に刑事告発

に移送しないことである。 
170 国務院「行政執法機関移送渉嫌犯罪案件的規定」（2001 年 7 月 9 日国務院令 310 号）。 
171 環境保護総局＝公安部＝最高人民検察院「関於環境保護行政主管部門移送渉嫌環境犯

罪案件的若干規定」（2007 年 5 月 17 日、環発[2007]78 号）。 
172 最高人民法院「環境汚染刑事事件の法適用における若干問題に関する解釈」(法釈

[2013]15 号、2013 年 6 月 17 日公布、2013 年 6 月 19 日施行)。 
173 王樹義＝冯汝・前掲注（169）125 頁。 
174 銭昊平＝陳詞「政法委『転型』一年」南方週末 2014 年 1 月 17 日
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して刑事告発に踏み切るかどうかについて地方政府は鍵を握っていると言えよう。地方政

府は経済発展の最優先から方針転換しなければ汚染者に対する刑事告発が増えないだろう

と予想できる。このように被害者による民事訴訟も汚染者に対する刑事告発も地方政府に

抑えられ、汚染行為は事実上放任されている。「司法機関は我が国の環境法執行と環境法治

の発展を制限していると言える」175と指摘される。しかし、司法機関は地方政府にコント

ロールされているから、真の問題は司法機関にあるのではなく、地方政府にあるのである。

さらに言えば、中国では共産党一党支配を堅持し、地方政府を含むすべての権力機関が共

産党に牛耳られているため、根本的な問題は党の経済発展の最優先による正統性調達とい

う方針にあると言えるだろう。 

結局、環境行政も司法もすべて機能不全に陥り、汚染企業の違法コストが低く、逆に法

遵守のコストが高いという現象が生じてしまった。法学界では行政機関による法執行を飛

び越えて環境保護団体などは直接汚染者を訴えるという発想が生まれた。環境公益訴訟は

まさにその手段として汚染行為を是正する役割が期待されている。 

 

第 3 節 環境公益訴訟の機能 

  上述のような背景の下で、環境公益訴訟は多大な期待が寄せられている。環境公益訴訟

はどのような機能を果たすことができるか、以下は学界の議論を中心に概観しておく。 

 1 環境行政への補充機能 

上述のように環境公益訴訟の必要性を唱える学者はあまねく環境行政の機能不全を念頭

に置きながら、環境公益訴訟が環境行政の機能不全を補充する機能を有することを強調し

ている。「環境公益訴訟は環境保護行政機関がいろいろな原因で環境法を執行する能力がな

く、または意欲がないという場合の環境法執行不十分な弊害を克服することができる」176と

指摘されている。こうした意見は環境公益訴訟を環境行政と並ぶ法執行手段と捉えている。

「ますます深刻化した重大な環境汚染事件に鑑みると、環境保護を強化し、生態文明を建

設するために、行政による環境法執行の不足を補充し、環境保護の新しいルートを開拓し

なければならない。もっとも大切なのは我が国の環境公益訴訟制度の創設である」177。「環

境公益訴訟は政府による環境法執行の重要な補充として、環境公害と環境集団紛争に対す

る制裁と抑制機能を果たし、環境法執行に有効な実現ルートを提供すると共に、政府の環

境法遵守を促すことが出来る」178と言われている。「公益訴訟制度は国家による行政管理の

抜け穴を補う役割がある有効な監督方式であり、法律の本当の実施を保証する機能、予防

機能を有する有効な激励メカニズムである」179とまで期待されている。かかる主張による

                                                                                                                                                     

http://www.infzm.com/content/97558(最終訪問日 2016 年 11 月 16 日)。 
175 汪勁・前掲注（114）317 頁。 
176 陳亮・前掲注（50）28 頁を参照。 
177 王学成「論検察機関提起環境民事公益訴訟」人民検察 2009 年 11 期 19 頁。 
178 陳虹「環境公益訴訟功能研究」法商研究 2009 年 1 期 29 頁。 
179 顔運秋「中国亟需公益訴訟理念与制度」湖南工程学院社会科学学報 2003 年 3 期？？？ 

http://www.infzm.com/content/97558(最終訪問日2016年11月16
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と、汚染企業の環境汚染行為は行政機関に是正されなくても環境公益訴訟の原告は民事訴

訟を提起し、汚染行為の差止めと環境修復費用を請求することができる。即ち環境行政に

よる法執行を補強する役割を果たしうると言われている180。 

上述したように、環境行政の機能不全の原因として行政機関による汚染企業の庇護や、

行政不作為、経済発展重視などの要因が挙げられている。環境公益訴訟が創設されると、

原告は直接汚染者を訴えることができる。行政機関の不作為や汚染企業との癒着などがあ

っても企業の環境汚染行為を訴訟で是正することができるとされている。つまり、行政機

関を飛び越えて汚染者の環境汚染責任を追究するという期待がある。また、行政過料には

上限があるのに対して、環境公益訴訟で汚染者に請求することができるとされる環境修復

費用には上限がないため、「違法コストが低い、遵法コストが高い」という現象を解消する

ことができると言われている。 

 こうした議論は環境行政の代替的な措置として環境公益訴訟を構想しているようである。

環境行政の改善についてはあまり議論していない。環境行政の機能不全による環境汚染の

後始末に環境公益訴訟を位置づけているイメージを拭えない。環境行政を健全なものにし

なければたとえ環境公益訴訟ができるとしても環境汚染の予防機能を欠くと予想できる。

また、こうした補充機能を唱える学者は環境公益訴訟の原告が行政機関ではないことを前

提として考えているようである。もし環境公益訴訟を発動するかどうかの決定権は行政機

関の手に握られているとすれば、環境行政を補充する機能を果たせなくなると想像できる。 

2 大衆参加機能 

上述の環境行政の補充機能のほかに、環境における大衆参加の機能に言及した学者も少

なくない。「環境公益訴訟は政府の限られた法執行資源に対する重要な補充である。政府機

構の資源が限られているため、すべての環境汚染行為に対して有効な処理を行うことがで

きない。汚染源の近くに住んでいる大衆は常に環境違法行為の最も経済的且つ効果的な監

督者である。政府が環境法を執行できない場合に環境保護団体を含む多数の主体が法執行

に加わることによって環境法の有効な実施を確保することができる」181と言われている。

「環境公益訴訟は公衆が環境保護に参加する重要な方法であり、大衆及び環境保護団体の

環境保護に参加するための司法ルートを提供した」182ことや、「公益訴訟制度の創設は市民

が社会公共事務の管理に参加する権利を実現させ、法による支配を推進する有効なルート

である」183などが強調されている。さらに「公益訴訟制度は人々が国家事務の管理に参加

する新しいルートを提供し、人々のこの権利の実現に司法保障も提供した。訴訟における

民主の現れであり、訴訟領域における民主の制度化と法律化である」184というように環境

                                                   
180 符建敏＝谷徳近「環境公益訴訟的類型和功能」環境保護 2010 年 21 期 42 頁参照 
181 高潔「環境公益訴訟――環境執法的新機制」世界環境 2010 年 02 期 40 頁。 
182 李義松＝蘇勝利「環境公益訴訟的環保邏輯与法律邏輯」青海社会科学 2011 年 1 期 62

頁。 
183 王応強「試論我国公益訴訟制度的構建」学習論壇 2004 年 1 期 47 頁。 
184 顔運秋『公益訴訟理念研究』(中国検察出版社 2002 年 12 月)。 
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公益訴訟を訴訟における民主の体現と捉える人もいる。 

環境公益訴訟のこうした役割を主張する意見は主に環境公益訴訟の原告を大衆が広く参

加できる環境保護団体と想定している。しかし、実際には一体誰が原告となれるか、また

環境保護団体が本当に大衆と同一視することができるかについては深く検証していない。

ほとんどは立法論的な空想に過ぎない。環境公益訴訟の構想に際してアメリカの市民訴訟

を参照しながら、アメリカの市民訴訟が果たしている役割をそのまま中国の環境公益訴訟

に当てはめようとするイメージがある。「環境公益訴訟を含む公益訴訟は本質上公衆が公共

事務に参加する手段の一つである」185と纏められている。「アメリカの環境市民訴訟制度が

環境法執行の補充と位置づけらている。市民は動員され、環境監督と管理に参加すること

によって企業の環境法遵守を促進し、環境保護の目標を達成する」186と大衆参加の役割を

強調している。さらにアメリカの市民訴訟からの啓発の一つとして「公益訴訟制度は法執

行と監督への公衆参加のイニシアティブを重視し、訴訟費用を被告に負担させる必要があ

る」187と主張する人もいる。 

中国の法学界では環境公益訴訟に期待する上記のような役割はほとんどアメリカの市民

訴訟を意識したものである。これらも環境公益訴訟の立法を促すための立法論的な主張に

過ぎない。いずれにせよ、環境公益訴訟に期待された役割はいずれも環境保護団体、しか

も大衆が広く参加できる環境保護団体による訴訟提起を前提に考えたものである。つまり、

環境行政が十分に機能していない場合、大衆は前面に出て環境保護団体を通じて汚染者を

相手に環境公益訴訟を提起する。それによって、環境行政の機能不全を補完し、大衆も環

境保護団体を通じて訴訟に参加することができるという論理である。環境公益訴訟の立法

後の展開は果たして学界のこうした期待に応えたかどうかは更なる考察が必要である。筆

者は学者たちの期待があまり楽観すぎると考えられる。繰り返して言ったように、中国の

地方政府は実質的に地方の人民法院、検察機関と公安局などをコントロールする権力を持

っている。地方政府のトップは地方において皇帝のような存在と準えられている188。政府

は必ずしも法律の範囲内に限って活動するとは限らない。法律上、環境保護団体に訴権を

付与するとしてもそれは必ずしも人民法院に受理されるとは限らない。たとえ受理された

としても企業に有利な判決を下す可能性がある。さらに、社会団体に対して厳しい管理体

制を敷いているため、環境保護団体は地方政府の意向を無視して環境公益訴訟に踏み切る

とは考えにくい。特に地方の経済発展を支える大手企業を相手とする訴訟提起は何らかの

形で地方政府に阻害される恐れがある。学者たちは中国の環境公益訴訟がアメリカのよう

な役割を果たすことを期待しているが、実際には中国には司法の独立もないので、そのよ

                                                   
185 王太高「環境公益訴訟制度的本質分析与立法借鑑」社会科学輯刊 2013 年 6 期 65 頁。 
186 林燕梅＝成功「美国公益訴訟制度下水汚染案例分析」中国環境法治 2011 年巻(上)96 頁。 
187 李艶芳「美国的公民訴訟制度及其啓示」中国人民大学学報 2003 年 2 期 128~129 頁。 
188 喬徳福『一把手腐敗治理研究』(法律出版社、2015 年)159 頁を参照。地方において自分

が皇帝のような存在と思う地方トップが少なくない。石書軍＝籍俊平「『皇帝意識』与『一

把手』監督」決策諮詢 2003 年 9 期 42 頁を参照。 
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うな期待が結局外れることになるだろう。 

  

第 4 節 環境公益訴訟の理論的基礎 

環境公益訴訟で原告は訴訟請求との間に直接な利害関係がないとされている。それなの

に、なぜ原告は汚染者に対して訴訟を提起することができるか。原告適格を基礎づけるた

めに法学界では公共信託理論、私人検察総長理論、環境権論、環境責任理論を提示されて

いる。そのうち、公共信託理論や私人検察総長理論はいずれもアメリカの環境市民訴訟の

原告適格を基礎づける理論として紹介されている。それに基づいて中国の環境公益訴訟を

創設しようとする思惑が学者の間に広く存在する。 

中国環境公益訴訟の立法が議論されはじめた頃からアメリカの環境市民訴訟189を紹介す

る論文が数多く発表されていた。中国学術文献オンラインサービスの Cnki に「美国公民訴

訟」のキーワードを入力すると、385 本の論文が出てくる。其の中で代表的なのは例えば

2003 年発表された「美国的公民訴訟制度及其啓示」190を挙げることができる。同論文はア

メリカの市民訴訟を次のように紹介している。 

「市民訴訟制度はアメリカ環境保護法における特色のある制度である。市民は法により

企業が法定の環境保護義務に違反し、環境を汚染した行為又は環境保護行政機関が法定職

責を履行しなかった行為に対して訴訟を提起することができる。市民は汚染者に対する訴

訟であろうと、行政機関に対する訴訟であろうと、いずれも市民の個人利益のためではな

い……市民訴訟は性質において公益訴訟である」 

アメリカの環境市民訴訟に見習い、中国の環境公益訴訟を創設しようとする発想が広が

っている。「我が国の環境公益訴訟制度の創設と発展はアメリカ公民訴訟制度の参照による

ところが大きい。その中核をなす内容は社会組織が環境公共利益を侵害した行為に対して

訴訟を提起し、法的手段を以って環境法違反行為を是正することである」191と言われてい

る。それとともに、原告適格を基礎づけるために、アメリカにある公共信託理論や私人検

察総長理論などが紹介されている。 

                                                   
189 アメリカの環境市民訴訟は大気浄化法(Clean Air Act)、清浄水法(Clean Water Act)、絶

滅のおそれのある種の法(Endangered Species Act)、資源保全回復法(Resource  

Conservation and Rocovery Act)など 22 の環境法律に散在している。大気浄化法 505条「本

条(b)等に定める場合を除き、何人も(1)(A)本章の下における排出基準もしくは(B)当該排出

基準に関し行政機関もしくは州が発した命令に違反していると申し立てられるすべての者

(合衆国及び合衆国憲法 11 修正によって認められた範囲内のすべての政府組織もしくは行

政機関を含む)に対して、または(2)行政機関が本章のもとにおける裁量的でない行為もしく

は義務の履行を怠っていると申し立てられている場合にはその行政機関に対して、自らの

利益のために私的訴訟を提起することができる」と規定している。日本にはそれを紹介す

る論文と著作は主として、西村淑子「アメリカの環境市民訴訟」成城法学 63 号(2000 年)154

～155 頁、畠山武道『アメリカの環境訴訟』(北海道大学出版会、2008 年)271～296 頁など

がある。 
190 李艶芳「美国的公民訴訟制度及其啓示」中国人民大学学報 2003 年 2 期 122～129 頁。 
191 馬勇「環境公益訴訟的民間推動」中華環境 2015 年 Z1 期 76 頁。 
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1 公共信託理論   

この理論によれば、国家と人民全体の間には公共自然についての信託関係が成立し、自

然が国民全体の所有する財産であり、国家は受託者として国民の利益のために自然を管理

している。これを紹介する論文はほとんどアメリカミシガン大学ロースクールのサックス

(Joseph L.Sax)の見解を引用している。即ち日照、水、野生動植物など環境要素は国民全体

の所有する公共財産である。国民は公共財産の管理を政府に委ねている。こうして政府と

国民の間には信託関係が成立することになる。環境保護の推進に伴い、公共信託理論は人々

に広く受け止められるようになった。それを一つの憲法原則として数多くの州憲法に書き

込まれ、州政府は公共自然資源の受託者であると規定されるようになったと紹介されてい

た192。 

環境公共信託理論はそのまま中国の環境公益訴訟制度の理論的根拠としようとしている

193。それによると、綺麗な空気と水などの公共自然資源が国民全体に所属する共同財産で

ある。国はこれらの信託財産の受託者として法律上の所有権を持ち、人民全体の利益のた

めに財産を保護、管理しなければならない。政府は公共信託財産の管理人として受益者の

利益のために管理活動を行なっている。受託者としての政府がその職責の履行を怠った場

合、国民は公共自然資源の所有者として、空気、水そのほかの資源を破壊する者に対して

訴訟を提起することができる。環境公共信託理論に基づく環境公益訴訟制度の目的は環境

公共利益の擁護であり、環境公共利益に危害を及ぼしまたは及ぼす恐れのある行為を是正

することにある。その本質は私権による私権への監督または私権による公権への監督と捉

えられている。これは環境そのものを国民全体に所属する信託財産と見なし、政府の管理

に委ねているという見解である。 

このように公共信託理論で中国の環境公益訴訟を基礎づけようとする学者が数多くいる

ものの194、それが中国の現状には当てはまらないと言わざるを得ない。自然資源について、

政府を受託者とし、国民を所有者とするのは適切ではない。そもそも、自然資源は法律上

国家所有のものと定められている195。国家所有はすなわち国民全体所有のものだと物権法

に定められているものの、実際には政治的民主化の欠如により政府は国民から制約を受け

                                                   
192 候宇「美国公共信託理論的形成与発展」中外法学 2009 年 4 期 625 頁。 
193 謝玲前掲注（72）129 頁参照。 
194 ほかにアメリカの公共信託理論を紹介する論文として、張頴「美国環境公共信託理論及

環境公益保護機制対我国的啓示」政治与法律 2011 年 6 期 112～120 頁。李琳莎＝王曦「公

共信託理論与我国環保主体的公共信託権利和義務」上海交通大学学報 2015 年 1 期 57～64

頁。肖澤晟「公共信託理論与公共財産権保護」中国法学会行政法学研究会編『財産権与行

政法保護――中国法学会行政法学研究会 2007 年年会論文集』(武漢大学出版社、2007 年)762

～789 頁。 
195 物権法 46 条「鉱山資源、水資源、海域は国家の所有に属する」、48 条「森林、山嶺、

草原、荒地、干潟などの自然資源は国家の所有に属する。ただし、法律に集団所有に属す

ると規定する場合はこの限りではない」、49 条「法律に国家の所有と規定する野生動植物資

源は国家の所有に属する」。 
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ず、国民と政府の関係を信託関係と捉えるのが適切とは言えない。実際に政府主導の開発

により環境汚染や破壊が発生したとしても国民はそれを是正することができない。 

2 私人検察総長理論   

 私人検察官理論を紹介す人はよくアメリカ最高裁判所の意見を引用している。即ち「官

僚による違法行為を阻止するために、国会は誰かの官僚例えば検察総長に公共利益のため

に訴権を付与することができる。そうすれば一つの実際紛争が存在することになる。また、

国会は官僚ではなく、私人又は私人団体に訴訟を提起する権利を付与することもできる。

こういう場合、検察総長のように一つの実際的紛争が存在することになる。国会が官僚又

は官僚ではない者にこのような紛争についての訴権を付与することはたとえ訴訟の目的が

公共利益のためであっても憲法には禁止されない。訴権を付与された者は私人検察総長で

あると言ってもいい」196を引用しながら、アメリカの私人検察官理論を説明していた。其

の上で、「アメリカの市民訴訟は正に私人検察官理論に基づいて創設されたのである」と断

定し中国の環境公益訴訟制度を創設する際に、アメリカ公民訴訟における原告適格、被告、

訴訟請求、訴訟費用の負担などについてアメリカの市民訴訟を参照すべきであるとの主張

もなされている。 

 「私人検察総長理論は市民個人が公共利益を主張することを根拠づけた。私人も公共利益

を代表することができるようになった。環境公益訴訟の原告は市民個人に拡大することが

可能となった」197や「私人検察総長理論は実質において私人は公共利益を守るために、法

律の授権により検察総長に類似する訴訟提起資格を有することである」198などが言われて

いる。 

3 環境権理論  

 環境権に基づいて原告適格を基礎づけようとする論者もいる。環境権の中身は必ずしも

明確ではないものの、よい環境状態を享受する権利である点で一致していると思われる。 

 環境権利を享受主体によって環境権を私人的権利と団体的権利とに分けられている。団

体的権利を主張する者は大衆環境権という概念を持ち出して、「大衆環境権は市民個人が環

境という公共物に対する非排他的な権利である。この大衆環境権は排他的な私権ではなく、

国家又は政府の公権力でもない。環境公益訴訟の原告と損害された環境、資源、生態との

関係は排他的な私権関係ではなく、非排他的な環境権関係である」199と原告適格を基礎づ

けようとしている。さらに、環境公益訴訟が救済しようとするのはまさに市民全体の共有

する大衆環境権であると主張されている200。 

また、環境権の主体を明確にせず、私人や団体がよい環境状態を享受する権利と主張す

る者もいる。「環境権利は公民や団体が人間の尊厳を維持し、基本的な生活を営むに必要な

                                                   
196 李艶芳「美国的公民訴訟制度及其啓示」中国人民大学学報 2003 年 2 期 123 頁。 
197 陳亮『美国環境公益訴訟原告適格規則研究』(中国検察出版社、2010 年)184 頁。 
198 陳冬『美国環境公民訴訟研究』(中国人民大学出版社、2014 年)12 頁。 
199 蔡守秋「論修改環境保護法的幾個問題」政法論叢 2013 年 4 期 10 頁。 
200 袁学紅「構築環境公益訴訟生態修復機制実証研究」中国環境法治 2013 年巻下 149 頁。 
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快適な環境を享受する権利である。環境権利の目的は公共的な環境利益の擁護と増進、ま

た環境そのものに対する損害の予防と減少であり、環境汚染による人身的または財産的な

損害の救済ではない」201。 

環境権はあくまでも学説上の議論にとどまり、法律上も裁判上もまだ認められていない。

しかし、それを環境保護法 6 条から導きうると主張する者もいる202。 

 一方、こうした環境権理論に真正面から反対した意見もある。「環境訴訟における公民の

訴訟提起権は環境責任に由来する権利であり、個人利益の実現を目的とする権利ではない。

それは我が国の現行法における告発権である。環境責任理論は集団的利益の意味上の環境

公益訴訟の理論的基礎である」203とも主張されている。 

当初、環境公益訴訟の原告適格を基礎づけるために上述の理論が提示されている。しか

し、いずれも立法論的な構想に過ぎない。特に公共信託理論や私人検察総長理論はいずれ

もアメリカの市民訴訟の原告適格を基礎づける論理である。「アメリカ市民訴訟の理論的基

礎は私人検察総長理論、大衆参加理論、公共信託理論、環境権理論と妨害大衆理論を含む」

204と指摘されている。しかし、これらの理論は中国の現状には当てはまらないと考えられ

る。実際、中国の環境公益訴訟の原告適格はいずれの論理に基づいているとは言えない。

そもそもアメリカの市民訴訟は次の点で中国の環境公益訴訟と違っている。 

まず、中国の環境公益訴訟の原告は訴訟事項と直接な利害関係がないとされている。し

かし、アメリカの環境市民訴訟はそうではない。アメリカの市民訴訟では適格な原告とさ

れる者は訴訟事項について「事実上の利害関係」があることを証明しなければならない205。

「市民訴訟においても、通常の訴訟と同様、原告は原告適格を有する者でなければならな

                                                   
201 王小鋼「以環境公共利益為保護目標的環境権利理論」法制与社会発展 2011 年 2 期 58

頁。 
202 王燦発「公益訴訟不会導致濫用訴権」別濤編『環境公益訴訟』(法律出版社、2007 年)90

頁を参照。同論文は環境保護法 6 条の「告発する権利」を「訴訟を提起する権利」と解釈

することを提言している。 
203 徐祥民＝凌欣＝陳陽「環境公益訴訟的理論基礎探究」中国人口資源与環境 2010 年 1 期

154 頁。 
204 陳冬「美国環境公民訴訟的理論基礎之探析」鄭州大学学報 2003 年 6 期 115 頁。 
205 アメリカ市民訴訟における「何人」は損害を被らなくても環境損害をもたらす汚染者を

訴えることができると理解されがちであるが実際にはルハンⅡ判決では「政府に対する訴

訟であって少なくとも具体的な損害の要件が維持されねばならないことは明らかである」

として損害の発生は権力分立原理または憲法三編の事件・争訴要件に由来する憲法上の不

可欠の要件であり、市民訴訟においてもそれを省略できないとしたこと、および憲法二編

の慎慮条項を根拠に、議会といえども、法を執行する権限の一部を大統領から一般市民に

移譲することはできないと述べたことである。畠山武道『アメリカの市民訴訟』(北海道出

版会、2008 年)282 頁。中国にも同様なような指摘がある。「連邦最高裁判所が原告適格の

有無を判断する際の基準が時代とともに変遷するとしても、当事者間の具体的対抗性とい

う目的を確保することには変わりがない。20 世紀において事実上の損害要件(injury-in-fact 

requirement)という最も緩い原告適格の基準を採用したとしても、それを具体的対抗性を

確保する手段としていることには変わりがない。」陳亮・前掲注（50）122 頁参照。 
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い。最高裁判所は一般に原告適格について、二つの要件、憲法上の要件及び自制的要件を

充たすことを要求している。憲法上の要件とは合衆国憲法三条の『事件性又は争訟性』の

要件を充たすこと、すなわち、司法判断に適する法的問題に関する現実の争いが存在する

ことである。自制的要件とは原告の主張する利益が憲法又は関連する制定法の規定により、

保護され、又は規制された『利益ゾーン』の範囲内にあるという要件である」206。 

次に、アメリカでは市民個人の訴訟提起が認められているのに対して、中国の環境公益

訴訟では市民個人による訴訟提起が認められていない。 

  

第 5 節 小括 

 以上の考察から次のことをまとめることができる。 

一、環境悪化は権威主義体制による構造的な問題である。 

 中国の環境悪化は当局の経済発展の重視と環境保護の軽視によるものであることが明ら

かになった。「経済発展を重視し、環境保護を軽視し、環境を犠牲にしてでも経済成長を実

現しようとし、目先の利益や地方の利益しか考えない地方がある」
207
と指摘されている。 

 環境保護は立法機関、行政機関、司法機関など閉鎖的な権力集団の内部調整に委ねられ

ている。なお、これらの権力機関は党の支配下に統一されているため、党の政策の実現に

協力しあう関係にある。普通の市民は反射的にしかこれらの権力機関の作りだした環境を

享受することができない。市民はこれらの権力機関の外に締め出されているため、権力機

関の内部での調整がたとえ環境悪化の方向で進んだとしてもそれを是正することができな

い。国民から制約を受けない権力機関は権力濫用や不作為をやったとしても、国民から何

らかの責任を追究されることはない。「中国の現状においては、人民代表大会が行政権力に

対する監督が健全ではない。官僚は国民からの圧力を受けず、政治的責任を負う圧力は主

に党と政府の内部から来るのである」208。「中国の地方における環境ガバナンスの機能不全

は権威主義政治体制によるものである。権威主義の下で中央集権が強化され、政府による

統制が厳しいため、大衆参加も情報の公開と透明も制限されている」209と鋭く指摘されて

いる。 

 行政機関の権限不足が環境悪化の原因の一つと指摘されたのが的外れと言わざるを得な

い。政府は環境改善に取り組まなかったのは環境保護より経済発展のほうを重視するから

である。今環境悪化をこれ以上放置することができないところまで来ていると、政府はよ

うやく環境保護重視の姿勢を打ち出した。温家宝元首相が六回目の全国環境保護大会で「経

済発展の重視、環境保護の軽視から環境保護と経済発展の均等重視に方針転換しなければ

                                                   
206 西村淑子「アメリカの環境市民訴訟」成城法学 63 号(2000 年)154～155 頁。 
207 温家宝「全面落実科学発展観加快建設環境友好型社会」国家環境保護総局編『貫徹「国

務院関於落実科学発展観加強環境保護的決定」和六次全国環境保護大会精神学習材料』(中

国環境科学出版社、2006 年)47 頁。 
208 汪勁『環保法治三十年：我们成功了吗』(北京大学出版社、2011 年)263 頁。 
209 冉冉『中国地方環境政治――政策与執行之間的距離』(中央編訳出版社、2015 年)38 頁。 
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ならない」210と述べた。 

 なお、そういう方針転換も権力集団の自律的実行に委ねられている。市民はそれをチェ

ックすることができない。環境法執行を確実なものにするために、環境公益訴訟を環境行

政の代替手段とする思惑が学者の間に広がっている。「環境行政による法執行の力不足は我

が国の環境公益が効果的に保障されず、環境状況が耐えずに悪化し続ける根本的な原因で

ある。環境行政の他に環境公益訴訟という新しい監督方式を設立しなければ、環境保護行

政機関の腐敗を防ぎ、環境行政効率を高め、環境公益を保護する法律目的を実現すること

ができない」211とした。環境公益訴訟によって大衆は環境法執行に参与し、法執行者の判

断力と責任感を強めることができるという監督機能が強調されている。同時に、政府の失

敗を克服し、境法執行を促し、行政機関による環境法執行の不足を補うことができると主

張されている212。 

 環境法執行を補足する機能ばかりが強調され、しかし、環境法執行そのものの改善措置

はあまり言及されなかった。中国の環境悪化を招いた最大な原因が行政機関による不作為

であることは法学者のよく指摘しているところである。その根本的な原因が政治的民主化

の欠如により公権力が縛られていない現体制にある。環境行政の機能不全を解消するため

に何をするべきかについてはあまり議論していない。逆に環境行政の機能不全を無視し、

環境汚染が発生した後の汚染処理に環境公益訴訟を活用しようとする議論ばかりである。

環境法規制とは別途に環境公益訴訟の創設にエネルギーを費やしている。すなわち、現行

政治体制に対する民主化改革による環境法規制の機能不全の解消にはあまり期待できない

という学界の絶望感を垣間見ることができる。当局は学界の議論を利用して、環境公益訴

訟を推進することによって、そうした構造的な問題を覆い隠し、現体制の民主化改革を避

けようとする思惑が透けて見える。当初、環境公益訴訟には行政機関の違法行為を是正す

る環境行政公益訴訟を含む議論があったが、2014 年の行政訴訟法の改正には導入されなか

った。政府は自分の責任を問われることを峻拒する姿勢を崩していない。政府は民主化改

革を拒否し、現体制を温存させようとしている。 

 二、公益の重視と私益訴訟の軽視である。 

被害者による民事訴訟の提起は人民法院に不受理されるのは少なくない。がん村などが

よく報道されているが、がん村などに住む被害者による民事訴訟はあまり見られない。被

害者の被った損害を填補するのは汚染者の汚染コストを内部化させる重要な手段である。

しかし、法学界では不受理の問題を解決する道筋を示さないまま、専ら環境公益訴訟の創

設に力を注いでいる。言い換えれば中国では環境に関して私益を軽視し、公益を重視する

傾向があると言えよう。本当に汚染者の環境汚染コストを高めるなら、環境汚染による被

害者の救済を充実させることが不可欠であると考えられる。しかし、法学界ではそういう

                                                   
210 温家宝・前掲注（207）51 頁。 
211 楚道文＝邱瀟可「環境公益訴訟必要性分析」江西社会科学 2012 年 8 期 153 頁。 
212 李義松＝蘇勝利・前掲注（182）62 頁を参照。 
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現実的な壁に向き合わず、遠回りの道を作るという立法論的な主張が相次いで打ち出され

ている。たとえ環境公益訴訟という新しい制度を創設することができるとしても、今度再

び不受理の問題にぶつかる可能性がある。 
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第 4 章 環境公益訴訟の運用と機能 

 環境公益訴訟はそもそも、誰にも帰属しない環境公共利益の保護を目的とするところで、

私益訴訟と区別されている。それは私益の救済を目的に構築された私法に二つの問題を突

きつけた。一つは原告適格の問題であり、公益訴訟の原告は何故自分に帰属しない利益に

ついて訴訟で争うことができるのかという問題である。もうひとつは実体法上の関係であ

る。即ち、法律上の利害関係がない者を公益訴訟で結び付けると、両者の間に如何なる実

体法が適用されるかという問題である。以下では原告と実体法を基準に環境公益訴訟をい

くつかの類型に分けて分析する。それを通じて、具体的な裁判で誰が原告となるか、原告

がどのような実体法に基づいていかなる訴訟請求を提出するかを解明する。結局、どのよ

うな場面で環境公益訴訟が運用されるのか、それはいかなる機能を果たしたのかを明らか

にする。 

 本稿に使う裁判例の資料について簡単に説明する。環境公益訴訟は新しく導入される制

度であるため、訴訟事件はあまり多くない。なお、環境改善を図る新しい手段として、当

局は大いに宣伝をしているため、それが提起される度にマスメディアに報道されている。

それを手がかりに次のいくつのルートで裁判例を入手した。 

 

          環境公益訴訟の事例の出所 表 5 

番号           出所    事例 

1  『中国審判案例要覧』 [事例 2] 

2  北大法意データベース213 [事例 6] 

3  中国裁判文書網214（http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/） 

[事例 1] [事例 3] 

[事例 4][事例 7] 

[事例 9][事例 11] 

4  雲南法院網(http://www.gy.yn.gov.cn/） [事例 5] 

5  清鎮市人民法院（http://www.gzqz.gov.cn/sites/court/） [事例 8] 

6  中国公益訴訟網215（http://www.pil.org.cn/index.html） [事例 10] 

 

キーワードで判決文を検索できるのは上記のうち 2 と 3 だけである。3 で環境公益訴訟の

                                                   
213 中国で最大の法律データベースで、ホームページは http://www.lawyee.net/である。 
214 最高人民法院の「人民法院がインターネットで裁判文書を公開することに関する規定」

(法釈[2013]26 号、2013 年 11 月 21 公布、2014 年 1 月 1 日施行)の２条が「最高人民法院

がインターネットで中国裁判文書網を設置し、各級人民法院の効力が発生した裁判文書を

統一的に公開し、各級人民法院は中国裁判文書網に公開した裁判文書の質について責任を

負う」と規定するところによると、中国裁判文書網が最高人民法院に運営されている。 
215 弁護士の李剛が立ち上げたウェーブサイトである。当サイトには環境公益訴訟を含む幅

広い「公益訴訟」の情報が掲載されている。 

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/
http://www.gzqz.gov.cn/sites/court/
http://www.pil.org.cn/index.html
http://www.lawyee.net/
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キーワードを入力すると、34 件216の判決と裁定が出てきた。2 で環境公益訴訟のキーワー

ドを入力すると 8 件の裁判例（いずれも 2012 年 9 月 25 日以降の事件である）が出てきた。

4と5はそれぞれ地方人民法院のホームページであり、いずれもキーワードで検索できない。

そこに掲載された裁判例を一々検索することにした。実は環境公益訴訟の注目度が高いた

め、マスメディアとか裁判所のホームページにその事件に関する情報が掲載される217。さ

らに、それを手がかりに裁判所のホームページに掲載される裁判例を入手した。 

 

第 1 節 検察機関原告型 

検察の提起した事例の中では適用される実体法に従い、更に次のような類型に分けるこ

とができると思う。 

1 国家財産に対する不法行為責任を問われる事件 

 [事件 2]218( 広州海事法院 (2008)広海法初字 382 号 判決年月日 2008 年 12 月 9 日) 

原告 X：広州市海珠区人民検察院  

被告 Y：陳忠明 

Y は 2007 年 9 月から訴外の A から 220 平方メートルの部屋を賃借して、工商営業ライ

センスと汚染水排出許可を申請しないまま、クリーニング屋を営んでいた。洗剤の入った

汚染水が浄化されずに下水道に排出され、直接川に流れていた。2008 年 5 月までの 8 ヶ月

間で毎日 40 トンの廃水を排出していた。Y の不法排出行為が発覚した後、海珠区環境保護

局が広州市環境保護科学研究院に環境への影響や、経済損失及び処理費用などの分析と見

積もりを依頼した。広州市環境保護科学研究院は 2008 年 5 月 21 日に、当該廃水に対する

サンプル検査を行い、6 月に「環境影響評価報告書」を作成し、当該廃水排出による直接な

経済損失をモニタリング費用 7806 元、滞納した水資源費 312 元、環境影響経済損失費

109171．21 元、合わせて 117289.20 元と見積もった。ただ、汚染された河川の生態環境の

回復、及びそのほかの間接損失や将来発生する生態回復費用が高いため、具体的な額は正

確な計算を待たなければ成らない。X は Y の不法排出行為による環境への影響経済損失費

計 117289.2 元を請求して訴訟を提起した。また Y が訴訟費用と財産保全費用を負担するよ

う求めた。 

Y が裁判に欠席したため、裁判所は欠席判決を下した。 

＜判旨＞請求認容 

                                                   
216 34 件のうち、環境行政公益訴訟も数件含まれている。 
217 各人民法院は自分の扱う環境公益訴訟をもれなくホームページに掲載し、特にマスメデ

ィアに報道された事件をホームページの目立つところに掲載する。人民法院は環境公益訴

訟を業績としてアピールするニュアンスがある。国は明確に環境公益訴訟を推進する政策

を決定したのを受け、人民法院は自らまたは地方政府の指示に基づいて環境公益訴訟を受

理し、国の政策に迎合する意図があると考えられる。 
218国家法官学院＝中国人民大学法学院編『中国審判案例要覧・2009 年商事審判案例巻』(中

国人民大学出版社＝人民法院出版社、2010 年)482-486 頁。 



70 

 

 本件は海に通じる水域における汚染損害賠償事件である。中国人民共和国水法三条は「水

資源は国家の所有に属する」と規定し、また民法通則七三条は「国家財産は国民全体の所

有に属する。国家財産は神聖不可侵であり、如何なる組織又は個人はそれを侵奪、略奪、

山分け、横領、破壊することを禁止する」と規定したところによると、如何なる単位と個

人も違法に国家所有の水資源を濫用し、破壊してはならない。水資源が濫用又は破壊され

たら、国家は水資源の被った損害を補うため、司法手続きを通じて違法行為者に賠償を求

める権利がある。検察機関は国家の法律監督機関として、違法行為による侵害から国家財

産と資源を守るために検察権を行使できるだけでなく、国家財産と資源が違法行為による

侵害が発生した時に国家を代表して訴訟を提起することもできる。本件で汚染された水域

は国家所有の水資源であり、X の管轄区域内に位置するため、X は Y の違法行為による損

害について訴訟を提起することができる。 

 中華人民共和国水汚染防治法二十条、二十一条、二十二条、二十四条は汚水排出業者に

汚染物質排出許可書の取得、汚染物質排出口の設置、汚染物質排出費の納付などを義務付

けたにもかかわらず、Y が工商営業ライセンスと排水許可書の取得を申請せず、汚染物質排

出費を支払わないまま、クリーニング事業を営んできたのが上記法律に違反したと言わざ

るを得ない。 

 更に民亊訴訟の証拠に関する若干規定の四条一項三号によると、環境汚染による損害賠

償事件について、加害者が法律の規定する免責事由及び行為と損害の因果関係の不存在に

ついて挙証責任を負うべきである。被告が裁判に出頭せず、自分の汚染物質排出行為と河

川の水質の汚染との因果関係がないことを証明できないため、当該河川の水質汚染と被告

の違法排出行為の間に因果関係があると認定する。 

 被告は民法通則百六条と百二十四条の規定により、本件の違法排出行為による環境損害

に対して民亊責任を負わなければならない。 

 広州市環境保護科学研究院は環境影響評価を行う資格を持つ鑑定機関であるため、その

鑑定結果を採用する。鑑定結果によると、水資源費用 312 元と環境影響経済損失費

109171.20 元は被告の不法行為による直接損失であり、被告はこれを賠償すべきである。鑑

定費用の 7806 元は被告の違法行為による損失の見積もりに必要な費用なので、被告はこれ

を負担しなければならない。原告は国家を代表して本件訴訟を提起したので、原告の受け

取る金額はすべて国庫に納めなければならない。 

 よって、民法通則七十三条、百二十四条、百三十四条一項、二項、環境保護法四十一条

一項、二項、水汚染防治法八十五条一項、二項、民事訴訟法百三十八条の規定に基づいて、

次のとおり判決いたします 

 一、被告 Y は環境汚染損失と費用計 117289．20 元の賠償を原告 X に支払い、原告はそ

れを国庫に納めよう 

 二、本件受理費 2646 元は被告の負担とする。財産保全費 1020 元を原告の負担とし、そ

の支払いを免除する。 
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＜コメント＞  

水資源を国家財産とした上で、水汚染防治法の設定した基準値を超える廃水を排出すれ

ば、水資源即ち国家財産が破壊されることになり、検察院は国家を代表して、被告の不法

行為責任を問うことができるとされた。 

1 原告適格について、検察院は国家の法律監督機関であるがゆえに、国家を代表できると

解釈していた。しかし、具体的な法根拠を示さず、検察院の原告適格を認めるなら、他の

すべての行政機関が国家を代表する機関として環境公益訴訟の原告になると解釈すること

ができそうである。 

2 実体法について、水資源を国家の財産としながら、民法通則 124 条の「国家の環境保護

と汚染防止の規定に違反して、環境を汚染して他人に損害を及ぼした場合、法により民亊

責任を負うべきである」と環境保護法 41 条 1 項を適用して、被告の環境汚染による不法行

為責任を認めた。しかし、民法通則 124 条と環境保護法 41 条はいずれも単位か個人への損

害を民亊責任の要件としている。本件では水資源の所有者である国家が民法通則 124 条の

「他人」と環境保護法 41 条の「単位又は個人」に当たると解釈していたらしい。しかし、

もし水資源を国家所有の財産と解釈することができるなら、水資源が破壊されたら、それ

は普通の不法行為として被告の民亊責任を追究できるはずなのに、わざわざ環境汚染によ

る不法行為を組み立てる必要がないのではないか。水資源を国家所有の財産と解釈するア

プローチでは、水質汚濁そのものが国家財産に対する不法行為になる。ただこのような不

法行為では被告の過失や因果関係などの挙証責任が原告にあるので、それを緩和するため

に、民法通則 124 条と環境保護法 41 条を適用したのである。 

要するに、本件は国家財産に対する不法行為と環境汚染による不法行為を組み合わせた

形で、環境公益訴訟を組み立てたのである 

 

2 調停に至る事件 

[事件 3]219(福建省龍海市人民法院(2014)龍刑初字 663 号 判決年月日 2014 年 12 月 17

日) 

公訴人：龍海市人民検察院 

被告人：洪某、姚某 

＜事実の概要＞ 

 2013 年 3 月から 2014 年 3 月 12 日まで、被告人洪某と姚某が他の人と共同で、環境ア

セスメントの手続きを経ないで、龍海市浮宮鎮渓山村龍海市振発給水有限会社のオフィス

                                                   
219 中国裁判文書網

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/fj/fjszzszjrmfy/lhsrmfy/xs/201501/t20150120_6358797.

htm に掲載される判決文による。本件環境公益訴訟が調停に終わったため、中国裁判文書

網に調停調書が掲載されなかった。尚、本件環境公益訴訟は検察院が起訴した刑事訴訟で

付属的に提起したものであり、刑事訴訟の判決で事件の経緯と調停結果が記載されている

ため、本件では刑事判決に基づいて環境公益訴訟の調停結果を紹介することにする。 

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/fj/fjszzszjrmfy/lhsrmfy/xs/201501/t20150120_6358797.htm
http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/fj/fjszzszjrmfy/lhsrmfy/xs/201501/t20150120_6358797.htm
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の一階を賃借して皮革加工工場を設立し、クロムなめし皮革の生産を行なっていた。そし

て、廃水の汚染処理施設を設置しなかったため、重金属を含む廃水を直接南渓に排出して

いた。龍海市環境保護局は 2013 年 4 月 2 日に、期限付きの改正命令を出したが、洪某と姚

某は引き続き生産を続け、ようやく 2014 年 3 月 12 日に福建省環境保護庁に取り締まられ

た。その廃水に対するサンプル検査によると、廃水に含まれるクロムの濃度が一リットル

あたりに 155 ミリグラムに達し、地面に流される清掃水のクロムの濃度が一リットルに

1030 ミリグラムに達し、いずれも国家汚染物質の排出基準の三倍以上を超えていたことが

分かった。被告人二人の行為に対して、龍海市人民検察院は環境汚染罪で起訴すると共に、

付属的に環境民事公益訴訟を提起した。 

＜判旨＞ 

被告人洪某を懲役二年、罰金 20000 元（支払い済み）に処する。 

被告人姚某を懲役二年、罰金 20000 元(支払い済み)に処する 

この裁判確定の日から三年間右刑の執行を猶予する 

「被告人は国家の環境保護法律法規に違反して、有毒物質を排出し深刻な環境汚染を引き

起こしたため、は環境汚染罪に該当し、公訴機関の起訴の罪名が成立する……被告人が公

益訴訟の原告と調停調書に合意し、進んで環境汚染の処理に必要な費用 20 万元を賠償した

ため、情状酌量して軽く処罰することができる。よって、刑法 338 条、67 条３項、及び最

高人民法院と最高人民検察院の『環境汚染刑事事件の処理における法適用に関する若干問

題の解釈』1 条 3 項と 5 条220の規定により、主文の通り判決を下す」 

＜コメント＞ 

 本件では、検察院は被告人を環境汚染罪で起訴すると共に、環境民事公益訴訟を提起し、

環境汚染処理に必要な費用を求めていた。しかし、被告人は検察院の原告適格及び訴訟請

求の実体法根拠を争うことなく、環境汚染の処理費用の支払いに応じた。さらに、人民法

院は最高人民法院と最高人民検察院の共同で制定した『環境汚染に係る刑事事件の法適用

における若干問題に関する解釈』の５条「刑法 338 条、339 条に規定する犯罪行為を行っ

た者は損失拡大の防止、汚染除去のために即時に措置を取り、進んで損失を賠償した場合、

情状酌量して処罰を寛大にすることができる」を持ち出して、被告人の刑罰を軽くした。

本件が示したように、環境汚染罪を犯した者が同時に検察院に環境公益訴訟を提起される

可能性があり、更に環境公益訴訟で求められる環境汚染処理費用の支払い如何によっては

刑事裁判での量刑が影響されることになる。そうなると、被告人は環境公益訴訟でいくら

請求されても応じざるを得ないだろう。もし、検察機関の環境公益訴訟の原告適格が認め

られるなら、環境汚染行為に対する威嚇効果が一気に拡大するが予想される。本件でも見

られるように、中国では刑事裁判と民事裁判がはっきり分けられず、刑事裁判の結果は民

                                                   
220 刑法三百三十八条、三百三十九条に規定する犯罪行為を実施し、しかし即時に措置を取

り、損失の拡大を防止し、汚染を除去し、積極的に損失を賠償する場合、情状を酌量して

軽く処罰することができる。 



73 

 

事裁判にも影響されることになる。まるで刑事裁判の中にも民事裁判があるというような

様相を呈している。 

なお、本件では何故検察院は環境公益訴訟を提起することができるかについてその法的

根拠を明示しなかった。しかし、この事件に関する報道によると、当時は検察院が公益訴

訟の原告とすることに反対する意見が高まる中、原告は本件訴訟を提起するかどうか躊躇

っていた。その後、中国共産党第十八回四中全会が開かれ、「全面的な法治国家の推進にお

ける若干重大問題に関する中共中央の決定」221が打ち出された。其の第４部分の「司法公

正を保証し、司法の信頼度を高める」において「検察機関による公益訴訟制度の創設を探

索する」が盛り込まれたことを受けて、本件公益訴訟の提起が勇気付けられた222。20 万元

の金額は、工場の生産過程における水道料金の 2 万元から廃水排出量を 8000 トンと見積も

られ、更にその 8000 トンの廃水を排出するために 20 万元の費用を環境保護局に支払わな

ければならないと龍海市環境保護局は算出した。龍海市検察院は正に環境保護局の試算を

根拠に、環境公益訴訟において汚染処理費用 20 万元を請求したと説明されていた。 

 

3 小括 

検察機関による環境公益訴訟は 2015 年 7 月 3 日の「検察機関による環境公益訴訟の提起

に関する試案」(以下は試案という)の公布を境に、2 段階に分けることができる。表 6 はそ

れまでに検察機関の提起した訴訟であり、表 7 はそれ以降に検察機関の提起した訴訟であ

る。 

 

           検察機関による事件一覧 1 表 6223 

番号 時間 事件名    訴訟請求 

1 2003 楽陵市検察院訴金鑫化学工場  

2 2003 阆中市検察院訴群発骨粉工場  

3 2008 長沙望城県検察院訴長沙坪塘セメント

有限会社 

 

4 2008 清鎮市人民法院、貴陽市検察院訴熊金

志、雷章、陳廷雨 

調停(原状回復) 

5 2008 広州市珠海区検察院訴新中興クリーニ  

                                                   
221 「中共中央関於全面推進依法治国若干重大問題的決定」新華社 2014 年 10 月 28 日

http://news.xinhuanet.com/2014-10/28/c_1113015330.htm(最終訪問 2015 年 3 月 14 日) 
222 林志南＝張輝「福建龍海市検察院：探索公益訴訟『一案』開審」正義網

http://www.jcrb.com/procuratorate/jckx/201501/t20150119_1469663.html（最終訪問 2015

年 3 月 14 日） 
223 資料は王社坤「検察機関提起環境公益訴訟的原状与建議」環境経済 2013 年 4 月 112 に

掲載されるものによる。なお、判決文など事件に関する詳しい情報は掲載されていないた

め、事件の粗筋しか紹介できない。情報を把握していないところは空白欄にしておく。 

http://news.xinhuanet.com/2014-10/28/c_1113015330.htm(最終訪問2015年3月14
http://www.jcrb.com/procuratorate/jckx/201501/t20150119_1469663.html（最終訪問2015年3月14
http://www.jcrb.com/procuratorate/jckx/201501/t20150119_1469663.html（最終訪問2015年3月14
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ング屋 

6 2008 新余市渝水区検察院訴李某、曾某夫婦  

7 2009 重慶市南川区検察院訴双赢化学工場  

8 2009 広州市番禺区検察院訴東湧東泰皮革染

整工場 

 

9 2009 無錫市錫山検察院訴李某、劉某  

10 2009 星子県人民検察院訴某石材工場  

11 2010 重慶市壁山県検察院訴重慶欧某畜禽養

殖専業合作社 

 

12 2010 広州市番禺区検察院訴番禺博郎五金工

場 

 

13 2010 広州氏白雲区検察院訴白雲区養豚場経

営者梁中強 

 

14 2010 広州市白雲区検察院訴養豚場経営者杜

加華 

 

15 2011 平湖市検察院訴嘉興市緑谊環保服務有

限会社 

 

16 2012 番禺区検察院訴某食品工場  

17 2011/09/23 
宝安区人民法院、宝安区人民検察院訴

深燃石油ガス有限会社 

調停（侵害停止、妨害排

除、危険除去） 

18 2015/01/14 
南山区人民法院、南山区人民検察院、

木材加工会社 

侵害停止、妨害排除、危

険除去 

19224 2014/11/21 
清鎮市人民法院、清鎮市人民検察院、

貴州永安泰実業有限会社 

侵害停止、汚染処理を請

求 

                 

検察機関による事件一覧 2225  表 7 

  時間 受訴法院 原告 被告 訴訟請求226 

                                                   
224 本件について、十八期四中全会において「検察機関による公益訴訟制度を模索する」と

の方針から影響を受けたと明言されていた。http://www.guizhoucourt.cn/fyxw/1063.jhtml

を参照。 
225 これらの事件はいずれも検察日報のホームページ

(http://newspaper.jcrb.com/2016/20161119/20161119_001/20161119_001.html)で「環境民

事公益訴訟」というキーワードを入力して検索したものである。情報を把握していないと

ころは空白欄にしておく。 
226 実際には環境修復のほかに、生態機能損失費や、鑑定費用、弁護士費用などを請求した

ケースが少なくない。本稿との関係で、訴訟請求のうち、環境修復費用だけを取り上げる

ことにする。環境損害賠償を請求したケースもあるが、本質において生態環境修復費用と

あまり違いないので、それを生態環境修復費用と統一する。 

http://www.guizhoucourt.cn/fyxw/1063.jhtml
http://www.guizhoucourt.cn/fyxw/1063.jhtml
http://newspaper.jcrb.com/2016/20161119/20161119_001/20161119_001.html


75 

 

20 2015/12/28 江蘇省徐州

市中級法院

(一審) 

徐 州 市

検察院 

徐州市鴻順造

紙有限会社 

生 態 環 境 修 復 費 用

105.82 万元 

21 2016/4/8 雲南省普洱

市中級法院 

(一審) 

普 洱 市

検察院 

雲南景谷鉱冶

株式有限会社 

環境損害賠償 135.83万

元 

22  2016/6/27 福建省三明

市中級法院 

三 明 市

検察院 

蘇大和、陳章

貴、於全富等 

不明 

23 2016/6/13 江蘇省塩城

市中級法院 

塩 城 市

検察院 

揚州騰達化学

工場など 

環境汚染損害賠償 9706

万元 

24 2016/4/14 江蘇省常州

市中級法院 

常 州 市

検察院 

許建恵、許玉

仙 

生態環境修復費用 150

万元 

25 2016/6/27 山東省臨沂

市中級法院 

臨 沂 市

検察院 

曲樹勇、劉成

良、張士海、

唐寛龍 

生態環境修復費用 141

万元 

26 2016/11/3 江蘇省無錫

市中級法院 

無 錫 市

検察院 

周国平など 8

人 

 

27 2016/11/8 江蘇省蘇州

市中級法院 

蘇 州 市

検察院 

蘇州市旭東科

技発展有限会

社など 3 社、

徐文龍、周書

福など 3 人 

環 境 損 害 賠 償

32880841 元 

28 2016/11/15 湖北省漢江

中級法院 

湖 北 省

検 察 院

漢 江 分

院 

湖北省利川市

五洲牧業有限

責任会社 

侵害停止、生態環境損

失 

29 2016/9/22 湖北省漢江

中級法院 

湖 北 省

検 察 院

漢 江 分

院 

仙桃市毛嘴山

紅廃旧回収門

市部 

 

30 2016/9/20 貴州省遵義

市中級法院 

銅 仁 市

検察院 

貴州玉屏湘盛

化工有限会社 

 

31 2016/4/7 広東省潮州

市中級法院 

汕 頭 市

検察院 

郭松全、黄基

雄、鄭勇、陳

生 態 環 境 修 復 費 用

510．5 万元 
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暁東 

32 2016/3/1 吉林省白山

市中級法院 

白 山 市

検察院 

白山市江源区

中医院 

汚水排出の差し止め 

33 2016/2/29 広東省広州

市中級法院 

広 州 市

検察院 

張玉山 生態環境修復費用 120

万元 

34 2016/2/29 江蘇省泰州

市中級法院 

泰 州 市

検察院 

南通豊越生物

化 工 有 限 会

社、南通恒銘

化工有限会社 

生態環境修復費用 6000

万元 

35 2016/1/18 広東省肇慶

市中級法院 

肇 慶 市

検察院 

麦瑞鐘、麦瑞

標 

生 態 環 境 修 復 費 用

32.19 万元 

 

民事訴訟法が施行後、検察機関による環境公益訴訟があまり見られなかった。中国共産

党第十八期四中全会において検察機関による公益訴訟を模索する内容が盛り込まれた以降、

刑事訴訟に付随して環境公益訴訟を再び提起するようになった。しかし、それが法改正を

行なったわけでもなく、完全に党の意思に基づいて環境公益訴訟を提起している。検察機

関は単独で環境公益訴訟を提起する場合もあるし、刑事事件に付随して提起した場合もあ

る。判決を下した事件では全部検察機関の勝訴に終わった。また、調停に終わった事件で

も検察機関の請求を認めたのがほとんどである。 

しかし、検察院の訴訟請求を認める実体法的根拠は必ずしも明確に示されるとは限らな

い。特に表 6 の事件のうち、8 件は調停に終わった。判決を下した 8 件の実体法的根拠もば

らばらである。言い換えれば、「検察機関による環境公益訴訟の提起は明確な法的根拠がな

い一種の制度的実験であり、高い法律的と政治的リスクを伴うものである」227と言われて

いる。国家法にはまだ検察機関による環境公益訴訟の提起に関する規定がない中、人民法

院は被告に検察院の原告適格を受け入れさせるために被告を説得することさえあった。ま

た、検察院は勝訴を確保するために、事前に人民法院や環境保護局などと意思疎通を図り、

共同で事件を検討し訴訟戦略を練ることもある228。それも、検察院の提起した事件では検

察院の訴訟請求が部分的または全部で認容される原因の一つと考えられている。検察院に

よる環境公益訴訟ができるのは、個別の事件において地元の党や政府のリーダ、上級検察

院及び裁判所とそのリーダの支持を取り付けたからだと挙げられていた。場合によっては

地元の環境保護局と人民法院で話し合いながら事件の審理を進めることもある。要するに、

検察機関は強力な国家権力を後ろ盾に環境公益訴訟で勝訴判決を勝ち取り、又は調停で被

告に訴訟請求を受け入れさせることがよく見られる。 

                                                   
227 王社坤・前掲注（57）51 頁。 
228 王社坤「検察機関在環境公益訴訟中的法律地位及作用調研報告」中国環境法治 2012 年

巻(上)78~79 頁。 
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第 2 節 行政機関原告型 

 行政機関による環境公益訴訟では行政機関が単独でまたは環境保護団体と組んで、もし

くは検察機関を訴訟支援者とするいくつのパターンがある。 

1 林業局は環境保護団体と共同原告となる事件 

[事件 4]229( 福建省連城県人民法院(2014)連民初字 1806 号 判決年月日 2014 年 6 月 19

日) 

原告 X1：連城県林業局 

原告 X2：龍岩市水土保持学会 

被告 Y1：黄永華 Y2：藤継能 Y3：塗志洪 Y4：羅松生 Y5：王増良 Y6：華武  

  Y7：張奎光 Y8：藤焕斌 Y9：樊柏謀 Y10：頼元樹 Y11：羅祥彬 

＜事実の概要＞ 

 2011 年 3 月から、Y1、Y2、Y3、Y4、Y10、Y11 の 6 人は 300 万元を出資して、連城県

のある鉱山（一号鉱山）で違法にレアアースの共同採掘で合意した。2011 年 9 月まで続い

たレアアースの開発は土砂崩れの影響で止むを得ず中止した。その後、Y6、Y7、Y8 と Y9

が加わって、Y らは新たに 1000 万元を共同出資して、二号鉱山に移り、引き続きレアアー

スの採掘に従事していた。2012 年 2 月に二号鉱山が発覚して取り締まられた。 

 一号鉱山と二号鉱山で採掘されたレアアースは Y5 に加工され、販売されていた。2012

年10月まで、レアアースの加工と販売から合わせて1600万元あまりの利益を上げていた。

福建省国土資源庁の鑑定によると本件のレアアースの違法採掘により破壊された資源の価

値は 1626.15 万元にのぼったことが判明された。 

 それだけでなく、被告の違法採掘により、鉱山の所在地及びその周辺の林地の地表は大

いに破壊され、鉱山の所在地の土砂崩れや地滑り、水土の流出が非常に厳しい状況にあり、

道端の斜面が壊され、河川の中に土砂が堆積し、水の流れが阻まれ、また廃棄物が散らば

っていた。2014 年 4 月 10 日、X らは鉱山地域の生態修復に必要な費用の鑑定を福建閩林

司法鑑定センターに依頼した。2014 年 5 月 6 日、福建閩林司法鑑定センターは「鑑定意見

書」を作成し、一号鉱山の違法採掘により破壊された生態の修復に 235846.05 元が必要で

あり、二号鉱山の違法採掘により破壊された生態の修復に 397826．64 元が必要であるとの

意見を示した。 

 Y らが不法採掘行為により林業区域内の生態を破壊したため、民法通則百十七条の規定に

より民亊賠償責任を負うべきとして、X らは民法通則百十七条と民事訴訟法五十五条に基づ

いて、 

①Y1、Y2、Y3、Y4、Y5、Y10、Y11 が一号鉱山により破壊された生態の修復に必要な費

用 235846.05 元を X1 に賠償せよ 

                                                   
229中国裁判文書網

(http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/fj/fjslyszjrmfy/lcxrmfy/ms/201407/t20140718_213795

6.htm) 掲載の判決文による 

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/fj/fjslyszjrmfy/lcxrmfy/ms/201407/t20140718_2137956.htm
http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/fj/fjslyszjrmfy/lcxrmfy/ms/201407/t20140718_2137956.htm
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②Y1、Y2、Y3、Y4、Y5、Y6、Y7、Y8 と Y9、Y10、Y11 が二号鉱山により破壊された生

態の修復に必要な費用 397826.64 元を X1 に賠償せよ 

③Y らが鑑定費用 16000 元、証人費用 2000 元、弁護士費用 16000 元を負担せよ 

と求めて訴訟を提起した。 

＜抗弁＞ 

Y1： X らが弁護士費用の負担を求める法的根拠がない 

Y3： 本件の生態破壊に参与した人は Y ら 11 人だけではない、「鑑定意見書」の中に含ま

れる税金 73146.39 元は合理ではない、弁護士費用の 16000 元も合理ではない。賠償額は被

告ら個人の出資額の割合に応じて算定すべきである 

Y7：弁護士費用の負担は合理ではない、賠償額は被告ら個人の出資額の割合に応じて算定

すべきである 

＜判旨＞請求認容 

 中華人民共和国民亊訴訟法 55 条により、環境汚染により公共利益が損害された場合、法

律の規定する機関と関係組織が訴訟を提起することができる。この条文は包括的な授権で

公益訴訟を提起できる主体の資格条件と法院が公益訴訟を受理できる範囲を与えている。Y

らの違法採掘は国家の鉱産資源に巨大な損失を与えただけでなく、鉱山と鉱山周辺の林地

の地表生態環境にも汚染と破壊を及ぼしたため、Y らは法により刑事責任を負うと共に、環

境汚染と環境破壊の民亊賠償責任を負わなければならない。X1 と X2 は損害を被った森林

生態環境の修復という公共利益の目的で、法律の授権に基づいて本件訴訟を提起したので、

X らの原告適格を認めるべきである。 

 本件は Y らによる共同不法行為である。不法行為責任法 13 条に基づいて、Y らは連帯で

賠償責任を負わなければならない。出資額の割合に応じて賠償責任を割り当てるという Y

らの主張は支持しない 

 本件は X らが自分の利益ではなく、社会公共利益のために提起した公益訴訟である。そ

れによって生じた合理的な費用は被告の負担とするのが相当である。水土の流出による環

境汚染と環境破壊の更なる拡大を防ぐために、損害を被った区域の生態を修復しなければ

ならない。 

 よって、民亊訴訟法 55 条、民法通則 117 条、不法行為責任法 4 条、８条、13 条、15 条

1 項５号、6 号に基づいて、次の通り判決する 

 ①Y1、Y2、Y3、Y4、Y5、Y10、Y11 が一号鉱山により破壊された生態の修復に必要な

費用 235846.05 元を X1 に賠償して、X1 の生態修復専用口座に支払え 

②Y1、Y2、Y3、Y4、Y5、Y6、Y7、Y8、Y9、Y10、Y11 が二号鉱山により破壊された

生態の修復に必要な費用 397826.64 元を X1 に賠償して、X1 の生態修復専用口座に支払え 

③Y らが本件の弁護士費用 16000 元、鑑定費用 16000 元、受理費 10456.73 元、証人費

用 2000 元を負担せよ 

＜コメント＞ 
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1 原告適格については、本件は民亊訴訟法 55 条を適用して、X1 と X2 を「法律の規定

する機関と関係組織」と解釈して、原告適格を認めたのである。しかし、どの「法律」が

規定したかは明言しなかった。 

2 実体法について、本件は民法通則 117 条を持ち出して、Y らの環境汚染と環境破壊に

よる民亊賠償責任を認めた。しかし、民法通則 117 条は国家、集団または個人の財産権に

対する不法行為の民亊責任を規定する条文であり、Y の環境汚染と環境破壊の民亊責任とど

のように繋がるかはあまり論理的には説明しなかった。本件が公益訴訟であることを強調

したことから見ると、本件は環境の修復費用を国家に生じた損失と捉えて、Y らの民事賠償

責任を認めたと推測できる。破壊された生態環境に対する修復費用を国家損失と捉えて、

国家損失の賠償責任を追及するために、環境公益訴訟が活用された。このようなアプロー

チでは、環境汚染による被害者がいるかどうかはともかくして、環境汚染または環境破壊

を引き起こした者はまず国家に対する不法行為責任が生じて、環境公益訴訟による追及の

対象となるだろう。  

 

2 環境保護局は原告として、検察院を訴訟支援者とする事件 

[事件 5]230( 雲南省高級人民法院（2011）雲高民一終字 41 号 判決年月日 2011 年 5 月 26

日) 

控訴人（原審被告）Y1：昆明羊甫聨合牧業有限公司 

控訴人（原審被告）Y2：昆明三農農牧有限公司 

被控訴人（原審公益訴訟人）X：昆明市環境保護局 

原審訴訟支援者：昆明市人民検察院 

2002 年 2 月 4 日に設立された Y1 が本件畜産団地の建設プロジェクトを申請し、建設の

途中、その建設業者を Y2 に変更した。2008 年 7 月 23 日設立された Y2 が 2008 年 12 月

23 日に Y1 の株主となった。2008 年 6 月から Y らは畜産団地プロジェクトの環境汚染処理

施設の竣工検査を通過していないまま、本件牧畜団地の養殖用地を 200 あまりの養豚専業

農家に請け負わせ、請負契約を締結した。契約によると、Y らが豚舎排水などの統一的な管

理を行う。契約締結後から各養豚農家が養豚事業を営んできた。なお、Y らの環境保全施設

が環境評価を経ていないので、豚舎排水が地下水に浸透し、嵩明県楊林鎮大樹営村委会七

里湾大龍潭の水を黒く、臭くした。従来、当該大龍潭からの取水で生産生活を営んでいる

大樹営村委の関係者の飲み水の取得を難しくした。環境モニタリング機関の数回のサンプ

ル検査により、当該水域における大腸菌などの黴菌とアンモニア水準が基準値を遥かに超

えたことが判明された。本件汚染事故が発生後、官渡区環境保護局が行政調査手続きを踏

                                                   
230雲南法院網 http://www.gy.yn.gov.cn/Article/cpws/msws/201202/26193.html に掲載の判

決文による 

 

 

http://www.gy.yn.gov.cn/Article/cpws/msws/201202/26193.html
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まえて、Y2 に養豚事業の停止及び 50 万元の過料という行政処罰を下した。そして、畜産

団地の建設を直ちに停止し、新たに環境アセスメントを受けるよう通知した。2010 年 3 月

9 日、官渡区環境保護局が畜産団地における養豚事業の停止の強制執行を官渡区法院に申し

立てたが、その後 Y2 が過料の支払いと更なる整理、改善及び汚染行為の根絶を承諾したこ

とを理由に強制執行の申し立てを撤回した。 

 しかし、2010 年 2 月 27 日から 3 月 3 日まで、畜産団地から豚舎排水が再び地下水に浸

透し、本件汚染水域の水質汚濁をもたらした。X の依頼を受けて、昆明市環境化学研究院は

本件汚染水域の処理コストを合わせて 417.21 万元（処理プロジェクト投資 363.94 万元、

年間給水コスト 53.27 万元）と見積もった「処理コスト見積書」を作成した。 

それで、X は Y らによる環境侵害の差止め、本件汚染水域の処理に必要な費用計 417.21

万元の賠償、本件汚染事故から生じた専用応急環境モニタリング費用と汚染処理コスト見

積書の作成費用計 155293 元の賠償、及び訴訟費用の負担を求めて、訴訟を提起した。 

 一審は不法行為責任法四条、十五条一項一号と六号、六十五条に基づいて、Y らによる環

境侵害の差止め、一審判決が効力を生じてから十日間以内に昆明市環境公益訴訟救済専用

資金に 417.21 万元の支払い、及び同資金に 132520 元の見積もり費用の支払い、案件受理

費 40176.80 元を Y らの負担とする内容の判決を下した。 

 それに対して、Y らは①既に環境侵害を停止したので、内容が不明な差止めを命じる事実

的及び法的根拠がなくそして行政処罰と重なること、②Y2 が一連の汚染処理対策を取った

ため、汚染水域の水質が根本的な好転を実現したこと、③昆明市環境公益訴訟救済専用資

金に 417.21 万元の支払いを命じられたのは事実的な根拠も実現可能性もないこと、④「処

理コスト見積書」は必要性、科学性及び実現可能性がないので、見積書作成費用を負担す

べきではないことを理由に控訴した。 

＜争点＞ 

①Y らが本件水域環境に対する権利侵害が続いているかどうか、大龍潭の水質が回復したか

どうか、差止めを命じたのは適当かどうか②「処理コスト見積書」の必要性、科学性と実

現可能性があるのかどうか、Y らが処理コストの 417.21 万元と見積もり費用の 132520 元

を負担すべきかどうか、③Y1 が責任を負うべきかどうか 

＜判旨＞  控訴棄却 

環境保護法６条「すべての単位と個人は環境を守る義務があり、環境を汚染、破壊する 

単位と個人に対して告発する権利がある」に基づいて、昆明市環境保護局は環境公共利益

を守るために国家を代表して Y1 と Y2 の環境不法行為に対して民亊訴訟を提起することが

できる。民亊訴訟法 15 条に基づいて昆明市人民検察院は本件訴訟を支持する法的根拠があ

る 

環境保護法 26 条１項により、Y らは環境評価検査と認可を受けた後でなければ営業活動

を展開してはならない。にもかかわらず、Y らは環境評価検査を未だに通過しないまま養豚

事業を営んでいるのは違法生産であり、Y らは養豚事業を停止したが、200 あまりの養豚農
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家が相変わらず養豚事業に従事し、環境への豚舎排水を続けている。そして昆明市環境モ

ニタリングセンターと嵩明県環境モニタリングステーションは水環境の汚染に対する法定

モニタリング機関であり、法的手続きを踏まえてモニタリングを行った結果、大龍潭の水

質の指標の一部分が未だに基準値を超え、飲み水の水準に達していないことを示した。Y ら

が自ら依頼した雲南省製品質量監督センターと雲南省疾病コントロールセンターがモニタ

リングを行う資格がなく、そして連続的なモニタリングではないため、当該報告は昆明環

境モニタリングセンターの作成した報告を覆すに足りないため、昆明環境モニタリングセ

ンターの報告を採用する。よって、Y らは権利侵害行為を続けており、大龍潭の水質が完全

に回復していないと言える。不法行為責任法四条一項により、本件は不法行為事件であり、

Y らに不法行為責任として命じられた差止めは行政処罰のそれと重なるものではない。よっ

て一審判決で差止めを命じたのは適切である 

 昆明環境科学研究院は環境影響評価を行う専門的資格があるため、それが作成した汚染

処理案に関する見積もり報告書が科学性を持っている。大龍潭の水は地下水により形成さ

れる地表水である。汚染された地下水の水質を回復するために高い技術が必要である。既

に汚染された水と汚染される恐れのある水に対する処理案は実現可能性がある。Y ら村民の

飲み水を根本的に保障することができないため、汚染処理施設の設置が必要である。その

ため、昆明環境科学研究院の「処理コスト見積書」を採用する。よって Y らが汚染処理費

用 417.21 万元及び見積もり費用 132520 元を負担すべきではないとの主張を支持しない。  

昆明市人民政府は「昆明市環境公益訴訟救済専用資金」を設置した後、Y らがその資金に支

払うべきとされる汚染処理設備のコストと運行費、及び関係見積もり費用は昆明市人民政

府により「昆明市環境公益訴訟救済専用資金管理弁法」の規定に従い使われる 

 本件畜産団地は Y1 の主導により設立されたものであり、しかも Y1 が養豚農家の一部と

請負契約を締結した。竣工環境評価を経ないまま養豚農家の入場を許可したことに過失が

ある。畜産団地プロジェクトの主体は Y1 から Y2 に変更されたことを関係政府機関の文書

により証明されたが、しかし、Y1 が 2009 年からメタンガス池の建設、汚染水設備の購入、

生の豚の販売などに参与したことを示す証拠がある。Y らは大龍潭の水を汚染する不法行為

を実施する共同不法行為者であるため、Y2 も責任を負うべきである 

 よって、Y1 と Y2 の権利侵害が成立し、相応する民亊責任を負うべきである。Y らの控

訴請求と理由が成立しないため、本院はそれを支持しない。 

＜コメント＞ 

本件は雲南省における最初の環境公益訴訟であり、人民法院報により 2011 年度人民法院

十大典型案件の一つに選出された231。 

1 原告適格について、本件は環境保護法 6 条に基づいて、環境保護局の環境公益訴訟の原

告適格を認めたのである。環境保護法 6 条の「告発する権利」を「訴訟を提起する権利」

と解釈したのである。しかし、こういう解釈は「告発」という言葉の通常の意味を超えた

                                                   
231 「2011 年度人民法院十大典型案例」人民法院報 2012 年 1 月 6 日 B2～B3 面。 
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といわざるを得ない。もし「告発」を「訴訟を提起する」と解釈することができるなら、

すべての単位と個人が環境汚染と破壊を齎す者に対して訴訟を提起することができるよう

になる。しかし、実際には個人が訴訟を提起することがなかなかできない。それと同時に、

最高人民法院の公布した『経済発展方式の転換を加速するために、司法による保障とサー

ビスの提供に関する若干意見』(法発[2010]8 号)の 13 条「法により、環境保護行政機関が国

家を代表して提起した環境汚染損害賠償事件を受理する」をも引用して、環境保護局の原

告適格を補強したのである。要するに環境保護法 6 条の解釈は最高人民法院の通達によっ

て方向付けられたと推察できる。 

2 実体法上の関係について、本件は不法行為責任法 65 条「環境汚染による損害をもた

らす者は不法行為責任を負わなければならない」を適用してYらの不法行為責任を認めた。

しかし、誰のどのような権利利益を侵害されたかは明言しなかった。しかも、汚染された

水域の水質回復に必要な費用を不法行為責任法の 65 条にいう「損害」と捉えて、その賠償

を被告に命じた。更に、本件が公益訴訟であることを強調したことから見ると、不法行為

責任法 65 条の「損害」は環境汚染そのもの、即ち環境損害を含むと解釈したらしい。なお、

不法行為責任法 1 条と 2 条は「民事主体の合法的権益」「人身と財産権益」の保護を目的し

て掲げているから、65 条の「損害」も民事主体への帰属を要求していることが明らかであ

る。それにもかかわらず、本件では誰にも帰属しない環境損害も 65 条の「損害」に当たる

と解釈した。正に担当裁判官が「私益訴訟の枠組みで制定された不法行為責任法を突破し

て、それを公益訴訟に適用し、所謂環境公益訴訟における環境保護局の原告適格を認め、

検察院の訴訟支持者としての地位を確立し、証拠についての規定を作り出し、訴訟利益の

帰属などの問題を解決した」232と言ったとおりである。しかし、なぜ簡単に私益訴訟の枠

組みを突破して、不法行為責任法を環境公益訴訟に適用することができるのかについて詳

しい説明をしなかった。 

一方、本件担当裁判官は「環境公益訴訟の実体法上の権利は大衆環境権であると思う…

…被告が地下水を汚染した行為は地下水資源を破壊しただけでなく、大衆環境権を侵害し

て環境を破壊した。環境局は大衆を代表して、訴訟を提起したのである」233と述べた。し

かし、こうした大衆環境権はどの法律のどの条文に規定されているかは明言しなかった。 

それでも本件訴訟を受理し、判決を下したのは、環境汚染者の汚染代価を払わせ234、環

境行政を増強することにあるといわれている235。さらに本件の背景について次のような経

                                                   
232 譚柏平＝馬芸「雲南省首例環境民亊公益訴訟案件審結的現実意義」中国環境法治 2011

年巻（下）123 頁。 
233 袁学紅「環境公益訴訟実証研究」中国環境法治 2011 年巻(上)125 頁。筆者が言う公衆環

境権は即ち公衆が権利主体として環境を享受、利用、保護する権利及び知る権利である。 
234 袁学紅「能動司法与連動執法――昆明環境司法的創新与実践」二届環境司法論壇

http://www.acef.com.cn/site2/subject/news/43996.shtml。(最終訪問日：2015 年 05 年 31

日)。 
235 譚柏平＝馬芸・前掲注(232)122 頁。同時に、本件の意義として、環境法違法コストの引

き上げを強調している。 

http://www.acef.com.cn/site2/subject/news/43996.shtml。(最終訪問日：2015年05
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緯が報道されている。雲南省では最初の環境公益訴訟事件と呼ばれる本件は提起される前

に、被告の候補となるいくつかの汚染企業から被告を選び出すために、昆明市中級人民法

院環境法廷の裁判官や検察官、環境保護局の責任者及び環境保護団体の関係者が会議を開

いた。結局、一番扱いやすいとされる養豚場を相手に環境保護局は訴訟を提起した。しか

も、訴状も昆明市検察院の指導の下で完成した。環境保護局は提訴する前に、被告の賠償

能力を調べたという。それに先立って環境保護団体の重慶市緑色志願者連合会が大手国有

企業の陽宗海国電を相手に提起した環境公益訴訟は結局人民法院に受理されなかった236。

環境保護局は検察院及び人民法院と協力して民営の汚染企業から高額な汚染処理費用を取

る意図が明らかである。しかし、大手国有企業にはなかなか手を出せない。 

訴訟で主に汚染行為の差止めと環境修復費用が求められている。本件で示したように、

環境保護局は汚染者に対して、汚染行為の停止を旨とする行政命令を出した。なお、汚染

者が行政命令に従い、汚染行為を停止しなかった。それに対して、環境保護局は訴訟で再

び汚染行為の停止を求めた。すなわち、環境公益訴訟は行政命令の代替措置として使われ

ている。 

 

3 環境保護局は原告とする事件 

[事件 6]237 (陝西省韓城市人民法院（2012）韓民初字 00179 号 判決年月日 2013 年 1 月

21 日) 

＜事実の概要＞ 

 原告 X：韓城市環境保護局 

 被告 Y：韓城市白矾鉱業有限責任公司 

Y が鉄鉱石の採掘と加工を営む会社である。X は 2007 年 12 月に通報を受けて、Y が法

律に違反して市内の川と川沿いに残滓を排出することについて取り調べたところ、被告の

違法行為及びその違法行為により、環境汚染と生態の破壊及び隠れた危険がもたらされた

ことを判明した。2009年から2011年にかけてXはYに対して何度も改善措置命令を出し、

行政処罰を与えたにもかかわらず、Y は引き続き市内の川と川沿いに残滓を排出していた。

X が環境汚染の見積もりを申請したところ、渭南市中級人民法院は環境保護部環境計画院環

境リスクと損害鑑定見積もり研究センターに本件環境損害の見積もりを依頼した。その鑑

定見積書によると、Y による環境損害費用は川にある残滓の除去費用、植物回復費用、廃石

場に隠れた危険の除去費用を含めて計 100.5 万元であるとされた。また、鑑定費用が 35 万

元であった。Y の環境汚染違法行為に対して X は環境保護を担当する行政機関として相応

の行政処分を下したほかに、Y の民事責任について 

①Y が不法行為による損失と修復費用計 100.5 万元を賠償せよ 

                                                   
236 孟登科「抡起大棒打蚊子――雲南省環境公益訴訟一案出台内情」南方週末

http://www.infzm.com/content/50783。 

237 北大法意（http://www.lawyee.net/Case/Case.asp）掲載の判決書による。 

http://www.infzm.com/content/50783
http://www.lawyee.net/Case/Case.asp
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②Y が本件訴訟費用と鑑定費用 35 万元を負担せよ 

を求めて本件環境公益訴訟を提起した。 

＜抗弁＞ 

X が政府を代表する行政機関であり、本件と直接な利害関係を有する訴訟主体ではないの

で、原告として成り立たない。そして実際に汚染危害の事実も隠れた危険も存在せず、水

質の汚染もないと争っていた。 

＜争点＞ 

X は適格な原告であるかどうか、汚染事実があるかどうか 

＜判旨＞請求認容 

環境保護局は国家を代表して環境資源の管理と保護を行っている。環境は公益性があり、

公共環境の権利を守るため、環境保護局は原告として環境汚染を引き起こした企業を相手

取り訴訟を提起するのは法律の規定に合致している。X は適格な訴訟主体である。被告が環

境汚染を引き起こしたため、法により民事責任を負わなければならない。公共環境の利益

を守るため、環境保護法の 6 条、不法行為責任法の 65 条に基づいて次の通り判決する 

1、Y が X に対し、環境汚染による損害費用238として 100.5 万元を支払え 

2、Y が 35 万元の鑑定費用と 19200 元の案件受理費用を被告の負担せよ 

＜コメント＞ 

1、原告適格について、X が国家を代表して環境資源の管理と保護を担当する法的機関で

あると強調しながら、環境保護法 6 条を打ち出して X の原告適格を認めた。具体的にどち

らを理由に X の原告適格を認めたかは論理的には説明しなかった。 

2、実体法上の関係について、本件は不法行為責任法 65 条「環境汚染により損害をもた

らした者は不法行為責任を負わなければならない」に基づいて損害賠償責任を認めた。し

かし、本件には具体的な被害者がいなかった。つまり上の事例[5]と同じように環境損害が

65 条にいう「損害」にあたると解釈していた。 

原告適格と訴訟請求については[事例 5]で展開された法解釈を踏まえて判断したものと見

られる。なお、[事例 5]と違うのは、本件ではもっぱら汚染者に汚染処理費用の負担を求め

ていることである。 

 

4 国土資源局は原告として、検察院を訴訟支援者とする事件 

[事例 7]239( 雲南省昆明市中級人民法院(2012)昆環保民初字 6 号 判決年月日 2012 年 9 月

                                                   
238 判決文は「環境損害費用」を使っているが、それが川にある残滓の除去費用、植物回復

費用、廃石場に隠れた危険の除去費用を含むため、それを環境修復に必要な費用と見てよ

いだろう。 
239中国裁判文書網

（http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/yn/ynskmszjrmfy/ms/201312/t20131231_187098.ht

m）掲載の判決書による。 

 

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/yn/ynskmszjrmfy/ms/201312/t20131231_187098.htm
http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/yn/ynskmszjrmfy/ms/201312/t20131231_187098.htm
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25 日) 

＜事実の概要＞ 

公益訴訟人 X：雲南省宜良県国土資源局 

訴訟支援者：雲南省宜良県人民検察院 

被告 Y：○○○ 

2010 年 12 月、Y は行政許可を得ないまま、昆明市宜良県のある村でショベルカーとシ

ョベルローダーで燐鉱の採掘を行っていた。採掘によって掘り出された土と岩石が勝手に

堆積されていたため、地表の土壌と植物が破壊され、土砂崩れや土石流など隠れた危険が

もたらされていた。それで Y は宜良県九郷林業ステーションと宜良県国土資源局に行政処

罰に処せられた。また、雲林司法鑑定センターは宜良県森林公安局から鑑定の依頼を受け

て、Y の占用した農地の面積が 18.32 畝に及んだことと鑑定結果を出した。それに基づいて、

宜良県人民検察院は農地の不法占用罪の疑いで Y を起訴し、Y は 1 年 3 ヶ月の有期懲役と

5 万元の罰金の判決を言い渡された。その後、Y が宜良郷郷政府に土地整理費 10000 元を

納めた。しかも Y は上訴しなかったため、刑事判決は既に効力を発生した。 

また Y の違法採掘活動について、X は雲南省地鉱局地球物理地球化学勘査隊に環境破壊

の回復に必要な費用の鑑定を依頼したところ、雲南省地鉱局地球物理地球化学勘査隊は「地

質災害調査評価報告と処理方案」を作成し、Y の不法採掘活動による地質環境保護と処理の

回復費用を 186252 元と見積もった。また、X は本件のために鑑定費 10000 元と弁護士費

用 8226 元を支払った。 

それで、X は 

①Y が不法採掘行為による地質環境保護と処理回復費用 176252元(186252 元から 10000

元を差し引いた)を昆明市環境公益訴訟救済専用資金管理口座に支払え 

②Y が鑑定費用 15000元と弁護士費用 8226元と訴訟費用を負担せよ 

を求めて訴訟を提起した 

＜抗弁＞ 

 違法採掘行為による環境汚染が発生したのは事実ではない。刑事判決では農地の違法占

用が認定されたが、環境汚染の事実が認定されなかった。本件は公益訴訟なので、公益訴

訟の弁護士代理人が弁護士費用を取るのは規定に合わない 

＜争点＞ 

 宜良県国土資源局が本件の公益訴訟人として適格かどうか、環境破壊の不法行為事実が

あるかどうか、公益訴訟人が違法採掘による地質環境保護と処理回復費用及び鑑定費用、

弁護士費用を求めるのは法的根拠があるかどうか 

＜判旨＞請求認容 

 宜良県国土資源局は宜良県の生態、生活環境を保護する目的で、生態、生活環境に危害

を及ぼす環境不法行為責任を追究し、環境不法行為による社会への損失を補い、国家を代

表して被告に対して環境民亊公益訴訟を提起するのは環境保護法６条の規定にだけでなく、
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最高人民法院法発(2010)18 号文「経済発展方式の転換に司法保障とサービスを提供するこ

とに関する若干意見」の中の 13条「法院は法により環境保護行政機関が国家を代表して提

起した環境汚染損害賠償事件を受理し、すべての環境破壊行為には厳しく打撃を加える」

との規定にも合致している。 

 宜良県人民検察院は訴訟支援者として本件を支持したのは国家を代表して人民法院の民

亊裁判活動に対する監督であり、社会公共利益を擁護することの体現であり、民亊訴訟法

14条と 15条にも合致している。 

 不法行為責任の認定について、不法行為責任法 65 条に基づいて、Y の違法採掘行為は既

に環境に対する損害を引き起こしたため、法により環境破壊の不法行為責任を負わなけれ

ばならない。更に不法行為法 4条により、Y は既に刑事罰を受けたが、刑事責任が民亊責任

に影響がないので、X が Y の民事責任を追及するのは事実上と法律上の根拠がある。また X

の主張する鑑定費用と弁護士費用が法律上の根拠があるが、鑑定費用には少し誤りがある

ため、10000 元と認定する。 

 本件は公益訴訟人が社会を代表して被告に権利を主張するものであり、その訴訟の利益

は社会に還元しなければならない。Y が回復費用を昆明市環境公益訴訟救済専用資金に支払

うことを許す。 

 よって、環境保護法６条、不法行為責任法４条１項、15 条１項６号、65 条に基づいて、

次の通り判決を下す 

 ①Y が違法に農地を占用し、燐鉱を採掘する行為は環境破壊を引き起こし、民亊不法行為

に当たる 

②Y が本判決の効力が発生して十日間以内に昆明市環境公益訴訟救済専用資金に 176252

元を支払え 

③Y が鑑定費用 10000 元、弁護士費用 8226 元、本件受理費 3825.04 元を負担せよ 

＜コメント＞ 

1 原告適格について、本件は環境保護法 6 条のほかに、最高人民法院の文書も持ち出し

て原告の適格を認めた。最高人民法院法発(2010)18 号文「経済発展方式の転換に司法保障

とサービスを提供することに関する若干意見」の中ではっきり「法院は法により環境保護

行政機関が国家を代表して提起した環境汚染損害賠償事件を受理し、すべての環境破壊行

為を厳しく打撃する」と規定したことに鑑みると、本件は実質にそれに基づいて原告適格

を認めたと見ることができるだろう。裁判官の判断を決めるのは最高人民の通達である。

裁判官は環境保護法６条の「告発する権利」を「訴訟を提起する権利」と解釈するのは最

高人民法院の通達に基づく実質的な判断を正当化するための外見を作るに過ぎない。 

2 実体法について、本件は不法行為責任法 65 条を適用した。Y の不法採掘行為が環境

に対する損害をもたらしたことを理由に、汚染処理と環境回復費用を認めた。汚染処理と

環境の原状回復費用を環境に対する損害と捉えて、さらに環境に対する損害が不法行為責

任法 65 条にいう「損害」に当たると解釈した。言い換えれば、不法行為責任法における損
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害は必ずしも特定の民事主体に帰属する必要がないということになる。 

訴訟請求から見れば、本件も汚染者に環境汚染処理と環境原状回復の費用を負担させる

目的で運用されていることが明らかである。しかし、こうした費用は実際に汚染された環

境の修復で発生した費用ではなく、環境汚染処理に着手する前に見積もった擬制の環境修

復費用である。 

5 小括 

 以上、行政機関による環境公益訴訟を検討してきた。行政機関の原告適格について、い

ずれも環境保護の義務を負う行政機関であることを強調しながら、環境保護法 6 条を持ち

出して行政機関の原告適格を認めた。汚染者の環境汚染責任を認めるためにはいずれも不

法行為責任法 65 条を適用した。具体的な被害者がいないにもかかわらず、環境汚染による

環境損害を不法行為責任法 65 条の「損害」と解釈して、汚染者の環境に対する不法行為責

任を認めた。このように、環境汚染による被害者の人身的又は財産的な損害がなくても、

環境損害を引き起こす行為も不法行為責任法 65 条の射程に入るようになった。訴訟請求か

ら見ればすべてが環境汚染の処理費用または環境の原状回復費用を求められた。近年中国

では行政機関による環境公益訴訟事件を次の表 8 に纏めることができる。 

 

           行政機関による環境公益訴訟一覧 表 8240 

番号 時間 受訴法院 
          当事者 

訴訟請求 
原告 訴訟支持者  被告 

1 2011/05/26 

雲南省高

級人民法

院 

昆明市環境

保護局 

昆明市人民

検察院 

昆明三農農

牧有限会社

など三社 

環境に対す

る 侵 害 停

止、汚染処

理 費 用

417.21 万

元の負担 

2 2012/06/11 

海口市中

級人民法

院 

海南東塞港

国家級自然

保護区 

 
養殖業を営

む個人 
 

3 2012/12/14 

東営市中

級人民法

院 

東営市環境

保護局 
 

呉海濤、淄博

市周村華益

溶剤化学工

場 

環境汚染損

失 費 用

7425607 元 

４ 2013/01/21 
韓城市人

民法院 

韓城市環境

保護局 
 

韓城市白矾

鉱業有限責

環境汚染に

よる損害費

                                                   
240 1～6 の事件は王社坤「民間環保組織在環境公益訴訟中的角色及作用」『中国環境法治

(2013 年巻下)』(法律出版社、2014 年)192 頁に掲載されるものによる。 
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  任公司 用 100.5 万

元の支払い 

５ 2011/07/27 

昆明市中

級人民法

院 

安寧市国土

資源局 

安寧市人民

検察院 

班志華など6

人 

調停(国家

鉱産資源の

経 済 損 失

44.3512 万

元 の 支 払

い) 

６ 2007/12/10 
清鎮市人

民法院 

貴陽市両湖

一庫管理局 
 

貴州天峰化

工有限会社 

環境侵害の

停止、妨害

排除、危険

除去 

７ 2010/07/09 

仏山市中

級人民法

院 

丹灶鎮人民

政府 

仏山南海区

人民検察院 

広東天乙グ

ループ有限

会社、蘇国

華、郭永由 

汚染処理費

用 1025499

元の賠償 

８241 2014/06/09 
宝安区人

民法院 

光明新区城

建局 

宝安区人民

検察院 

東莞〇〇都

市インフラ

整備会社 

環境汚染処

理 費 用

960.5 万元

を請求 

9 2014/06/19 
連城県人

民法院 

連城県人民

政府、龍岩

市水土保持

学会 

 
黄永華、騰継

能など 11 人 

環境修復費

用 

10 2014/03/25 
東台市人

民法院 

東台市環境

保護局 

東台市人民

検察院 

路志軍、淄博

弛程運輸有

限会社、陽光

財産保険株

式会社、平安

財産保険株

式会社 

交通事故に

よる環境破

壊 の 損 失

101630 元

の賠償 

                                                   
241 当該事件では最初に違法の手がかりを掴んだのは宝安区人民検察院である。なお、民事

訴訟法によると、検察機関が直接公益訴訟の原告として相応しくないため、光明新区のリ

ーダや関係行政機関と宝安区人民法院と話し合った結果、訴訟支援者として本件訴訟に加

わることにしたという経緯がある。蔡佩琼=何文艶「深圳首宗環境汚染公益訴訟案立案」深

圳特区報 2014 年 06 月 10 日 A14 を参照。 
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表 8 にも示されているように、行政機関による環境公益訴訟はすべて汚染者の汚染処理

費用の負担及び汚染行為の停止を求めるものである。しかし、環境保護行政機関は行政命

令で汚染処理と汚染行為の停止を汚染者に命令することができる。環境公益訴訟は完全に

行政命令の代替措置として運用されている。 

 

第 3 節 個人原告型 

[事件 8]242（貴州省清鎮市人民法院（2012）清環保民初字 3 号 判決年月日 2012 年 10

月 24 日） 

＜事実の概要＞ 

原告 X：蔡長海 

訴訟支援者：貴州省清鎮市人民検察院 

被告 Y：龍興光 

Y は本件環境汚染を引き起こした工場の責任者であり、2011 年 5 月 28 日深夜、Y は石

油タンク車を賃借して 30 トン余りの有毒化学廃液を清鎮市焦化汚水処理工場まで運び、そ

の付近にある汚水排水溝に排出して、８トンを排出した後で止められた。当排水溝は市内

の川に繋がるため、有毒化学廃液もそれに沿って公共用水域に流れ込んだ。貴州師範大学

分析テストセンターの調査によると、廃液から当該地域の汚染物排出基準を遥かに超えた

発癌物質が検出された。そのため、Y は別訴で環境汚染罪と不法経営罪に問われ、二年六ヶ

月の有期懲役と 10 万元の罰金を処せられた。そして、X は貴陽公衆環境教育センターとい

う環境保護 NGO に所属するボランティアとして、Y を相手取り本件環境汚染の処理に必要

な費用 107.3 万元（既に 10 万元の罰金を差し引いた後）を清鎮市環境局環境公益資金専用

口座に支払うことを求めて環境公益民亊訴訟を提起した。 

＜抗弁＞ 

X が本件訴訟を提起する資格がない。自分が既に刑事処罰を受けたため、また損害賠償の

責任を負うべきではない。賠償は既に発生した経済損失を対象とするものであるから、原

告の請求した 117.3 万元は仮定の損失であり、実際に発生した損失ではない 

＜判旨＞一部容認 

環境保護法 6 条と水汚染防治法 10 条によると，すべての単位と個人が環境汚染と破壊，

特に水環境の汚染と損害に対して，告発する権利がある。本件では Y が国家法律に違反し

て有毒な廃水を公共水域に排出し、生態環境の破壊を齎したと同時に、公衆の用水安全を

脅かすことになった。Y の行為に対してすべての単位と個人が告発する権利がある。X は環

境保護組織に所属するボランティアとして、自ら本件汚染地域の環境保護義務を負ってい

る。「貴陽市中級人民法院、清鎮市人民法院が環境公益訴訟を推進し、生態文明建設を促進

                                                   
242 清鎮市人民法院

http://www.gzqz.gov.cn/Html/2013_07_11/3250_3592_2013_07_11_86490.html 掲載の判

決文による。 

http://www.gzqz.gov.cn/Html/2013_07_11/3250_3592_2013_07_11_86490.html


90 

 

する実施意見」243の要求に基づいて、X は生態環境の破壊により不特定多数の人々が環境

汚染の危険に晒されていた時、公衆の利益を守るため環境公益訴訟を提起し、法的救済、

環境汚染行為の差止め、妨害排除、危険除去、原状回復などを求めることができる。 

不法行為責任法 4 条と 65 条に基づいて、Y は刑事責任とともに、侵害の差止め、損失賠

償の環境民事責任を負わなければならない。 

環境汚染による損害は生態環境機能の喪失や自然資源の破壊、人身傷害、財産毀損だけ

でなく、汚染拡大の防止、生態環境の回復に必要な合理的な費用も含む。本件では X は貴

州明威環保技術有限会社の作成した「汚染処理方案」に基づいて有毒廃液の処理に必要な

117.30 万元を請求した。もし関係機関が実際にその「処理方案」に従い、汚染処理を行っ

たら、その処理に必要な費用を損害賠償額とするのが相当であると言わざるを得ない。し

かし、実際には「処理方案」が実施されないまま、一年間あまりが経ってしまった。汚染

物質の分解と流動などを考えると、今汚染処理の範囲や数量などを確定できないため、果

たして一年前と同額の処理費用が必要なのかどうかも確定できない。更に Y の負担能力を

考えると、汚染処理費用を損害賠償額とするのが適切ではない。そのため、本件の損害賠

償額を Y が 30 トンあまりの有毒廃液を不法に排出したことにより節約した廃液処理費用

30 万元とする。この賠償金は清鎮市環境保護局環境公益資金の専用口座に振り込み、被告

に破壊された生態環境の修復に使うのが社会環境公共利益の保護という環境公益訴訟の目

的に合致する。 

よって、環境保護法 6 条、水汚染防治法 10 条、不法行為責任法４条、15 条、65 条に基

づいて、次の通り判決を下す 

①Y が環境汚染による損害賠償額 30 万元を本判決の効力が発生して 3 ヶ月以内に清鎮市

環境保護局環境公益資金の専用口座に支払え 

②X のその余の請求を棄却する 

③Y が本件受理費 14457 元を負担せよ 

＜コメント＞ 

1 原告適格について外見上環境保護法 6 条の「告発する権利」を「訴訟を提起する権利」

と解釈して個人の原告適格を認めた。しかし、実際には人民法院の内部文書にもとづいて

判断したのが明らかである。また、検察機関が訴訟支援者として訴訟に加わったことが原

告適格の認定に影響したと推察できる。今までは個人による環境公益訴訟が本件だけであ

る。 

2 本件も不法行為責任法 65 条に基づいて、Y の損害賠償責任を認めた。それに関する

論理は上述の事例とあまり変わりがない。しかし、本件では環境損害の損害額をどのよう

                                                   
243 ２条「本意見でいう環境公益訴訟は特定の国家機関、組織又は個人が法律の規定に従い、

公共環境利益を保護し、生態文明都市建設を促進するため、公共環境利益を損害する行為

に対して、人民法院に提起する訴訟である」。４条２項「公民、法人又はその他の組織も法

律の規定に従い、関係責任主体に侵害の差止め、妨害排除、危険除去、原状回復などの責

任を求めて、環境公益訴訟を提起することができる」。 
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に算定するかをめぐって興味深い判断をしめした。環境損害の算定が難しい問題と認めた

うえで、有毒廃液を処理すれば発生するであろう費用を環境の損害賠償額と認定した。言

い換えれば汚染者が汚染物質の処理を回避することで節約した費用を環境の損害賠償額と

した。つまり、汚染者にとっては汚染物質を普通の廃棄物処理業者に処理を委ねる場合と、

汚染物質を処理せず直接川に排出する場合とコストが同じことになる。汚染者は刑事罰に

ならない限りは、廃棄物処理場に処理を任せることと廃棄物を自然に不法投棄することと

同じ経済負担になり、逆に不法投棄を助長しかねない。 

環境損害の算定が難問であることは本件の示しているところである。上述の事件ではい

ずれも鑑定機関による環境損害の鑑定にもとづいて汚染者の汚染処理費用や環境回復費用

の負担を命じていたが、本件では環境損害に関する新しい算定方法を示した。それもまた

環境損害の算定方法がまだ定着していないことを裏付けている。 

 

第 4 節 環境保護団体原告型 

 環境保護団体が訴訟を提起する際に、他の環境保護団体か、検察院を訴訟支援者につけ

るのが普通である。その具体的な原状に応じて、次ぎの類型に分けることができる。 

1 環境保護団体は単独で原告となる事件 

[事件 9]244(江蘇省無錫市中級人民法院(2014)錫環公民初字 2号 判決年月日 2014年 9月 15

日) 

＜事実の概要＞ 

原告Ｘ：中華環境保護聨合会 

被告Ｙ：宜興市江山生物製剤有限公司 

Y は 1999 年 10 月 26 日に成立し、化学物質の製造、加工と販売を営む会社である。江蘇

省で最大の湖である太湖から二キロしか離れていないところに立地している。1999 年 10

月 9 日から 2007 年 1 月 19 日まで、Ｙは数回に亘り、生産プロジェクトごとに環境保護局

に環境アセスメント申込書を提出したが、いずれも環境保護局から許認可を得られた。 

 2014 年 3 月 25 日、無錫市環境保護局はＹに対して錫環罰決(2014)13「行政処罰決定書」

を下した。当該行政処罰決定書によると、2013 年 8 月 21 日に、Ｙが作業場の洗浄から発

生した汚水は雨水に流され工場外の環境に流れていた。その汚水に含まれるアンモニアが

16.8mg/L、総窒素 27mg/L、総リン 1.8mg/L に達し、いずれも国家と江蘇省の規定する排

出基準を遥かに超えた。Ｙの行為は水汚染防治法二十二条二項「勝手にこっそりパイプを

敷設し又はそのほか監督を逃れる方式で水質汚染物質を排出することを禁止する」との規

定に違反していた。無錫市環境保護局はそれに基づいて改善措置と過料六万元を内容とす

る行政処罰を下した。行政処罰は既に効力を発生し、Ｙが期限通りに過料を支払った。 

                                                   
244 中国裁判文書網

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/jiangsu/jsswxszjrmfy/ms/201501/t20150112_6223394.

htm に掲載の判決文による。 

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/jiangsu/jsswxszjrmfy/ms/201501/t20150112_6223394.htm
http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/jiangsu/jsswxszjrmfy/ms/201501/t20150112_6223394.htm
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 Ｙが行政処罰を受ける間に、2013 年 10 月 8 日に環境保護機関に改善計画を提出した。 

 2013 年 10 月以降、Ｘは通報を受け、Ｙの周辺にある用水路の写真を撮って調べたとこ

ろ、雨水を排出するパイプに汚水が混じって既に周辺環境に一定の汚染を及ぼしたことが

分かった。Ｘは環境保護機関からＹの廃水に含まれる化学的酸素要求量、アンモニアと総

リンなどの汚染物質は「化学工業主要水汚染物質排出基準」の許可する基準を超えたこと

を知っていた。また、環境保護機関からの環境アセスメントと許認可文書によると、Ｙの

行為が環境保護法、水汚染防治法、江蘇省太湖水汚染防治条例に違反するとして、侵害停

止、危害排除、損害賠償及び弁護士費用 41600 元、交通費 400 元と訴訟費用の負担を求め

て訴訟を提起した。 

 それに対してＹが自分が環境保護を重視し、汚染行為を行なわなかった。また、環境保

護局の要求に従い、2013 年 10 月 8 日と 2014 年 7 月 23 日に二回に亘り環境改善計画を提

出し、今既に実施を終えて、宜義市環境保護局の審査許可も得たため、Ｘの請求を棄却す

べきであると争っていた。 

＜裁判官の認定した事実＞ 

 2014 年 7 月 18 日、本件裁判所はＹに対して証拠保全と行為保全措置を取り、Ｙが成立

から 2014 年 7 月までの生産記録表、原材料帳簿と環境アセスメントなどの関係資料を差し

押さえ、Ｙの汚水処理、排出及びその周辺環境への汚染状況について写真とビデオを撮り、

無錫市環境保護局にＹの周辺地域の雨水や汚染処理施設の中の汚水に対するサンプル検査

を依頼した。同時にＹが直ちに汚水の排出を停止せよとの裁定を下した。 

 2014 年 7 月 23 日に、Ｙが既に存在した環境保護問題について更なる改善計画を作成し、

半月以内に実施を完成すると約束した。 

 2014 年 8 月 4 日、無錫市環境保護局はモニタリング報告、現場調査記録、サンプル検査

の説明などを提出した。それによると、2014 年 7 月 18 日に無錫市環境保護局はＹの現場

で採取した廃水のサンプル検査を行った結果、雨水排出口の水は化学的酸素要求量が

626mg/L、総リンが 2.11mg/L、アンモニアが 11.2mg/L で、雨水貯留池の水は化学的酸素

要求量が 105mg/L、総リンが 1.28mg/L、アンモニアが 10.1mg/L で、接触酸化貯留池の水

は化学的酸素要求量が検出できず、総リンが 1.33mg/L、アンモニアが 0.453mg/L で、工場

西側の貯水池の水は化学的酸素要求量が 42mg/L、総リンが 0.83mg/L、アンモニアが

5.27mg/L であることを判明した。 

 2014 年 8 月にすべての改善工事を完了し、雨水と汚水の分離を実現した。2014 年 9 月 4

日、宜義市環境保護局はＹの環境改善工事に対して審査・認可を終えた。2014 年 9 月 9 日

に、Ｙは環境改善工事が既に環境保護局の審査を通ったことを旨とする報告書を法院に提

出した。 

＜判旨＞ 

①Ｙが環境保護機関の環境アセスメント申込書と報告書に対する回答の要求に従い生産経

営を行なうべきであり、周辺環境に汚水とそのほかの汚染物質を排出し、環境汚染と破壊
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を及ぼしてはいけない。 

②Ｙが宜義市環境保護局の「宜義市江山生物製剤有限会社の改善整備に関する審査意見」

の第２条の要求に従い、本判決の効力が発生して三ヶ月以内に健全な環境管理体系と環境

管理制度を制定し、各防止措置を着実にするため、環境保護と汚染処理施設が長期的に運

行することを確保し、基準値の範囲内で排出することを確保する。また本判決の効力が発

生して 3 ヶ月後から十日間以内に本人民法院と環境保護機関に環境整備改善実施状況報告

書を提出せよ 

③Ｙが本判決の効力が発生してからの三ヶ月間で月ごとに本人民法院に宜義市環境保護局

又は無錫市環境保護局の監督検査報告を提出せよ 

④Ｙが期限どおりに環境改善と整備の実施状況に関する報告、環境保護機関の監督検査報

告を提出せず、または環境保護機関の監督検査報告によってＹが法に違反して汚染物質を

排出し、又はそのほかの環境汚染行為があると判明された場合、民事訴訟法 111 条に従い

Ｙの法的責任を追求する 

⑤Ｘが支出した弁護士費用 41600 元はＹの負担とする。本判決の効力が発生して十日間以

内にＸの口座に支払え 

⑥Ｘのその余の請求を棄却する 

⑦案件受理費 840元はＹの負担とする 

「環境保護は国家の基本的な国策であり、すべての単位と個人の法定義務でもある。環境

保護法六条により、すべての単位と個人が環境を保護する義務があり、環境汚染と破壊を

引き起こす単位と個人を告発する権利がある。水汚染防治法十条により、すべての単位と

個人が水環境を保護する義務があり、水環境を汚染し損害する行為に対して告発する権利

がある。民事訴訟法 55条により、環境汚染、多数消費者の合法的権益など社会公共利益を

損なう行為に対して法律の規定する機関と関係組織は人民法院に訴訟を提起することがで

きる。Ｘは環境保護の公益事業を営む非営利組織であり、環境保護のために環境公益訴訟

を提起する行為を励まし、支持すべきである。その訴訟主体資格を確認する。」 

「Ｙは環境に影響を与える生産経営企業であるため、関係プロジェクトの新設、増設と変

更の過程において、規定に従い環境保護機関に環境影響申請書又は環境影響報告表を提出

し、環境保護機関の審査と認可を取得した。Ｙは生産と経営過程において、環境保護機関

の許可通りに基準に従う排出、汚染物質のコントロールなどの環境保護義務を履行すべき

である。しかし、無錫市環境保護局は 2013 年 8 月 21 日に、Ｙが監督を逃れる方式で汚染

物質を輩出していたことを発見し、行政処罰も与えていた。Ｘが現場で取った写真もＹが

雨水のパイプで汚水を排出していたことを示した。更に、本院は無錫市環境保護局に水質

に対するサンプル検査を依頼したところ、Ｙの敷地内にある雨水貯留池と雨水の排出口付

近に含まれる水の中から高濃度の化学的酸素要求量が検出されていた。本院は保全措置を

取った後、Ｙが雨水と汚水のパイプを分けることを内容とする改善計画を作成し、地元の

環境保護機関の同意を得て実施した。以上のことから、Ｙが法律に違反して汚水を排出し
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ていたことを確認する。Ｙの立地が太湖から僅かな距離であり、農地にも近いため、Ｙの

違法排出行為が長期的に続けば、周囲の生態環境及び太湖の水環境に計り知れない重大な

結果を及ぼし、地元の生態環境の安全と健康に危害を及ぼすことになる。環境保護法４１

条により、環境汚染による危害を及ぼす場合、危害を排除し、直接損害を受けた単位と個

人の損害を賠償する責任がある。また不法行為責任法 21条によると、権利侵害行為が他人

の人身と財産の安全に危害を及ぼし、被害者は加害者に侵害停止、妨害排除、危険除去な

どの不法行為責任の負担を請求することができる。原告は環境公益訴訟の原告としてＹに

環境への侵害停止、危害排除を請求したのは法的根拠があり、本院は支持する」 

「本院は保全措置を取った後、Ｙが更なる改善計画を作成した。当該計画は地元の環境保

護機関の同意を得て、更に本院の確認を経た後実施に付した。本件の審理期間において、

雨水と汚水の分流工事が完成し、地元の環境保護機関の審査と許可も得て、敷地内の排水

パイプの敷設も完成し、雨水のパイプでの汚水の排出の可能性を排除し、環境汚染の潜在

的リスクを除去した。これらの改善措置を確認する。しかし、Ｙの改善措置の効果と持続

性を更に固めるために、Ｙはこれからの一定期間内に持続的に環境保護機関の監督と検査

を受け、宜義市環境保護局の『宜義市江山生物製剤有限会社の改善審査と許可に関する意

見』の二条の要求に従い、健全な環境管理体系と環境管理制度を制定し、各種の防止措置

を確実にし、環境保護処理施設の長期的な運行と基準に沿う排出を確保しなければならな

い」 

 「ＸがＹに弁護士費用の負担を求めることについて、明確な現行法規定がないものの、

敗訴側は勝訴側の弁護士の費用の全部又は一部を負担するのは法律の公平と正義にも合致

し、そういう先例もあった。特に本件は環境公益訴訟であるため、最高人民法院の『環境

資源の裁判を全面的に強化し、生態文明建設に強力な司法的保障を提供することに関する

意見』の十四条によると、環境公益訴訟の原告は被告に損害発生の予防費用と環境回復費

用、自然資源など生態環境の破壊による損失及び合理的な弁護士費用、取調べ費用、鑑定

評価費用などの訴訟支出を請求する場合、事件の審理状況に応じて支持することができる。

また 15 条によると、原告が勝訴した場合、原告の支出した合理的な弁護士費用、取調べ費

用、鑑定評価費用などの費用を被告の負担と命じることができる。本件における原告弁護

士の取調べの回数、難しさと実際の訴訟参加の状況から見れば、Ｘが求める 41600 元の弁

護士の費用の負担は合理的な範囲内であるため、本院はそれを支持する。」 

 よって、環境保護法 6 条、41 条 1 項、水汚染防治法 10 条１項、22 条、不法行為責任法

15 条、21 条、民事訴訟法 55 条に基づいて、主文の通り判決する。 

＜コメント＞ 

 本件ではＹはＸの原告適格について争わなかったにもかかわらず、裁判所はＸの原告適

格を基礎付けるものとして、環境保護法 6 条「すべての単位と個人が環境を保護する義務

があり、且つ環境汚染と破壊を引き起こす単位と個人を告発する権利がある」、水汚染防治

法 10 条「すべての単位と個人が水環境を保護する義務があり、水環境の汚染と損害を及ぼ
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す行為に対して告発する権利がある」、民事訴訟法 55 条「環境汚染、多数消費者の合法的

権益など社会公共利益を損なう行為に対して、法律の規定する機関と関係組織が人民法院

に訴訟を提起することができる」を持ち出した。 

 具体的にどの条文に基づいて原告適格を認めたかは不明であるが、環境保護法 6 条を引

用したことで、これまでの環境公益訴訟の原告適格をめぐる裁判所の判断を踏襲したもの

とみることができる。同時に民事訴訟法 55 条を引用したことは、従来の裁判所の判断を覆

したものと見ることもできる。2013年1月1日から改正後の民事訴訟法が施行したものの、

55 条に基づいて提起した環境公益訴訟が相次いで裁判所に門前払いされた。その理由とし

ては、55 条に規定する関係社会組織も法律で定めなければならないという立場を取ったか

らである。しかし、本件ではＸの環境保護を目的とする非営利組織であることを強調した

ながら、55 条に基づいて原告適格を認めた。。 

 実体法については本件では不法行為責任法 15 条と 21 条を引用して、侵害停止と妨害排

除を命じた。しかし、21 条は不法行為による被害者の存在を想定するものであり、侵害停

止、妨害排除、危険除去などを請求できるのはあくまでも被害者である。本件では中華環

境保護連合会も不法行為責任法 21 条にいう被害者にあたると解釈された。しかし、中華環

保聨合会は環境汚染行為により被害を受けたわけでもない。Ｙの不法行為責任を認めたも

のの、誰に対する不法行為なのかははっきりしなかった。判決の中では、Ｙの違法排出行

為の事実を認定したら、直ちにＹの不法行為責任を認めた。損害及び損害との因果関係に

は言及しなかった。不法行為責任法 21 条は他人の人身と財産の安全を脅かすことが要件と

なっているが、本件はそれにも触れないまま Y の不法行為責任を認めた。 

  

2 環境保護団体は共同原告となる事件 

[事件 10] 245(貴州省清鎮市人民法院 (2010)清環保民初字 4 号 判決年月日 2010 年 12 月

30 日) 

＜事実の概要＞ 

原告 X1：中華環保連合会246 

原告 X2：貴陽公衆環境教育センター 

被告 Y：貴陽市烏当区定扒製紙工場 

                                                   
245 中国公益訴訟網 http://www.pil.org.cn/q_aj/q_ajpage_996.html 掲載の判決書による。 
246 中華環保連合会は中華人民共和国国務院から批准を得て、民政部に登録し、中華人民共

和国環境保護部の主管の下、環境保護事業に熱心な人、企業、事業単位などから結成され

る非営利性の全国的な社団組織である。

(http://www.acef.com.cn/about/introduction/2013/1224/10513.html)の紹介による。その名

誉主席を務めるのは全人代常務委員会副委員長の周鉄農と顧秀蓮、及び全国政治協商会議

委員会副主席の張榕明である。また主席を務めるのは元国務委員、全国政治協商会議委員

会の元副主席の宋健である。環境保護部部長の周生賢が中華環保連合会の副主席の一人で

ある。ですから中華環保連合会は NGO というより、官製の環境保護団体として GNGO と

いうほうが適切かもしれない。 

http://www.pil.org.cn/q_aj/q_ajpage_996.html
http://www.acef.com.cn/about/introduction/2013/1224/10513.html
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Y が 1993 年に創設され、使用済み用紙のリサイクルを業とする製紙工場である。 

操業開始から Y は廃水の排出許可を取得しないまま、生産過程から生じた廃水を密かに本

件の川に排出していた。それに対して、環境保護行政機関が複数回に亘り Y に期限付きの

改善措置を命令し、過料も課したにもかかわらず、Y が廃水排出の再発防止を承諾したもの

の、実際には昼間で廃水を貯水池に溜めて、夜の 6 時から翌朝の 7 時まで密かに廃水を川

に排出していた。調べによると、Y が毎日排出している廃水の量は 600 トンに上った。裁

判所の依頼を受けて、貴陽市環境センターモニタリングステーションは廃水のサンプル検

査を行ったところ、汚染物が法律の規定する基準値を遥かに超えて、川の水質汚染を引き

起こしたことが判明した。それに対して、X らは環境保護を目的とする非営利社会組織とし

て公共環境利益を守るために 

①Y が直ちに排出行為を停止し、廃水による川への危険を除去せよ 

②Y が X1 の支出した合理的な費用 10000 元(弁護士費用)を支払え 

③Y が訴訟費用を負担せよ 

を求めて、本件訴訟を提起した 

＜判旨＞請求認容 

  水汚染防治法 20 条１項「国家は汚染物質排出の許可制を取る」と３項「企業と事業単位

が汚染物質排出許可なしに、または汚染物質排出許可証に違反して前項の規定する廃水と

汚水を排出してはならない」によると、企業は汚染物質を排出するためには汚染排出許可

証を取得し、その許可証に記載される汚染物質のみ排出することができる。Y の汚染物質排

出許可証にはただ二酸化硫黄と粉塵などが記載れているが、廃水が含まれていない。つま

り、Y が廃水を排出してはならない、にもかかわらず、Y は昼間に廃水を貯蓄水に溜めて、

夜になると、密かに廃水をすべて川に排出していた。なお、廃水には法律の規定する基準

値を遥かに超える汚染物質が入っているため、川に汚染を引き起こし、公共利益にも危害

を齎した。よって、Y の行為が水汚染防治法 20 条１項、３項と 22 条 2 項「密かにパイプ

を敷設して、又はそのほか監督を逃れる方法で汚染物質を排出してはならない」にも違反

したので、不法行為民事責任を負い、直ちに排出行為を停止し、川にもたらされた危害を

除去しなければならない。 

 環境保護法 6 条は「すべての単位と個人は環境保護の義務があり、環境汚染と破壊を齎

した単位と個人を告発する権利がある」と規定したところによると、汚染者に対して公益

訴訟を提起することはそういう権利の行使の方法である。更に、「貴陽市の生態文明建設促

進条例」の 23 条も「検察機関、環境保護管理機関、環境公益組織が環境公共利益のために、

法律により環境汚染と資源破壊の行為に対して訴訟を提起し、権利侵害の停止、妨害排除、

危険除去と原状回復などを求めることができる」と規定した。本件においては、X らは合法

的に登記した環境保護組織であり、公共利益が侵害されたにもかかわらず、具体的被害者

による訴訟がない場合、侵害された公衆環境利益を代表して環境公益訴訟を提起すること

は法律法規により監督、告発の権利を行使する方法である。 
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 よって、民法通則 106 条 2 項「公民、法人は過失により国家、集団の財産、他人の財産、

人身を侵害した場合、民事責任を負わなければならない」、不法行為責任法 65 条「環境汚

染により損害をもたらした場合、汚染者が不法行為責任を負わなければならない」、不法行

為責任法 15 条にもとづいて次の通り判決する 

 ①Y は直ちに廃水の排出を停止し、川にもたらされた危害を除去せよ 

 ②Y は判決の効力が発生して十日間以内に X1 の支出した弁護士費用 10000 元を支払え 

 ③Y が本件の検査費用 1500 元と受理費 60 元を負担せよ 

＜コメント＞ 

1 原告適格について、本件でははっきり環境保護法６条にいう「告発する権利」を「訴

訟を提起する権利」と解釈して、同時に貴陽市の地方条例を持ち出して環境保護団体の原

告適格を認めた。上述の事例と同じように、裁判官は地方条例に基づく実質的な判断を正

当化する外見を見せ付けるために、環境保護法 6 条を上記のように解釈したと言える。 

2 実体法について、本件では不法行為責任法 65 条を適用して、Y の不法行為責任を認

めた。しかし、被告の環境汚染行為によって誰がどのような損害を被ったかを明言しない

まま、ただ、Y の排出行為が関係法律に違反し、環境汚染をもたらしただけで、Y の不法行

為責任を認めた。環境汚染を環境損害と捉えた上で不法行為責任法による環境損害の回復

を図ろうとしている。 

 

3 環境保護団体は原告として、検察機関を訴訟支援者とする事件 

[事件 11]247 江蘇省高級人民法院（2014）蘇環公民終字 00001 号 判決年月日：2014 年

12 月 30 日 

＜当事者＞ 

控訴人 

Y1：江蘇省常隆農化有限会社 

Y2：泰州錦匯化工有限会社 

Y3：江蘇施美康薬業株式会社 

Y4：泰興市申龍化工有限会社 

原審被告 

Y5：泰興市富安化工有限会社 

Y6：泰興市臻慶化工有限会社 

被控訴人（原審公益訴訟人）X：泰州市環境保護連合会 

訴訟支援者：江蘇省人民検察院、泰州市人民検察院 

＜事実の概要＞ 

                                                   
247 中国裁判文書網

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/jiangsu/ms/201502/t20150202_6526831.htm に掲載の

判決文による。 

http://www.court.gov.cn/zgcpwsw/jiangsu/ms/201502/t20150202_6526831.htm
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Y らは泰州市経済開発区内で化学工業を営む会社である。化学製品の生産過程において副

産塩酸、ハイドロキノンモノメチルエーテル触媒廃硫酸、酪酸、二酸化硫黄、塩化アセチ

ル塩素、副産酸などが生じていた。 

 訴外の A、B、C、D はそれぞれ、2004 年から 2011 年までの間に設立され、危険化学品

や化学工業原料の卸売りと小売などを経営範囲とする会社である。いずれも「危険化学品

系液許可証」を取得していた。しかし、何れも組織機構と人員が固まっておらず、廃酸な

どの危険廃棄物を処理する経営許可証を持っていない。 

Y1 は 2012 月 6 月 20 日と 2013 年 1 月 1 日に、A と一トン当たり 1 元の価格で、運送費

は A の負担とする副産酸の売買契約を締結し、2012 年 6 月から 2013 年 3 月まで、A が Y1

から 17598.92トンの副産酸を引き取り、Y1から一トン当たり 45元の手当てを支払われた。 

Y2 は 2011 年 1 月 1 日に、A と市場の価格で副産酸の売買契約を締結した。2011 年 12

月から 2013 年 3 月まで、A が Y2 から 8224.57 トンの副産酸を引き取り、Y2 から一トン

当たり 20 元の手当てを支払われた。 

その後、A は Y1 と Y2 から引き取った副産酸のうち 17143.86 トンを泰運河と古馬干河に

排出した。Y1 と Y2 はそれぞれの売り上げの割合に応じて 11683.68 トンと 5460.18 トン

を分担する。 

 Y1 は 2012 年 9 月 15 日に訴外 B と、一トンあたり 1 元の価格で、また運送費を B の負

担とする副産酸の売買契約を締結した。その後、B は Y1 から 505.94 トンの副産酸を引き

取り、Y1 から一トンあまり 40 元の手当てを支払われた。その後、B は上記の副産酸すべ

てを泰運河に排出した。 

 Y3は2012年10月から2013年2月まで一トンあたり100元の手当てで訴外Cに2686.68

トンの副産酸の処理を委ねていた。その後 C はその副産酸をすべて A に渡し、A はそれを

泰運河と古馬干河に排出した。 

 Y4 は 2012 年から一トンあたり 20 元の手当てで E に 691.64 トン、30 元の手当てで D

に 3755.35 トン、50 元の手当てで B に 300 トンの副産酸の処理を委ねていた。EBD らは

その副産酸をすべて泰運河と古馬干河に排出した。 

 Y5 は 2012 年 8 月と 9 月に一車両 1500 元から 2000 元の価格で合わせて 18 車の副産酸

(216 トン)を A に処理を委ねた。A はその後、上記の副産酸をすべて泰運河や古馬干河に排

出していた。 

 Y6 は 2012 年 8 月から一トンあたり 20 元の手当てで 50 トンの副産酸の処理を D に委ね

た。D はその副産酸をすべて泰運河に排出した。 

 2010 年、2011 年に、泰州市環境保護局環境質量年報により、泰運河や古馬干河の水質が

Ⅲ類であった。泰州市環境モニタリングステーションが 2013 年 1 月 14 日に泰運河の水質

に対するサンプル検査を行ったところ、泰運河の過マンガン酸塩、化学的酸素要求量、ア

ンモニア態窒素、燐の指標が基準値の 0.05 倍、0.19 倍、2.11 倍を超えたことが判明された。

また、複数のところで検査を行ったところ、いずれも汚染物質の含有が基準値を超えたこ
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とが分かった。2013 年 9 月 10 日、泰州市環境保護局の環境モニタリングデータは江蘇省

環境保護庁により認可された。 

 泰州市人民検察院と泰州市環境保護局の委託を受けて、江蘇省環境科学学会は 2014 年 4

月に「評価技術報告」を作成し、危険廃棄物の中の酸性物質による水質への損害を除去す

るためには、2541.205 万元の費用が必要であると見積もった。危険廃棄物の通常の処理費

用が 3662.0644 万元に達し、そのうち、それぞれの副産酸の濃度により、Y1 の副産酸は一

トンあたりの処理費用が 1507.69 元であり、Y2 のそれが 1669.23 元であり、Y3 のそれが

700 元であり、Y4 のそれが 1238.46 元、Y5 のそれが 1754.31 元で、Y6 のそれが 1453.85

元であるという意見を示された。 

 X は 2014 年 2 月 25 日に泰州市民政局の批准を得て設立され、泰州市環境保護局の指導

を受け、環境政策にアドバイスの提供、公衆環境権益の擁護、環境宣伝と教育、政策技術

コンサルティングサービスなどを業務範囲としている非営利性社団組織である。 

Y らが期間廃棄物を危険廃棄物の処理資格を持たない A、B、C、D に処理を委ねたとこ

ろ、A、B、C、D がそれを泰運河と古馬干河に排出し、水質に深刻な汚染を及ぼし、重大

な環境損害を引き起こした事態に至った。汚染された環境を修復しなければならず、その

修復費用として、Y1 に 85226755.5 元、Y2 に 42615486 元、Y3 に 8463042 元、Y4 に

26455306.5 元、Y5 に 1705189.5 元、Y6 に 327118.5 元と鑑定費用の 10 万元と訴訟費用

の負担を求めて訴訟を提起した。 

＜Y らの抗弁＞ 

①X が訴訟主体として適格ではない。改正後の環境保護法 58 条は環境保護公益活動を専業

とし、五年以上連続で違法記録のない社会組織が人民法院に訴訟を提起できると規定して

いる。X は成立から一年にも満たないので、訴訟主体としての資格がない。 

②Y らの副産酸は危険廃棄物ではなく、合法的に生産、経営している製品である。訴外の A、

B、C、D はいずれも副産酸を購入する資格があり、購入前はすべて公安部門のところで登

録手続きも行なった。Y らの生産経営は合法的であり、A らの違法排出行為を知らなかった

ため、それにより引き起こされた環境汚染とは法律上の因果関係がない。 

③泰運河と古馬干河の水質が既に回復し、人工的な回復措置が必要ではない。X は仮定の処

理費用に基づいて損失を計算する事実根拠がない。 

＜争点＞ 

①X は原告として適格かどうか 

②Y らと A、B、C、D の間の売買契約が合法であるかどうか、環境汚染と因果関係がある

かどうか 

③環境汚染による損害の結果が存在するか否か、環境汚染による修復費用はどのように計

算するか 

＜一審の判旨＞請求認容 

争点①について 
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「民事訴訟法 55条により、法により登記した環境保護組織は民事公益訴訟の主体資格があ

る。泰州市環境保護連合会は法により成立した環境保護事業を営む非営利性社団組織であ

り、水生態環境と公衆の環境権益を守るため、環境民事公益訴訟を提起する権利がある」 

争点②について 

「Y らは訴外の A、B、C、D と副産酸の売買契約を締結したが、同時に、その手当てを支

払ったことから副産酸の処理を委ねたとの本当の目的を窺い知ることができる。また、Y ら

の従業員の証言により、Y らはいずれも副産酸を処理する意図があることを証明できる。Y

らは副産酸を処理する能力と許可のない A、B、C、D などに処理を委ね、そして、其の支

払った費用は上記危険廃棄物を処理するに足りなかったため、上記危険廃棄物が泰運河、

古馬干河などに排出され、泰運河と古馬干河とその周辺水域がひどく汚染された結果に至

った。よって、Y らは危険廃棄物を処理する故意があり、また、客観的には深刻な環境汚染

を引き起こしたため、環境汚染を修復する賠償責任を負わなければならない。Y らは売買契

約が合法的なものであり、環境汚染の間に因果関係がないとの抗弁は成り立たない」 

争点③について 

「川に 25349.47 トンの副産酸が川に排出され、水生態環境に深刻な危害を及ぼすのが争い

ようもない事実である。専門家の呂錫武教授の意見によると、大量の副産酸が川に排出さ

れた後、生物、川などの水生態環境が深刻な損害を被ることになり、修復費用は処理コス

トを遥かに超えると予測されていた。2013 年泰運河、古馬干河の水質は既にⅢ类に回復し

たが、しかし、川の水が流れるに連れて、汚染源は川下に移動し、地域内の水生態環境が

回復したとは言えない。そのため、地域の生態環境を代替の修復方法で修復する必要があ

る。「推薦方法」4.5 条の規定によると、汚染による修復費用の計算が難しい場合、地表水

が汚染された場合の修復費用の計算方法は、Ⅲ类水に対して、その修復費用は擬制の処理

コストの 4.5 倍から 6 倍で計算する。泰運河と古馬干河は汚染される前の水質は何れもⅢ类

の地表水なので、Ⅲ类地表水の汚染修復費用係数、即ち擬制処理コストの 4.5 倍で環境汚染

損害賠償を計算すべきである。 

 よって、不法行為責任法 15 条 1 項 6号、65 条と固体廃棄物汚染環境防治法 85 条の規定

により、次の通り判決した 

 ①本判決の効力が発生して九ヶ月間以内にY1は 82701756.8元、Y2は 41014333.18元、

Y3 は 8463042 元、Y4 は 26455307.56 元、Y5 は 1705189.32 元、Y6 は 327116.25 元の環

境修復費用を賠償せよ 

 ②Y らは本判決の効力が発生して十日間以内に泰州市環境保護連合会に鑑定費用 10 万元

を支払え 

Y らはそれを不服として控訴した。 

＜判旨＞控訴棄却 

争点①について 

「民事訴訟法 55条は環境汚染、多数の消費者の合法的な権益など社会公共利益を侵害す
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る行為に対して、法律の規定する機関と関係組織が人民法院に訴訟を提起することができ

ると規定している。泰州市環境保護連合会は泰州市民政局の批准により成立し、環境政策

に関するアドバイスの提供、公衆環境権益の擁護、環境宣伝教育の展開、政策技術コンサ

ルティングのサービスの提供を業務範囲とし、法律により成立し、環境保護公益活動を専

業する社会組織であり、環境民事公益訴訟を提起する権利がある。改正後の環境保護法五

十八条は環境民事公益訴訟の主体の資格を新しく規定したが、本判決まではまだ発効して

いないため、本件には適用しない」 

争点②について 

「Y らは副産酸の生産企業として、市場における副産酸の需要が落ち込んでいる中、相当量

の副産酸は原料として生産過程に入れないため、過剰の副産酸の移転は極大の環境リスク

を孕むことになると予想すべきである。Y らは副産酸の処理措置に関して、慎重な注意義務

を尽くし、川に排出されるのを防ぐために必要且つ実現可能な措置を採るべきである。し

かし、Y らは副産酸が違法排出される可能性が高いのを知りながら、それを放任していた。

副産酸の処理能力と許可のない企業に副産酸を売り渡すことは、汚染物質による環境汚染

損害における不作為にあたり、当該不作為は環境汚染損害結果との間に法律上の因果関係

があると見なすべきである。 

 Y らの手当て付き販売行為は当該副産酸が川に不法排出される必要条件であり、また泰運

河と古馬干河の環境汚染をもたらす直接原因である。Y らは副産酸の売買契約を以って、副

産酸処理の合法性を証明しようとしている。しかし、Y らは運賃価格の計算を合理的に説明

することができず、その支払った手当も副産酸を処理する費用を埋めることもできない。

もし、Y らは副産酸の処理行為が法律又は商業慣習に合致すると思うなら、副産酸の処理資

格のある企業と契約を締結すればいい。わざわざ売買価格を遥かに超える手当てを支払う

必要がない。また、Y らの従業員は警察の取り調べに対して、当時が化学工業の景気が悪い

ため、副産酸の生産が過剰な状態にあり、処理コストを引き下げるため、責任を回避し、

売買契約の形で副産酸の処理を委ねていたと供述した。実際に Y らは既に放棄された副産

酸を手当て付きで A、B、C、D らに売り渡し、排出者に汚染源を提供しただけでなく、客

観的には排出者に違法利益を獲得させた。その行為が泰運河と古馬干河環境汚染の損害結

果との間に事実上の因果関係がある。 

 不法行為責任法 65条により、環境汚染により損害をもたらす場合、汚染者は不法行為責

任を負わなければならない。66 条の帰責原則により、Y らは過失があるか否かにかかわら

ず、その行為が環境損害との間に因果関係があれば、それによりもたらされた環境損害に

対して不法行為責任を負うべきである。Y らは法律の規定する免責状況または責任の軽減状

況などを証明することができなくて、またその行為と損害結果との間の因果関係の不存在

も証明していなかったため、Y らは自分の引き起こした環境損害について不法行為責任を負

うべきである」 

争点③について 
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 「一審における修復費用の計算方法が妥当である。泰運河と古馬干河の水が流動するも

のであり、排出行為が長時間継続し、排出量も多いため、汚染物質による泰運河と古馬干

河及びその川下流域の生態区域への影響は拡散する状態であり、汚染修復費用を計算する

のが難しい。『推薦方法』によると、こういう状態に対して、擬制の処理コストの方法で汚

染修復費用を計算すべきである。一審判決はそれに基づいて Y らの汚染修復費用を計算す

るのは正当と是認することができる」 

  よって、Y らの副産酸処理行為は副産酸が泰運河と古馬干河に排出されたことによって汚

染が引き起こされた直接原因であるため、それによる環境汚染損害について Y らは不法行

為責任を負うべきである。汚染された川の生態環境は既に損害を被ったことになり、早急

な修復が必要である。大量の副産酸の無秩序な移転により、環境汚染のリスクを高めるこ

とになり、汚染の更なる発生を防ぐため予防措置を取るべきである。 

 一審の認定した事実を是認することができ、法適用も問題がるとは言えない。しかし、

一審の判決履行方式と履行期限が適切ではなく、訴訟費用の納付も「訴訟費用納付弁法」

には合わないため、それを是正すべきである。 

 よって、控訴人の控訴理由を是認することができない。水汚染防治法 29条１項、不法行

為責任法 65条、66条により、民事訴訟法 170条 1項 1号により次の通り判決する 

 ①原審泰州市中級人民法院（2014）泰中環公民初字 00001 号民事判決一項における賠償

額部分を維持する 

 ②原審判決の二項を維持する 

 ③Y らは本判決の効力が発生してから 30 日以内に一項の賠償額を泰州市環境保護公益金

専用口座に支払え。 

 ④本判決の効力が発生してから一年以内に、Y らは技術の更新により副産酸に対するリサ

イクルを実現し、環境リスクを著しく低下させ、且つ一年以内に環境違法行為による処罰

をされないことができれば、その支払った技術更新費用は環境行政期間の出した企業環境

コンプライアンス証明書により、プロジェクト竣工環境検査意見と法定の仲介機構が出し

た技術更新資金審査報告に基づいて、泰州市中級人民法院に支払いの延期を認められた限

度額において差し引かれることを申請することができる。 

 ⑤一審の案件受理費 973651.72 元は Y らの負担とする。そのうち、Y1 は 455308.78 元、

Y2 吾 246871.67 元、Y3 は 71041.29 元、Y4 は 174076.54 元、Y5 は 20146.7 元、Y6 は

6206.74 元を負担しなければならない。二審の案件受理費は 947298.28 元として、Y1 は

455308.78 元、Y2 は 246871.67 元、Y3 は 71041.29 元、Y4 は 174076.54 元を負担しなけ

ればならない。 

＜コメント＞ 

 本件の判決に辿り着く法解釈の理論構成は従来の判決を踏襲したものである。なお、こ

の事件の背景に環境公益訴訟の正体を明らかにする手がかりがある。 

本件の原告である泰州市環境保護連合会は泰州市環境保護局により設立されたもので、
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その役員は泰州市環境保護局の役員が兼任することになり、秘書長を務める童寧市は泰州

市環境保護局副局長である。そのことから、泰州市環境保護連合会は環境保護団体という

より、環境保護局の別働部隊だというほうがより適切かもしれない。本件の勝訴判決に関

して「泰州市環境保護連合会が官製の社会組織という身分を持ち、訴訟提起に際して政府

と環境保護部門から大きな支持を得られたことも原因だ」248と指摘されていた。 

また、本件の判決が下される前に、別の環境保護団体である自然之友が本件で漏らした

とされる企業 3 社を相手に別件で環境公益訴訟を提起しようとする時は人民法院に不受理

で門前払いされていた。本件で汚染された川の化学的、物理的又は生態的機能の退化につ

いて環境修復費用を負担するのが環境保護法 5 条の規定する「損害負担責任」を体現する

ものであるとされていた249。更に 1.6 億元の環境損害賠償額は企業の違法コストが低すぎ

る問題を克服し、中国共産党第十八回四中全会の「厳格な法律制度を以って生態環境を保

護し、生産者の環境保護法責任を強化し、大幅に違法コストを引き上げる」方針に合致す

ると言われている250。また、本件を担当する江蘇省高級人民法院院長の許前飛は「環境保

護について、司法は権利を守り、違法行為を懲らしめるだけでは足りず、環境修復と予防

をも考慮しなければならない」251と本件の趣旨が汚染された環境の修復にあると明らかに

した。なお、「本件は行政処罰で解決できる問題であり、ただ行政過料の額は民事訴訟ほど

高くないので、泰州市環境保護局は行政処罰を使わなかった。より高額の賠償を求めて民

事訴訟を提起するのが不当である」252と本件の環境公益訴訟を批判した民法学者もいる。 

要するに、環境保護局はより高額の汚染処理費用を求めるために、その支配下の環境保

護団体を駆使して、汚染者に対して環境公益訴訟を提起するのである。 

4 小括 

 以上は環境保護団体による環境公益訴訟を検討してきた。個人と団体の原告適格を認定

するにあたり、いずれも環境保護法６条の「告発する権利」を「訴訟を提起する権利」と

解釈した上で、地方条例か人民法院の内部文書を持ち出して、原告の適格を認めたのであ

る。逆に言うと、地方条例や裁判所の内部文書のほうが環境保護法 6 条の解釈を導いたと

言える。また、実体法について、いずれも不法行為責任法 65 条に基づいて、具体的な被害

者がいない場合の環境損害も不法行為責任法上の「損害」に当たると解釈した上で、Y の不

法行為責任を認めたのである。 

               

第五節 環境公益訴訟の正体と効果 

環境公益訴訟は主に生態環境修復費用を汚染者に負担させる目的で創設されている。本

                                                   
248 劉暁星「為何環境公益訴訟叫好不叫座」中国環境報 2015 年 3 月 31 日 A08 を参照。 
249 竺効「真正拉開環境民事公益訴訟的序幕」中国法律評論 2015 年 01 期 57 頁。 
250 姜妮「為什么賠付 1 億 6 不算天価」環境経済 2015 年 05 期 5 頁。 
251 周凌雲「江蘇泰州天価環境公益訴訟案 傾倒 2 万多吨廃酸、賠付 1.6 億元環境治理費」

緑色視野 2015 年 02 期 48 頁。 
252 智敏「江蘇“天価環保案”審判引発争議」法治与社会 2015 年 04 期 47 頁。 



104 

 

節ではその実際の運用を通じてどれほどの効果を上げたかを考察する。その前に、環境公

益訴訟を提起した環境保護団体はどのような団体なのか、また、どれぐらいの環境公益訴

訟を提起したかを見ておく。 

1 環境保護団体の官製性 

中国では環境保護団体の設立は主に「社会団体登記管理条例」と「民営非企業事業体登

記管理暫行条例」によって規律されている。社会団体登記管理体制(1998 年 9 月 25 日に、

国務院八回常務会議通過、1998 年 10 月 25 日公布、同日施行)の 6 条によると、国務院民

政部門と県クラス以上の地方各級人民政府の民政部門は同クラスの人民政府の社会団体登

記管理機関である。国務院の関係部門と県クラス以上の地方各級人民政府の関係部門、国

務院または県クラス以上の地方各級人民政府の授権した組織は関係業界、学科または業務

範囲内の社会団体の業務主管機関である。実際には環境保護局を業務主管機関とする環境

保護団体がほとんどである。この二つの条例によると、環境保護団体は工商部門か、民政

部門に登記しなければならないとされている。工商部門に登記するには税金を納めなけれ

ばならず、民政部に登記するには環境保護行政機関の審査許可を得なければならない。社

会団体と登記管理条例の 13 条は「次に掲げる状況がある場合、登記管理機関は設立を批准

しない。（二）同一行政区域内で業務範囲が同一または類似の社会団体があり、設立する必

要がない場合」と規定している。つまり、同一地域内では二つ以上の環境保護団体を設立

することができない。 

環境保護団体は基本的には環境保護行政機関などの行政機関の管理の下に置かれている。

実際に、環境保護行政機関は自ら環境保護団体を設立し、行政機関や人民代表大会などの

公的機関の幹部は環境保護団体のトップを兼任することが少なくない。環境公益訴訟を提

起した環境保護団体を分析すると、ほとんどは所謂官製の環境保護団体253であることに気

づく。 

 

          環境公益訴訟を提起した環境保護団体一覧 表 9 

 

番号 

 

名称 

 

設立時

期（年） 

訴

訟

件

数 

2015

年訴

訟件

数 

   

代表者と業務主管機関 
性質 

 

 

 

中 華 環

 

 

 

 

 

 

主席：宋健(元国務委員、全国政治協

商会議の元副主席)、副主席：周生賢

 

 

                                                   
253 官製団体の対義語として使われているのは草の根環境保護団体である。草の根環境保護

団体とは政府・共産党と独立に民間が自発的に組織し、環境保護保全活動を行なっている

団体のことであると指摘されている。北川秀樹編著『中国の環境法政策とガバナンス―執

行の現状と課題』（晃洋書房 2012 年）127 頁。本稿においては官製の環境保護団体を党・

政府の強い関与の下で設立され、しかも人事と資金において党・政府から強い影響力を受

ける環境保護団体のことと定義する。 
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 1 保 連 合

会254 

2005 

 

19

件 

8 

件 

(環境保護部の元部長) 

名誉主席：周鉄農(全人代常務委員会

副委員長) 

業務主管機関：環境保護部 

官製 

 

 

 2 

中 国 生

物 多 様

性 保 護

与 緑 色

発 展 基

金会 

 

 

 

2007 

 

 

 

38

件 

 

 

 

13

件 

理事長：胡徳平255(政治協商会議常務

委員) 

名誉理事長：潘岳（環境保護部副部

長）、解振華(全国政治協商会議人口

資源環境委員会副主任) 

業務主管機関：環境保護部 

 

 

官製 

 

 3 

湘 潭 環

保協会 

 

2007 

 

1

件 

 

1 件 

理事長：宋厚源(湘潭市政治協商会議

主席)、副理事長：廖勇(湘潭市環境

保護局副局長) 

業務主管機関：湘潭市環境保護局 

官製 

 4 
自 然 之

友256 

1994 16

件 

6 件 理事長：楊東平(北京理工大学教育科

学研究所所長) 
草の根 

 

 

 5 

大 連 市

環 保 ボ

ラ ン テ

ィ ア 協

会 

 

 

2003 

 

 

1

件 

 

 

1 件 

会長：楊白新(市政治協商会議人口資

源環境委員会の元主任) 

名誉会長：孫世超(市人代常務委員会

の副主任)。副会長：董偉(大連市環

境保護局局長) 

業務主管機関：大連市環境保護局 

 

官製 

 

 

 6 

重 慶 市

緑 色 ボ

ラ ン テ

ィ ア 連

合会257 

 

 

1995 

 

 

2

件 

 元会長、創始者：呉登明(重慶大学の

学生事務担当) 

 

業務主管機関：重慶市環境保護局 

 

 

草の根 

                                                   
254 2005 年中華環保連合会の創設記念式典には中共中央政治局委員、国務院副総理の曾培

炎や全人大常務委員会副委員長の顧秀蓮、全国政治協商会議委員会副主席の周鉄農氏など

が出席した。また、国家環境保護総局局長の解振華も挨拶した。要するに中華環保連合会

は当局の強い関与の下で設立されたといえる。 
255 胡耀邦の長男として名を知られている。 
256 自然之友は日本で中国の最初の草の根環境 NGO として紹介されている。李妍炎『中国

の市民社会―動き出す草の根 NGO』(岩波書店 2012 年)14 頁。 
257 当環境保護団体に電話でのインタビューによると、元会長の呉登明氏は 2013 年になく

なった後、会長を継いだのは定年退職となった重慶大学の教員である。事務所は重慶大学

の中に置いており、学生会員を中心に環境保護活動を展開している。なお、環境公益訴訟

の提起にあたり、重慶市環境保護局から限定的な支持を受けたという。 
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 7 

貴 陽 公

衆 環 境

教 育 セ

ンター 

 

2010 

 

 

7

件 

 

 

7 件 

センター主任：黄成徳(貴州省政治協

商会議委員、貴陽市政治協商会議常

務委員) 

 

業務主管機関：貴陽市環境保護局 

 

官製 

 

 

 

 8 

 

安 徽 省

環 境 保

護 連 合

会 

 

 

 

2006 

 

 

 

1

件 

 名誉主席：朱先発（安徽省人民代表

大会常務委員会副主任） 

主席：王秀智（安徽省人民代表大会

常務委員会元副主任） 

副主席：潘天声(安徽省環境保護局

元局長) 

業務主管機関：安徽省環境保護局 

 

 

官製 

 

 

 9 

中 華 環

境 保 護

基金会 

 

 

1993 

 

 

2

件 

 名誉理事長：蒋正華(全人代常務委員

会の元副委員長) 

理事長：傅雯娟(環境保護部党組258の

元メンバー) 

業務主管機関：環境保護部 

 

官製 

 

10 

杭 州 市

生 態 文

化協会 

 

 

2010 

 

 

1

件 

 

 

1 件 

会長：阮俊華（浙江大学管理学院党

委副書記） 

 

業務主管機関：杭州市環境保護局 

 

草の根 

 

 

 

11 

福 建 省

緑 家 園

環 境 友

好 セ ン

ター 

 

 

 

2006 

 

 

 

2

件 

 

 

 

 

2 件 

 

 

 

主任：林英（福建省テレビの元プロ

デューサー） 

 

業務主管機関：福建省科学技術協会 

 

 

 

 

草の根 

 

 

12 

莆 田 緑

萌 濱 海

湿 地 研

 

 

2009 

 

 

1

 

 

1 件 

 

総幹事：劉毅(環境研究者) 

 

草の根 

                                                   
258 「中国共産党党組工作条例(試行)」(2015 年 6 月 16 日公布)によると、党組とは共産党

は中央と地方の国家機関、人民団体、経済組織、文化組織、社会組織およびその他の組織

において設立したリード機関であり、その組織においてリーダの役割を果たす機関である。

党組の書記はその組織におけるトップ権力者とされ、党組のメンバーはその組織における

屈指の権力者の一人である。 
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究 セ ン

ター 

件  

業務主管機関：莆田市科学技術協会 

 

 

 

13 

広 東 省

環 境 保

護 基 金

会 

 

 

 

 

2003 

 

 

 

2

件 

 栄誉理事長：朱森林(広東省人民政府

元省長) 

理事長:陳堅(広東省人民政府元秘書

長、広東省人民代表大会常務委員会

元副主任) 

常務副理事長：袁征(広東省環境保護

局元局長) 

業務主管機関：広東省環境保護庁 

 

 

官製 

 

 

14 

鎮 江 市

生 態 環

境 公 益

保 護 協

会 

 

 

2013 

 

 

2

件 

 会長：盧千紅（鎮江市検察院民事、

行政処処長） 

 

業務主管機関：鎮江市環境保護局 

 

官製 

 

 

15 

泰 州 市

環 境 保

護 連 合

会 

 

2014 

 

1

件 

 会長：童寧(泰州市環境保護局副局

長) 

 

 

業務主管機関：泰州市環境保護局 

 

官製 

 

 

16 

河 南 省

企 業 社

会 責 任

促 進 セ

ンター 

 

2010 

 

1

件 

 主任：林彬(中国社会科学院企業社会

責任研究センター副主任) 

 

業務主管機関：河南省工商業連合会 

 

草の根 

 

 

17 

連 雲 港

市 贛 楡

区 環 境

保 護 協

会 

 

 

不明 

 

 

2

件 

 会長：徐長平（贛楡区環境保護局局

長） 

 

 

業務主管機関：贛楡区環境保護局 

 

 

官製 

 

18 

常 州 市

環 境 公

益協会 

 

2011 

 

11

件 

 理事長：朱松南（常州市人民検察院

検察） 

 

業務主管機関：常州市環境保護局 

 

官製 

 

19  

清 鎮 市

生 態 保

 

2013 

 

1

 会長：張興権（清鎮市政治協商会議

党組副書記） 

 

官製 
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護 連 合

会259 

件 業務主管機関：清鎮市環境保護局 

 

環境公益訴訟を提起した環境保護団体は上記の表に示されている。そのうち、官製の環

境保護団体は 13 社であり、草の根環境保護団体は 6 社である。数だけを見ると、両社の差

はそんなに大きくないものの、それぞれの参加した環境公益訴訟の件数には大きな差があ

る。官製の環境保護団体が参加した事件の件数は 88 件で、草の根環境保護団体の参加した

事件の件数は 23 件である。環境公益訴訟元年と呼ばれる 2015 年に、全国で計 37 件（その

うち 3 件は環境保護団体が共同で提起したもの）の環境公益訴訟が人民法院に受理された。

それらは計 9 社の環境保護団体が提起したものである。そのうち、草の根環境保護団体が

参加したのは 10 件であり、全体の四分の一を占めている。官製の環境保護団体による環境

公益訴訟は圧倒的に多い。その原因は環境保護団体の官製性にある。 

官製環境保護団体の設立と管理には環境保護行政機関または検察機関などは深く関与し

ている。そうした特徴が江蘇省と浙江省で最も顕著に表れている。 

鎮江市生態環境公益保護協会は鎮江市検察院と鎮江市環境保護局が環境公益訴訟を提起

させる目的で共同で設立したものである。その設立の式典も鎮江市検察院で行われた。ま

た 2014 年 8 月 6 日に、鎮江市の下にある丹陽市で丹陽市検察院と丹陽市環境保護局は共同

で丹陽市生態環境公益保護協会を立ち上げた。丹陽市検察院の副検察長である王飛は会長

を務めている。当該協会の設立の目的が環境公益訴訟を提起することである。それによっ

て環境保護行政機関と司法機関の協力に良いプラットフォームを提供することができると

期待されている。環境保護局は環境公益訴訟事件に関する手がかりを協会に提供している。

また、浙江省嘉興市にある環境保護団体に対する調査もそれと政府の緊密性を物語ってい

る。浙江省嘉興市にある 18 の環境保護団体はほとんど政府の育てた官製のものであり、市

民に創設された環境保護団体は僅かしかない。官製の環境保護団体は政府の現職幹部が行

政管理を協力するために政府の指導の下で設立したものであり、その日常管理と業務活動

も政府の指導の下で展開されている。「その理事長や秘書なども政府に任命され、団体の経

費や事務室も政府に提供される。重大な活動を行なうには業務主管機関の許可が必要であ

る」260と言われている。政府は環境保護団体に深く関与する背景には政治的な理由がある。

「社会団体は政治的団体の性質を持っている。その政治的正確性を確保できない以上、環

境保護団体の自由な発展を放任することができない。政府は自ら環境保護団体を操るのが

最も安全且つ有効なルートである」261と指摘されている。すなわち、政府は環境保護団体に

よる民主化活動への懸念から自ら官製環境保護団体の設立と管理に乗り出している。 

                                                   
259 当該連合会は清鎮市公安局、検察局、法院などが共同で設立したものである。 
260 朱海倫『環境保護公衆参与「嘉興模式」調査報告』(中国環境出版社、2015 年)91 頁。 
261 朱海倫・前掲注（260）243 頁。なお、ここにいう政治的正確性とは共産党による指導

の堅持である。 
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実際に環境公益訴訟の主力をなしている中華環境保護連合会と自然之友、中華環境保護

基金会、中国生物多様性保護与緑色発展基金会はいずれも環境保護部を業務主管機関とし

ている。そして、環境保護部の元部長や副部長などはこれらの環境保護団体の名誉理事や

理事などを務めている。地方においても地方人民代表大会や環境保護局の元幹部または現

職幹部らは地方の官製環境保護団体のトップなどを務めるのが少なくない。これらの環境

保護団体は環境保護行政機関と強いパイプを持っているため、環境公益訴訟を提起する際

に、環境保護行政機関や検察機関などから支援を得られやすいと考えられる。検察機関は

犯罪に対する捜査で発見した訴訟事件の手がかりを渡され、検察機関の指示を受けて訴訟

を提起する場合がある262。また、環境保護部は環境保護団体に委託して、典型的な環境公益

訴訟を提起させようとしている263。地方の環境公益訴訟において、環境保護行政機関と検察

機関および環境保護団体の連携が目立っている。2015 年 5 月 5 日、広州市天河区人民検察

院、天河区環境保護局と広東省環境保護基金会は共同で「環境公益訴訟事件に関する実施

意見」を制定した。環境損害の鑑定機関と指定される広東省環境保護科学研究院も実施意

見に署名した。それにより、広東省環境保護基金会が環境公益訴訟を提起する際に、検察

機関か環境保護局は訴訟支援者として訴訟に加わる連携制度が確立された。そうした連携

の下で、もっぱら環境公益訴訟を提起する目的で設立された環境保護団体は数多くある。

上記の常州市環境公益協会、清鎮市生態保護連合会、泰州市環境保護連合会などがこの類

型に属する。こうした状況において官製の環境保護団体は環境保護行政機関の別働部隊と

なり、それが提起した環境公益訴訟は検察機関または環境保護行政機関の提起したものと

あまり変わりがないだろうと推測できる。 

 中華環境保護連合会の中国環境保護団体に対する現状調査によると、2008 年 10 月まで

に中国における環境保護団体が計 3539 社に達し、そのうち政府の設立した環境保護団体が

1309 社であり、学校の設置した環境保護クラブが 1382 社であり、草の根環境保護団体が

僅か 508 社であり、僅か全体の 14.4％に過ぎない264。また、同調査報告によると、政府の

設立した環境保護団体は主に政府による資金援助と会員の会費を受けているのに対して、

草の根環境保護団体は主に寄付金を頼りにしている。そのうち、団体の会員からの寄付は

59.6%を占めている。さらに、専業で働く人員が 1～10 人の草の根環境保護団体は 59.7%

を占めていると指摘されている。 

 中国民政部民間組織管理局副局長の廖鴻氏によると、2014 年の三四半期の末まで、各ク

ラスの民政部門に登記した社会団体が 56.9 万である。そのうち、環境保護団体が 7000 あ

                                                   
262 邱海鴻「南京検方擬対一公司提民事公益訴訟：登報征原告、両組織報名」澎湃新聞 2016

年 10 月 25 日 http://www.thepaper.cn/newsDetail_forward_1548648。（最終訪問日 2016

年 11 月 15 日） 
263 郄建栄「環保部委託社会機構開展典型公益訴訟」法制網 2016 年 8 月 25 日
http://www.legaldaily.com.cn/index/content/2016-08/25/content_6778255.htm?node=20908

（最終訪問日：2016 年 11 月 22 日） 
264 中華環保連合会『2008 藍皮書―中国環保民間組織発展状況報告』3 頁を参照。 

http://www.thepaper.cn/newsDetail_forward_1548648。（最終訪問日2016年11月15
http://www.thepaper.cn/newsDetail_forward_1548648。（最終訪問日2016年11月15
http://www.legaldaily.com.cn/index/content/2016-08/25/content_6778255.htm?node=20908（最終訪問日：2016
http://www.legaldaily.com.cn/index/content/2016-08/25/content_6778255.htm?node=20908（最終訪問日：2016
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り、その中で環境保護法と司法解釈の規定に符合するのが 700 あると言われている265。更

に、その 700 の環境保護団体のうち、ほとんどが官製のもので、特に事業者団体であり、

環境公益訴訟を提起する意欲と能力を持つ民間の環境保護団体が僅か十数社に止まると指

摘されている266。環境公益訴訟は証拠の収集や莫大な訴訟費用など大きなコストを伴うた

め、資金力や人員にも乏しい草の根環境保護団体がなかなか環境公益訴訟を提起すること

ができないと思われる。「現行の中国社会にある数多くの官製社会団体の行政的色彩が濃い

ため、行政的な組織編成と行動を取っているので、社会団体としての機能と役割を果たす

ことができない。行政化は依存性と等級性を伴うので、社会組織のあるべき自立性と独立

性がなく、その機能の発揮を妨げている」267と指摘されている。環境保護団体は訴訟を提

起する際に、汚染者の汚染行為に関する証拠の収集と生態環境修復費用の計算268について

環境保護行政機関の協力が必要である。根本的には地方政府からの支持を得られるかどう

かは環境公益訴訟提起の鍵となっている
269
。一方、地方政府の支持を得ないまま、草の根環

境保護団体は独自で企業の汚染行為を調査する場合、何らかの形で地方政府から妨害を受

け、場合によっては人身攻撃にもさらされるかもしれない270。 

 要するに、官製の環境保護団体はその設立や人事、日常管理などにおいて政府からの強

い関与を受けている。そのため、環境公益訴訟を提起する際に、環境保護行政機関や検察

機関、人民法院などから協力を得られやすいと考えられる。特に、それらの指示に基づい

て訴訟を提起する場合、勝訴判決を勝ち取るのはほぼ決まっている。 

  2 環境公益訴訟の限定 

 環境保護団体自身が行政機関の厳しい支配下に置かれているだけでなく、その訴訟提起

も行政機関の厳しい統制の下で展開されている。下記の表に示されるように、検察機関と

行政機関及び官製の環境保護団体が参加した環境公益訴訟が合計で 133 件に達し、草の根

環境保護団体の参加したのが僅か 23 件である。草の根環境保護団体の参加した訴訟では検

察機関などが訴訟支援者として加わる場合が多いため、環境保護団体の独自で提起した環

境公益訴訟はほんのわずかしかない。 

 

             原告別の訴訟事件数 表 10   

原告 検察機関 行政機関 環境保護団体 個人 

                                                   
265 「最高法民政部環保部：社会組織可以依法提起環境民事公益訴訟」

http://www.chinanpo.gov.cn/1938/83114/preindex.html。 
266 馮炯「社会組織作為環境公益訴訟原告的法律弁析」法制与社会 20159 期 131 頁を参照。 
267 黄暁勇主編『中国民間組織報告(2014)』(社会科学文献出版社 2014 年)40 頁。 
268 生態環境修復費用の計算はほとんど環境保護行政機関の支配下にある環境研究機関に

よって行われる。 
269 劉暁星「為何環境公益訴訟叫好不叫座？」中国環境報 2015 年 3 月 31 日 A08。 
270 湖南省長沙市にある草の根環境保護団体の長沙市曙光環保公益発展センターの理事長

を務める劉曙はかつて砂採取場で調査をしていたところ、何人かの者に殴られて負傷した。

何遠蘭＝劉雨嬌＝楊青瑕「90 後女性扛起環保大旗」湖南日報 2013 年 11 月 1 日 A07。 

http://www.chinanpo.gov.cn/1938/83114/preindex.html
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  官製 草の根 

  件数 35 件 10 件   88 件 23 件   1 件 

 

実際に、環境保護行政機関や検察機関の支持なしでは、草の根環境保護団体は環境公益

訴訟を提起するのが不可能に近いと言わざるを得ない。全く類似のような事件では官製の

環境保護団体の提起した訴訟が受理されたものの、草の根環境保護団体の提起したものが

受理されなかった場合もある。自然之友は 2015 年に上記[事件 11]で漏れた被告三社を相手

に環境公益訴訟を提起したところ、結局泰州市中級人民法院に受理されなかった。それに

対して、自然之友の総幹事を務めている張伯駒氏は「全く同じような事件に対して、地元

の環境保護連合会は訴訟を提起することができた。官製ではない民間組織のわれわれも訴

訟を提起することができるのかを試してみたい。今からみれば、うまく行っていない」271と

述べた。その後、自然之友は泰州市中級人民法院の不受理決定に対して、江蘇省高級人民

法院に上訴し、不受理の決定が破棄された。それを受けて、泰州市中級人民法院は同事件

を受理したという経緯がある。 

 草の根環境保護団体による訴訟が少ない現状に関して、次の二つの原因が指摘されてい

る272。一つ目は草の根環境保護団体の力不足である。環境公益訴訟を提起するには多くの

時間と金がかかるし、それに相応しい資金力と人員を持つ環境保護団体がほんの僅かしか

ない。二つ目は地方政府から支持を得られないことである。環境公益訴訟では被告となる

のはほとんど企業である。特に地方の経済発展を支える大手企業の場合、地方政府からの

支持をなかなか得られない。地方政府の支持がなければ、環境保護団体が環境公益訴訟を

提起する際、地方政府から相当のプレッシャーや嫌がらせを受けることになる。場合によ

っては地方政府は直接人民法院に受理させないように指示することすらある。「環境公益訴

訟の鍵となるのは、地方政府と関係機関から支持を得られるかどうかである」273とも言われ

ている。環境公益訴訟の提起が限定されている根本な原因として「地方政府は経済発展の

重視と環境保護の軽視という従来の姿勢をまだ転換していない。政府は環境公益訴訟に介

入する衝動に駆られている」274と指摘されている。 

 今までの事件では、被告となるのがほとんど民間の中小企業や個人であり、「棒を振るっ

て蝿を叩く」275と揶揄されている。それによって「地方政府の機嫌を損なうことなく、同

時に社会の環境保護の要求に応えることもできるから、まさに一挙両得である。それは圧

力政治体制の下での政府による司法への干渉の結果である」276と指摘されている。中小企業

                                                   
271 金煜「公益訴訟破局 環保組織『有心無力』」新京報 2015 年 02 月 02 日。 
272 劉暁星「為何環境公益訴訟叫好不叫座？」中国環境報 2015 年 03 月 31 日 A08 を参照。 
273 劉暁星・前掲注（272）A08 を参照。 
274 周凱「環境公益訴訟難在哪」半月談 2015 年 20 期 27 頁。 
275 孟登科「抡起大棒打蚊子――雲南省環境公益訴訟一案出台内情」南方週末 2010 年 10

月 04 日。 
276 陳亮・前掲注（50）237 頁。原文では環境公益訴訟の被告選定を「拿軟柿子捏」(柔らか
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や個人に対して訴訟を提起する場合、地方政府はあまり干渉しない。一方、政府を後ろ盾

とする国有企業、または地方の税収に大きく貢献する大手企業に対して訴訟を提起する場

合、政府からの干渉を受けやすい。行政機関や検察機関の提起した訴訟では、被告は行政

機関に選定されるのはともかく、草の根環境保護団体の提起した訴訟でも行政機関によっ

て選定される場合が多い。そもそも、訴訟提起が環境保護行政機関に頼るところが大きい。

地方の環境保護局は法執行の過程において環境汚染を発見したら、自ら訴訟を提起するか

または検察機関に通報して訴訟提起を促すことがある。場合によっては、環境保護局は人

民法院、検察機関と会議を開き、意思疎通を行なうこともある。誰に対して訴訟を提起す

るか、また何を請求するかを共同で決めることになる。雲南省では最初の環境公益訴訟事

件と呼ばれる[事例 5]を提起する際に、被告の候補となるいくつかの汚染企業から被告を選

び出すために、昆明市中級人民法院環境法廷の裁判官は検察官、環境保護局の責任者およ

び環境保護団体の関係者と会議を開いた。結局、一番扱いやすいとされる養豚場を相手に

環境保護局は訴訟を提起した。しかも、訴状も市検察院の指導の下で作成した。環境保護

局は提訴する前に被告の賠償能力を調べたという。 

 一方、環境保護団体は国有企業を相手に訴訟を提起する場合、何らかの形で地方政府に

妨害されるかまたは人民法院に受理されないことが多い。例えば[事件 5]に先立って環境保

護団体の重慶市緑色ボランティア連合会は大手国有企業の陽宗海国電を相手に環境公益訴

訟を提起したが、結局人民法院に受理されなかった277。2015 年に大連環境保護ボランティ

ア協会はチャイナペトロを相手に訴訟を提起したが、人民法院に原告不適格として訴えを

却下された。原告は上訴しようとする際に、地方政府は原告に働きかけて調停を行った。

当該事件に関する関係報道によると、政府機関との繋がりが強い大連市環境保護ボランテ

ィア協会は政府の呼びかけに応じざるを得ず、上訴を諦めた。一方、チャイナペトロは中

国では有数の国有大手企業であるため、大連市政府と連携してその支配下にある官製の環

境保護団体に圧力をかけ、調停で決着させたと推測できる。 

 要するに、地方政府は自分の管轄地域内に環境公益訴訟をコントロールする力を持って

いる。環境汚染が非常に深刻な場合、地方政府は地元の汚染状況をあまり広く知られたく

ないため、環境公益訴訟を抑える傾向がある。一方、環境汚染があまり深刻ではない場合、

中小企業や個人に対する環境公益訴訟は地方政府にとって業績としてアピールすることが

できるから、地方政府はそれを支持する傾向がある。  

3 環境公益訴訟とは何か 

環境公益訴訟は環境保護行政機関と検察機関の強い関与の下で展開されている。場合に

よっては訴訟提起の前に人民法院と一緒に会議を開き、訴訟対策を練ることもある。環境

保護行政機関は実質的に主導的な役割を果たし、人民法院は環境保護行政機関に協力する278

                                                                                                                                                     

い柿を選んで叩く)と表現していた。 
277 孟登科・前掲注（275）。 
278 朱寧寧「貴州非対抗環境社会治理模式調査」法制日報 2016 年 9 月 27 日 A10。 
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ことになっている。人民法院は訴訟提起前の準備段階から介入することもある。無錫市中

級人民法院環境法廷の廷長を務める趙衛民氏は「無錫市の法院は環境保護局、水利、国土

などの関係行政機関と同盟を組み、行政機関が違法行為に対する取調べの初期から司法機

関が介入し、司法によるサポートと支援を提供する」279と行政機関への協力姿勢を明らかに

している。そうした実態は江蘇省常州市における環境公益訴訟の実務によっても裏付けら

れている。 

2011 年 11 月に、江蘇省常州市で常州市環境公益協会が成立した。その一年後の 2012 年

11 月 21 日、常州市検察院は市環境保護局、市中級人民法院、公安局と共同で全国初の環境

保護連動法執行センターを設立し、その下に市環境保護検察所、環境保護巡回法廷、環境

保護警務室と環境公益協会の四つの機構を設置した。環境法違反行為に対して行政責任、

刑事責任、「民事責任」280を同時に追究することは単なる行政処罰より威嚇力が高いとされ

ている281。当該連携法執行センターの設立の背景について、常州市人民検察院の関係者は

「常州市環境保護部門による環境法執行では、行政処罰しか与えることができず、具体的

な民事賠償の追究には手を焼いている。環境が汚染によって破壊された時、環境損害の賠

償を求める人がいない。このような民事賠償事件を解決するために、常州市人民検察院は

先んじて常州市環境公益協会の設立を推進してきた。これで環境公益訴訟の原告が現れた」

282と説明した。すなわち、環境公益訴訟を提起させる目的で検察院、環境保護局及び人民

法院は共同で常州市環境公益協会を設立したのである。また、それに先立って、2011 年 8

月に常州市環境保護局は市検察院、市中級人民法院、公安局と共同で「環境民事公益訴訟

案件の連携に関する暫行規定」を制定し、常州市民政部門に登記されている環境保護団体

による訴訟提起を認める規定をおいた。その後、常州市環境公益協会は常州市環境監察支

隊、市環境モニタリングセンター、市環境保護研究所、市固定廃棄物と放射能環境管理セ

ンター、環境保護技術開発推進センター、市環境保護科学学会、市環境保護産業協会、居

住環境と地学学会、常州市楽天法律事務所、常州大学法学部の団体会員と 70 人の個人会員

を持つようになった283。その会員は常州市環境保護局、区環境保護局と環境保護局に直属

する非営利事業体、環境保護科学学会、環境保護産業協会、法律事務所、市共産党委員会

党校、市社科聨、大学の法学部、共青団市委員会ブランティア総会、環境友好企業代表な

どに所属する者から構成されている。これによって環境公益訴訟を提起する環境保護団体

は完全に環境保護局の支配下に置かれていることになった。常州市環境公益協会が単なる

                                                   
279 茗柏「環境司法的無錫模式」無錫日報 2014 年 8 月 30 日 A04。 
280 ここで言う「民事責任」とは、環境公益訴訟による汚染企業の「環境損害賠償責任」で

あり、環境汚染による被害者への賠償責任ではない。 
281 闫艳＝李莉＝高傑「司法為環境執法撑腰壮胆 江蘇建立環境連動執法機制」

http://www.zhb.gov.cn/zhxx/hjyw/201305/t20130530_252942.htm。 
282 範聖楠＝李莉＝高潔＝董超「常州環保連動執法中心破氷環境公益訴訟」江蘇環保

http://www.jshb.gov.cn/jshbw/xwdt/sxxx/201301/t20130110_225117.html。 
283 「想新機制治汚 多管斉下恵民」常州日報 2012 年 6 月 7 日

http://epaper.cz001.com.cn/site1/czrb/html/2012-06/07/content_536843.htm。 

http://www.zhb.gov.cn/zhxx/hjyw/201305/t20130530_252942.htm
http://www.jshb.gov.cn/jshbw/xwdt/sxxx/201301/t20130110_225117.html
http://epaper.cz001.com.cn/site1/czrb/html/2012-06/07/content_536843.htm
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外見に過ぎず、実際には、環境公益訴訟を提起するかどうかは基本的には環境保護局など

が決めることだといっても過言ではない。このように、原告は誰に対して、どのような訴

訟請求をするかはすべて環境保護局がコントロールすることができる。環境保護局は特定

の企業に汚染処理をさせようとするときに、支配下の環境保護団体を駆使して環境公益訴

訟を提起させることができる。 

環境公益訴訟であまねく請求される生態環境修復費用の鑑定は環境保護局の支配下のあ

る鑑定機関によって行なわれる。その支払いを人民法院に命じられた後、専用口座に支払

われ、環境保護行政機関に支配されるのがほとんどである。生態環境修復費用は名ばかり

のものであり、実際には環境修復に使われるとは限らない。そもそも、水や空気に汚染物

質を排出したとしても、それは時間の経つにつれ、薄れて、流れていくので、環境を元通

りに修復することができない。そうした場合、生態環境修復費用はあくまでも汚染者の環

境汚染行為を懲らしめるための手段であろう。 

 そうした文脈に置かれる環境公益訴訟は訴訟と言いながらも実質的には環境汚染や環境

破壊を引き起こした一部の企業に生態環境修復費用を求めるために人民法院を媒介とする

行政であると言えよう。まさに「環境公益訴訟は環境法執行の有効道具である」284や「本質

的には環境公益訴訟が伝統的な紛争解決型司法ではなく、政策実施型司法である」285など

と言われる所以である。環境公益訴訟は、①環境保護団体による環境法のエンフォースメ

ントと、②環境損害賠償286を請求することができるという面で行政機関による環境法執行を

補足ことができ、環境行政ととともに、環境法執行の両足をなすと言われている287。 

実は、法律上、環境保護行政機関は汚染者に汚染行為の停止及び汚染処理を命じること

ができる。すなわち、環境公益訴訟で請求されることは環境行政によって実現することが

できる。環境公益訴訟は汚染者の生態環境損害の責任を追及する目的で環境行政に取って

代わるものと位置付けられている288。外見上、環境行政の一部は環境公益訴訟の形で環境

保護団体や検察機関、人民法院などに担われているように見える。訴訟が提起される前に、

環境保護行政機関は汚染企業に対して行政処罰を下したのがほとんどである289。なお、汚

染企業が行政処罰に従わない場合、それに対して環境公益訴訟が提起される。要するに環

境行政の行き届いていない場合の後始末を環境公益訴訟に任せるという構図になっている。

また、後始末となる環境公益訴訟を発動するのは実質的には検察機関や環境保護行政機関

であるため、環境公益訴訟は実際には二次環境行政の役割を果たしているといえよう。環

境公益訴訟の原告となる検察機関、環境保護団体はこうした二次環境行政に参加する形と

                                                   
284 高潔「環境公益訴訟―環境執法的新機制」世界環境 2010 年 02 期 40 頁。 
285 陳亮・前掲注（50）24 頁。 
286 原文では「環境損害賠償」と使用されている、 
287 張式軍「以環境公益訴訟破解環境行政執法難題」環境保護 2015 年 15 期 53 頁を参照。 
288 胡静「環保組織提起的公益訴訟之功能定位」法学評論 2016 年 4 期 173 頁を参照。 
289 暁剣「環境公益訴訟案背後是政府職能部門的『無奈』」中国労働保障報 2015 年 8 月 5

日。 
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なっている。 

4 環境公益訴訟の効果 

 環境公益訴訟は主に汚染者に汚染行為の差し止めと生態環境修復費用の負担を求めるた

めに運用されている。それが実際にどれほどの効果を上げたかについて、中国全体の環境

汚染の現状において考察する必要があると思われる。 

 環境汚染は国民経済にどれほどのコストをもたらしたかについて、環境保護部と国家統

計局は共同で中国のグリーン GDP を計算する際に試算したことがある。国内総生産（ＧＤ

Ｐ）に環境汚染コストを反映させるために、2004 年 3 月から国家環境保護総局と国家統計

局は共同で「中国グリーン国民経済計算(グリーンＧＤＰ計算)研究」 290というプログラム

を立ち上げた。2004 年から各年のグリーンＧＤＰは『中国環境経済核算研究報告』 291に公

表されている。それに基づいて各年の環境汚染コストを整理すると、次の表になる。 

 

2004 年～2010 年の環境汚染処理コスト292(単位：億元) 表 11 

 年別   水汚染 大気汚染 固体廃棄物汚染 合計 

実

際

環

境

汚

染

処

理

コ

ス

ト 2004 年 344.4 478.2 182.7 1005.3 

2005 年     400.74 835     217.3     1453.04 

                                                   
290 グリーン GDP とは環境汚染コスト、すなわち擬制環境汚染処理コストと環境退化コス

トを差し引いた後の GDP であると定義されている。王金南＝曹東＝於方＝蒋洪強＝高敏雪

『中国緑色国民経済核算研究報告 2004』（中国環境科学出版社、2009 年）iv 頁。 
291 2004 年のグリーン GDP 計算報告は 2006 年に初めて公表されたとき、『中国緑色国民

経済核算研究報告 2004(公衆版)』という名前であったが、以降は『中国環境経済核算研究

報告』という名前に変わった。今まで公表されたのは 2004 年から 2010 年までである。2010

年のそれは 2013 年に公表され、2010 年以降は公表されていない。本の形で正式に出版さ

れたのは 2004 年から 2008 年までの報告書である。2009 年と 2010 年の報告書は出版され

ておらず、いずれも粗筋だけが環境保護部環境計画院のホームページに掲載され、マスメ

ディアに報道されている。実はグリーン GDP の計算にあたり、環境汚染処理コストと環境

退化コストを計算しなければならない。それに対して地方政府は強い抵抗を示している。

また、当局は当報告書の公表により社会的な恐慌を引き起こすのではないかと懸念を示し、

一時公表を躊躇った経緯がある。2010 年以降のグリーン GDP は公表されないのは、環境

汚染コストが相当の量に達し（2010年の環境汚染コストは既に GDP の 3.5%に相当する）、

それによって、GDP の成長の意味が薄れることになり、経済発展をアピールすることがで

きなくなると当局に懸念されているだろうと考えられる。 
292 2004 年のデータは王金南＝曹東＝於方＝蒋洪強＝高敏雪『中国緑色国民経済核算研究

報告 2004』（中国環境科学出版社、2009 年）5 頁。2005 年と 2006 年のデータは王金南＝

曹東＝於方＝蒋洪強＝高敏雪『中国緑色国民経済核算研究報告 2005-2006』（中国環境科学

出版社、2013 年）10~16 頁、160～166 頁、2007 年と 2008 年のデータは王金南＝曹東＝

於方＝蒋洪強＝高敏雪『中国緑色国民経済核算研究報告 2005-2006』（中国環境科学出版社、

2012 年）17～26 頁、93～106 頁。なお、同報告書で実際環境汚染処理コストとは実際に発

生した汚染処理コストであり、汚染処理過程における固定資産の減少、薬剤費用、人件費、

電気料金などの費用である。擬制環境汚染処理コストとは、処理されないまま環境に放出

された汚染物質を現行の処理技術とレベルで処理する場合の支出である。 
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2006 年   562.0 1046.2  249.3  1857.5 

2007 年   653.7 1369.7  281.9  2305.3 

2008 年   784.5 1775.9  340.8  2901.2 

2009 年          不明 

2010 年      不明 

擬
制
環
境
汚
染
処
理
コ
ス
ト 

2004 年 1808.7  922.3  143.5 2874.5 

2005 年   2084.05 1610.9   148.7   3843.65 

2006 年  2143.8 1821.5  147.3  4112.6 

2007 年  2121.1 2104.8  129.8  4355.7 

2008 年  2672.6 2227.7 142.9   5043.2  

2009 年      不明 

2010 年      5589.3293 

 

               2004 年～2010 年の環境退化コスト294(単位：億元) 表 12 

年別 大気汚染に

よるもの 

水汚染に

よるもの 

固体廃棄物

によるもの 

汚染事故によ

る経済損失 

環境退化コスト（合

計） 

2004 2198.0 2862.8 6.5 50.9 5118.2  

2005 2836.0 2869.0  29.6 53.4    5788 

2006 3051.0 3387.0 29.6  40.2    6507.8 

2007 3616.7 3595.1  65.1 57.2    7334.1 

2008 4725.6 4105.0  63.6  53.3    8947.5 

2009           9701.1295 

2010        11032.8 

                                                   
293 2010 年のグリーン GDP 計算報告は 2013 年に完成した。しかし、その詳細は公表され

なかった。メディアの報道によると、2010 年の環境退化コストは 11032.8 億元に、生態破

壊損失は 4417 億元にのぼっているという。王爾徳「2010 年中国生態環境成本達 1.5 万億」

21 世紀経済報道 2013 年 1 月 15 日。 
294 環境退化コストとは生産と消費の過程において排出した汚染物質による環境機能、人間

の健康、作物の生産量などへの損失である。なお、2004 年の環境退化コストには生態破壊

損失、土壌と地下水汚染による損失、騒音と放射線など物理的汚染による損失、汚染によ

る娯楽への損失、室内空気汚染による身体の健康への損失、オゾン層による身体の健康へ

の損失、大気汚染による林業への損失、水汚染による身体健康への損失などは含まれない。

王金南＝曹東＝於方＝蒋洪強＝高敏雪『中国緑色国民経済核算研究報告 2004』（中国環境科

学出版社、2009年）v 頁。 
295 2009 年のグリーン GDP の計算報告は 2012 年に完成した。しかし、水汚染、大気汚染、

固体廃棄物汚染などに関する詳しいデータは公表されなかった。粗筋だけが環境保護部環

境計画院のホームページに掲載。http://www.caep.org.cn/ReadNews.asp?NewsID=3105。

また、2009 年には生態破壊コストも計算されるようになり、環境汚染退化コストと合計で

13916.2 億元に達し、同年の GDP の 3.8%を占めているという。 

http://www.caep.org.cn/ReadNews.asp?NewsID=3105
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2004 年実際に環境汚染処理に投じた費用は 1005.3 億元で、本来汚染物質の処理に必要

な総環境汚染処理コスト(実際環境汚染処理コスト＋擬制環境汚染処理コスト)の 26％に過

ぎない。すなわち 2004 年に 74％の汚染物質が処理されないまま環境に排出されたという

ことである。2004 年に既に環境に放出された汚染物質を全部処理しようとすれば、約 10800

億元の直接投資が必要であると試算も同報告書に記載されている。同時に 2005 年には実際

処理コストは総環境汚染処理コストの 27%に過ぎない。73%の汚染物質は処理されないま

ま環境に排出された。2006 年の実際処理コストは総環境汚染処理コストの 31.1%を占め、

68.9%の汚染物質は処理されないまま環境に排出された。2007 年の実際処理コストは総環

境汚染処理コストの 31.3%を占め、68.7%の汚染物質は処理されないまま環境に排出された。

2008 年の実際処理コストは総環境汚染処理コストの 36.5%を占め、63.5%の汚染物質が処

理されないまま環境に排出された。 

  要するに、2004 年から 2010 年までおよそ三分の二ぐらいの汚染物質は処理されないま

ま環境に排出されたといえる。すなわち、環境汚染コストの大部分は内部化されていない。

環境公益訴訟で汚染者に負担させた生態環境修復費用は各年の擬制環境汚染コストと環境

退化による損失と比べると、取り上げるに値しない金額だと思われる。2015 年に環境公益

訴訟は大いに宣伝され、全国範囲で 37件の環境公益訴訟が提起された。それとは対照的に、

2015 年に全国で 330 件の突発性環境汚染事故があった296。過去の事例を参考すれば、これ

らの環境汚染事故を起こした企業に対して、環境公益訴訟を提起することができると考え

られる。しかし、実際にはこれらの事故に対して、訴訟を提起しなかった。環境公益訴訟

は環境汚染コストのほんの僅かしか内部化させず、同時に環境汚染行為の抑制に効果をあ

まり挙げていないといえる。2016 年に入ると、環境法違反事件が逆に増加した。2016 年 1

月から8月までの環境法違反事件は2015年の同時期と比べるとかえって増加した297。また、

2015 年に環境法違反行為に対する行政処罰が 9.7 万件に上り、2014 年に比べると 34％増

加した298。環境公益訴訟の元年と呼ばれる 2015 年以降、環境法違反行為が減少しなかった。

すなわち、環境公益訴訟は環境汚染行為の広がりに歯止めをかける力を持っていないと言

える。そもそも、地方政府は経済発展のために汚染企業を庇う姿勢を崩していない。2016

年 7 月に、環境保護部は内モンゴル、黒竜江、江蘇省、江西省、河南省、広西省、雲南省、

寧夏回族自治区に一ヶ月に亘り監督チームを派遣した。これらの地域における環境行政に

                                                   
296 環境保護部ホームページに掲載されるものによる。

http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/qt/201604/t20160413_335118.htm。 
297 環境保護部「環境保護部通報 2016 年 1-8 月『環境保護法』配套弁法執行情況」(2016

年 10月 12日) http://www.zhb.gov.cn/gkml/hbb/qt/201610/t20161012_365399.htm(最終訪

問日：2011 年 11 月 28 日)。過去の事例に照らしてみると、これらの環境法違反行為はほと

んど環境公益訴訟に射程に入れると考えられる。 
298 中華人民共和国環境保護部『2015 中国環境状況広報』3 頁。

http://www.zhb.gov.cn/hjzl/zghjzkgb/lnzghjzkgb/201606/P020160602333160471955.pdf

に掲載されるものによる。 

http://www.mep.gov.cn/gkml/hbb/qt/201604/t20160413_335118.htm
http://www.zhb.gov.cn/gkml/hbb/qt/201610/t20161012_365399.htm(最終訪問日：2011
http://www.zhb.gov.cn/gkml/hbb/qt/201610/t20161012_365399.htm(最終訪問日：2011
http://www.zhb.gov.cn/hjzl/zghjzkgb/lnzghjzkgb/201606/P020160602333160471955.pdf
http://www.zhb.gov.cn/hjzl/zghjzkgb/lnzghjzkgb/201606/P020160602333160471955.pdf
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対する監督を行った結果、地方政府は汚染企業のために環境アセスメントを偽造したり、

財政資金で企業の汚染物質排出費用を支払ったりして汚染企業を庇う行為が普遍的に行わ

れていたことが分かった。それによって、僅かの一ヶ月間で問責された責任者が 3422 人に

達している299。地方政府は環境汚染コストをすべて内部化させる気配がないと考えられる。

2015 年以降も環境問題による集団騒動も多発している300。これらの騒動はいずれも環境汚

染の発生するおそれのあるごみ焼却施設などの建設を止めようとするものである。理論上、

市民は環境保護団体に環境公益訴訟の提起を促し、建設工事の差し止めを求めることが不

可能ではない。しかし、実際には環境公益訴訟はこうした環境紛争の解決に利用されなか

った。 

 上述を総合すると、中国の環境公益訴訟は二次環境行政として非常に限定的な役割しか

果たしていないと言わざるを得ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
299。姜貞宇「8 省份環保督察反饋出炉 環保欠帳哪家多？」中国新聞網 2016 年 11 月 24 日。

http://www.chinanews.com/gn/2016/11-24/8072843.shtml(最終訪問日：2016 年 11 月 29

日)。 
300 典型的な集団騒動事件として、2015 年 4 月に広東省河源市の市民 1000 人以上は地元の

火力発電所の建設に反対するために起こしたデモ、2015 年 1 月 5 日深圳市で 200 人以上の

市民がゴミ焼却施設の建設に反対するデモ、2015 年 4 月 20 日に、浙江省海塩県でごみ焼

却施設の建設に反対するデモ、2015 年 12 月 24 日、広東省普寧市雲落鎮でごみ焼却施設の

建設に反対するデモ、2016 年 10 月 13 日、陝西省西安市高陵区でごみ焼却施設の建設にか

反対するデモ、2016 年 12月 9日、四川省成都市で化学工場の建設に反対するデモなどが

ある。これらの集団騒動が全国に広がるのを恐れて、当局はネット上でそれに関するネッ

ト上の投稿やメディアによる報道などをほとんど削除した。上記の大規模のデモが起きる

と、微博（中国版ツィター）、微信（wechat、中国版 line）などにそれに関するニュースが

少し残っている。実際に起きた集団騒動は報道されたものより遥かに多いと思われる。 

http://www.chinanews.com/gn/2016/11-24/8072843.shtml(最終訪問日：2016
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第 5 章 なぜ環境公益訴訟か 

 前章では、環境公益訴訟はあまり効果を挙げていないとの結論に至った。それなのに、

なぜ、環境公益訴訟を創設するのか。環境保護行政機関が汚染者に汚染処理や環境の原状

回復などをさせようと思えば、行政的な命令や措置を講じてやることができる。なぜ、環

境行政の機能不全を放置したまま、環境公益訴訟という二次環境行政を通じて、一次環境

行政の不行き届きによる環境汚染の後始末をさせようとするのか。本章では環境公益訴訟

のメカニズムを明らかにした上で、その本当の狙いを解明する。 

 

第 1 節 環境公益訴訟のメカニズム 

 上述したように中国の環境公益訴訟は実は司法を回路とする行政であることが分かった。

中国では司法と行政の線引きが曖昧だとよく指摘されている。これは環境公益訴訟におい

ても見事に現れている。司法はいかにして行政の役割を果たすのか、それは次のようなメ

カニズムによるものだと考えられる。 

1 不法行為責任法の非純粋私法性格 

 繰り返していうように、中国の環境公益訴訟では原告は被告に対して実体法上の権利が

あるわけではない。しかし、司法解釈は不法行為責任法にもとづいて妨害排除、危険除去、

原状回復、損害賠償などの請求権を原告に付与した。実際の裁判例では被告の「環境不法

行為責任」301が認定されたのがほとんどであった。 

 その背景には自然資源の国家所有という発想がある。中国の物権法 46条は「鉱山、水流、

海域が国家所有に属する」と規定し、更に 48条には「森林、山嶺、草原、荒廃地、砂浜な

どの自然資源が国家所有に属する。ただ、法律により集団所有と規定されたものは除く」

と規定している。また、水法の 3 条は「水資源は国家所有に属する。国務院は国を代表し

水資源の所有権を行使する。農村集団経済組織の溜池と農村集団経済組織の設置、管理し

た貯水池の水は各農村集団経済組織の使用とする」と規定している。民法通則 117 条 2 項

「国家、集団又は他人の財産を損害した場合、原状回復又は金銭で賠償しなければならな

い」と規定した。このように、水、大気、鉱山、森林、草原、野生動植物などの資源すべ

てが国家の所有に属する。環境汚染と生態破壊が発生した場合、環境資源が不可避的に破

壊されることになる。国家所有の環境資源が破壊されると、その損害に対する民事救済が

必要だと主張されている302。それを基礎付ける法的根拠として不法行為責任法 65 条が挙げ

られ、「不法行為責任法 65 条は自然資源生態損害に対する私法による救済に一定の余地を

残した」303と主張されている。 

                                                   
301 判決では「環境侵権責任」と書いているため、そのまま「環境不法行為責任」と訳し

た。ただ、文脈によると環境汚染や破壊など環境に対する責任という意味で使われている

と理解される。 
302 李挚萍「論国有環境資源損害的民事救済」重慶大学学報 2007年 2期 106～111頁を参照。 
303 張梓太＝王嵐「我国自然資源生態損害私法救済的不足及対策」法学雑誌 2012 年 2 期 57

頁。 
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 要するに、環境汚染と生態破壊が発生した場合、それを国家財産に対する損害と捉えら

れ、国が民事訴訟を通じて汚染者に損害賠償を求めることができるという論理である。そ

のため、国も通常の民事主体として不法行為責任法の適用対象とされている。「ほとんどの

状況において国は自然資源所有者と管理者の身分を併せ持っているため、民事主体であり

ながら行政主体でもある」304と言われている。そのため、環境公益訴訟では国の代表とさ

れる原告が不法行為責任法にもとづいて被告に環境損害賠償を求めることができるとされ

ている。[事件 2]では正にこの論理が使われ、検察機関が国の代表とされた。しかしながら、

[事件 2]以外の事件では原告が一体国の代表としているかどうかをはっきりしないまま原告

の適格を認めた。環境保護団体はなぜ不法行為責任法に基づいて汚染者に環境損害賠償を

求めることができるかについては論理的な説明はなされていない。不法行為責任法は私人

間の紛争解決だけを目的とする法ではないことが明らかである。 

2 人民法院の政治的利用 

  上述したように、環境公益訴訟における不法行為責任法の適用について理論的な説明が

なされていない。それにもかかわらず、事例では相次ぎ被告の環境損害責任を認めていた。

その背景には、中国の現行司法理念が影響しているところが大きいと考えられる。   

従来、中国の司法独立の不在が指摘されて久しい。「中国の裁判は権力の道具」305とも言

われている。中国では三権分立がなく、司法権の範囲を限定する憲法上の規定がない306。逆

に司法が大局に奉仕することや、司法に対する党の指導の堅持、社会効果の達成、社会安

定の維持などが要請されている。「司法はただの紛争解決だけではなく、中国共産党が社会

に対するガバナンスを行い、政治的正義を実現する道具でもある」307と指摘されている。す

なわち、法律を適用して、原告の訴訟請求を判定するだけではなく、党の政治目的を実現

するために、改めて当事者間の利益調整を行うことが求められている。近年、環境悪化を

前に、環境保護における司法の役割が強調されるようになった。その代表的なものが能動

司法の提唱であった。「能動司法によって、司法機関はただ法律条文に拘ることなく、不合

理な社会効果を防ぐために、より社会の現実と変化の趨勢に応えるように法適用すること

ができる。これは問題解決、矛盾解消及び大局に奉仕することに寄与することができる」308

と指摘されている。これによって法律条文から離れる判決も可能であることを示唆してい

る。司法を行政権の延長線に位置づけて、裁判官に環境規制者としての職責を担わせ、行

政による環境法執行の機能不全を補うべきだとの主張もなされている309。能動司法によって

                                                   
304 張璐「自然資源損害的法学内涵解読」華東理工大学学報 2012 年 4 期 83 頁。 
305 坂口一成『現代中国刑事裁判論』(北海道大学出版社、2009 年)360 頁。 
306 たとえそういう規定があったとしても、違憲審査制度の不在により、人民法院は具体的

な事件においてそれを解釈することができない。 
307 何青洲『「人民司法」在中国的実践路線』（中国政法大学出版社、2016 年）196 頁。同

書にいう政治的正義とは、人民民主独裁主義である（同書 66 頁）。実際に党の指導の堅持

を意味するものと考えられる。 
308 汪光焘「堅持我国法律制度 開展能動司法」中国環境法治 2012 年巻(上)9 頁。 
309 杜輝「環境司法的公共治理面向」法学論評 2015 年 4 期 172－174 頁を参照。 
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司法が既に司法のあるべき権限範囲を超え、伝統的な「政務型司法」に回帰し、司法とし

てのプライドを顧みず、立法機関と行政機関の下請けに成り果ててしまっていると批判さ

れていたほどであった310。 

形成史からも分かるように、中国の環境公益訴訟は明らかに環境保護行政機関の主導で

推し進められてきた。環境公益訴訟に言及した国の政策が発端となり、続いて地方の各法

院が国の環境保護政策の実現に協力するために、自らまたは検察機関や環境保護局と共同

で環境公益訴訟に関する内部文書を制定し、環境公益訴訟の受理を試みた。人民法院は訴

訟が提起されるのを待つのではなく、自ら進んで環境公益訴訟事件を探すべきであるとの

意見も地方の人民法院より出されている311。民事訴訟法の改正により環境公益訴訟が正式に

導入された 2012年までに、人民法院は環境改善との政治的目的の実現に迎合し、環境公益

訴訟を受理し、判決を下した。 

政治的目標の実現に協力する司法の姿は次のような環境法廷の成立史からも窺い知るこ

とができる。ここ数年来、環境汚染に関する民事事件、行政事件と刑事事件を一つの法廷

で審理を行なうために、各地で人民法院の内部に環境法廷を設置した。実際に、「2007年ま

でに環境法廷の一部は人民法院ではなく、環境保護局に設置されていた。そのうち、被害

者に対する民事救済ではなく、環境保護部門の行政決定が順調に執行されることを保障す

る目的で設置されたものも少なくない。このような法廷を『環境法廷』というより、『環境

保護局法廷』というほうが適切かもしれない」312と言われたほどであった。そういう環境法

廷に対して、最高人民法院はかつて文書を出して批判したことがある。例えば最高人民法

院は「武漢市橋口区人民法院による環境保護法廷の設立に関する状況報告への回答」では

「国家裁判機関の裁判職権は国家行政機関の行政管理権能と混同してはならない。人民法

院は法院以外の行政管理部門と共同で専門法廷を設立してはならない」313と人民法院と環境

保護行政機関による環境保護法廷の共同設立を禁止した。また、最高人民法院の元副院長

を務めた馬原氏がかつて全国の民事裁判に関する座談会において人民法院が独立で裁判権

を行使することの必要性を強調して、「目下、税務法廷、環境保護法廷、不動産法廷などの

専門法廷を設置し、関係行政部門の役員が出向で人民法院の裁判官と共同で裁判権を行使

するところがあるが、しかし、これは妥当ではない。法律によれば、裁判権は人民法院し

                                                   
310 劉練軍「比較法視野下的司法能動」法商研究 2011 年 3 期 25 頁。なお、筆者は「政務型

司法」の定義を明確に示さなかったものの、それが伝統中国における司法と行政の一体化

に由来するものであり、結果として、司法権そのものを放棄し、人民法院が行政権の内部

に復帰し、再び行政機関と一体化することになると指摘していた。 
311 段玉良＝康平「無案可弁 雲南環保法庭変身『刑事庭』」中国日報 2010 年 10 月

18http://www.chinadaily.com.cn/dfpd/yunnan/2010-10-18/content_1025194_7.html。(最

終訪問 2016 年 12 月 1 日) 
312 汪勁・前掲注（114）311 頁。 
313 最高人民法院の「武漢市橋口区人民法院が環境保護法廷を設立することに関する状況報

告への回答」(1989 年 2 月 10 日法[経]函(1989)19 号) 

http://fgk.chinalaw.gov.cn/article/sfjs/198902/19890200274961.shtml。 

http://www.chinadaily.com.cn/dfpd/yunnan/2010-10-18/content_1025194_7.html。(最終訪問2016年12月1
http://www.chinadaily.com.cn/dfpd/yunnan/2010-10-18/content_1025194_7.html。(最終訪問2016年12月1
http://fgk.chinalaw.gov.cn/article/sfjs/198902/19890200274961.shtml


122 

 

か行使することができず、その他の単位や個人が国家裁判権を行使することが法律規定に

違反することになる」314と環境保護機関と人民法院による環境法廷の設立に反対意見を示し

た。そういう反対意見が出されたのは逆に、行政機関が人民法院とともに訴訟事件の審理

に臨んだことがあることを裏付けていたと言えよう。 

 このように中国の環境法廷は最初に環境保護行政機関による法執行に協力するために設

立されていた。環境行政の機能不全により環境悪化が急ピッチで広がった結果、司法は再

び能動司法のスローガンの下で環境保護行政機関に協力することを求められている。環境

公益訴訟において、司法権は政治的目的により実際に行政権の領域内に侵入し、人民法院

は環境保護行政機関に取って代わり、環境公共利益を守る主体に変身したと指摘されてい

る315。そういう背景で、人民法院は不法行為責任法の論理的な解釈を展開しないまま、被

告に生態環境修復費用を認めたのは想像に難しくない。政治的な目的を実現するために当

局は司法を利用し、一方、司法は進んで政治目的の実現に迎合していることが環境公益訴

訟の運用で明らかになった。 

  

第 2 節 環境公益訴訟の狙い 

 上述したように、中国の環境公益訴訟では十分な法解釈を展開せずに、被告に生態環境

修復費用を負担させている。たとえ能動司法を通じてそうすることができるとしても、な

ぜそこまでして環境公益訴訟を進める必要があるのか。そもそも環境公益訴訟は環境行政

の代替手段と使われているので、環境行政の機能不全の解消に取り組めば、ある程度環境

改善を図ることができると思われる。なぜ当局は環境行政の機能不全を放置したまま316、

二次環境行政として環境公益訴訟を活用しようとするのか。環境公益訴訟を通じて、当局

は次のような狙いがあると考えられる。 

1 環境汚染コストの一部内部化 

従来、中国政府は経済の発展を最優先にしているため、環境汚染を放置してきた。政府

の強い経済発展志向は政府の企業化と揶揄され、「地方政府の企業化は特に経済成長の追求

に現れている。特に財政収入が一番の原動力になっている。GDPが営業総額であり、財政収

入が企業の利潤である」317と言われている。経済を発展させるために、地方政府は積極的に

                                                   
314http://www.chinalawedu.com/news/1200/21752/21754/21764/21779/2006/3/wu747685

74183600215138-0.htm 
315 王遠明「論我国環境公益訴訟的発展方向：基於行政権与司法権関係理論的分析」中国法

学 2016 年 1 期 55～57 頁を参照。 
316 実は環境行政の機能不全に対して、2014 年の環境法改正で環境保護行政機関の権限の

増強、汚染者に対する過料の引き上げなどの改善措置を導入した。しかし、環境悪化の根

本的な原因である「政治と経済の一体化」にメスを入れない限り、地方政府は経済発展最

優先から方針転換しないと思われる。そのため、環境保護行政機関の権限がいくら増強さ

れても、それは適切に行使される保証はない。事実上、環境行政の機能不全を放置したと

いえる。 
317 趙樹凱「農村発展与基層政府公司化」中国発展観察 2006 年 10 期 48 頁。 
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企業を誘致している。企業誘致の際に、環境汚染コストの低さをアピールする地方もある。

地方政府は財政資金で企業の汚染物質排出費用 を支払う場合すらある。政府と企業の関

係は審判員とスポーツ選手の関係だけではなく、監督とスポーツ選手の関係も成し、政府

は地元の汚染企業を守ろうとしている318。環境保護行政機関の不作為は環境悪化の最も根本

的な原因であると指摘されている319。 

環境公益訴訟が創設されるまで、政府は汚染者に原状回復や環境修復費用をほとんど負

担させなかった。環境汚染が発生した場合、政府は財政資金を投入して汚染処理を行って

いたのがほとんどであった320。汚染行為が発覚し、行政機関に取り締まられた場合、汚染者

は期限付き改善措置、営業停止、許可取消などの行政処罰を受けるかもしれないが、しか

し、これらの措置はいずれも将来の汚染発生の予防措置であり、過去の汚染処理に関する

ものではない。過去の汚染処理に関して、ほとんどの場合、行政機関が財政資金を投入し

て処理に当たっている。汚染者は僅かな過料を課されるに止まっている。行政機関が環境

修復を行なう場合、企業に課した過料の数倍ないし数十倍の費用がかかるかもしれない。

2005 年に発生した松花江汚染事件では汚染事故を引き起こした石油化学会社が環境保護総

局に 100 万元の過料に処せられた。しかし、2010 年 6 月までに国が汚染処理に投入した費

用は 78.1 億元に達した。それが批判の的となり、訴訟を通じて汚染者の生態損害填補責任

を追究すべきであるとされている321。環境汚染処理費用の全部を汚染者側に負担させるため

に、環境修復責任法制度を整備する必要があると唱えられていた322。「我が国の環境法には

環境責任法または環境損害賠償法が欠如している」323と指摘されている。「生態環境の損害

は賠償されない。環境公共利益の損失に対する賠償は明確な法的根拠がなく、生態環境サ

ービスの機能の損失や環境修復などの費用は賠償範囲に入れられない」324と言われている。

「環境損害は環境要素が汚染、破壊されたことによる環境の質の低下と機能の喪失である。

一般的には生活環境損害と生態環境損害に分けることができる。実際において刑事事件で

あろうと民事事件であろうと、環境損害に対する賠償にはほとんど触れておらず、環境の

生態利益はまだ経済財産損失として汚染者に賠償されていない」325と訴訟の限界が指摘され

                                                   
318 曾紀茂「地方政府公司化的運作邏輯与後果」太平洋学報 2011 年 11 期 59-61 頁。 
319 楚道文＝邱瀟可「環境公益訴訟必要性分析」江西社会科学 2012 年 8 期 153 頁。 
320 沈緑野＝趙春喜「我国環境修復基金来源途径刍議」西南政法大学学報 2015 年 03 期 72

頁。 
321 竺効「反思松花江水汚染事故行政罰款的法律尴尬」法学 2007 年 3 期 15 頁を参照。当

論文で筆者は生態損害を「人的活動により、人類の生存と発展の基盤たる生態環境の如何

なる部分の物理的、化学的及び生物学的な重大な退化である」と定義した。本稿ではいう

環境損害に相当する概念だと捉えられている。 
322 趙衛民「建立環境恢復責任制度的若干思考」人民司法 2010 年 03 期 95 頁参照。ほかに

は李挚萍「環境修復法律制度探析」法学評論 2013 年 2 期 108 頁参照。 
323 楊朝飛「環境汚染損害鑑定与評估是根治『違法成本低和守法成本高』頑疾的重要挙措」

環境保護 2012 年 05 期 22 頁。 
324 楊朝飛・前掲注（1）2012 年 21 期 39 頁。 
325 袁春湘「我国環境司法的現状、問題及相関建議」中国審判新聞月刊 87 期 100 頁。 
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ている。それに対して、汚染企業の汚染行為に見合うだけの過料を課し、または環境損害

に関する立法を進めるべきだとする意見が相次いで提出されている326。 

実はこうした意見はいずれも現実と合致しないと考えられる。実際に法律上環境保護行

政機関は行政措置を通じて企業に汚染処理を命じることができる327。しかし、ほとんどの場

合、それを行使しなかった。環境汚染による被害者の救済をさせないのも、環境汚染コス

トを企業に内部化させたくないという政府の思惑がある。地方政府は経済発展を成し遂げ

るために、企業の競争優位を確保するために、環境汚染による被害者の救済や、厳格的な

環境法執行を怠っている328。 

企業の環境汚染コストは内部化されず、それによる国民経済への損失が莫大な費用に膨

れ上がっている。2010 年の環境退化コストが 15389.5 億元に上っているとの試算も環境保

護部環境計画院により出されている。また、2017 年までに大気汚染物質の減少を図るため

には、1.75 万億元の投資が必要であると見積もられている329。中国は低価格製品を輸出す

る戦略を取っているため、環境汚染コストは製品の価格には反映されていない。環境を犠

牲に輸出製品の低価格優位を維持しているため、貿易摩擦も引き起こしている。そのため、

中国の貿易発展戦略を調整し、環境規制を手段に、環境汚染コストを内部化させ、貿易と

環境を両立させ、経済社会の持続可能な発展を図る必要があると指摘されている330。そうし

た厳しい環境汚染の現実を受け、政府はようやく経済最優先から経済発展と環境保護の均

等重視との方針を打ち出した。 

環境損害の回復をより実現可能なものとするために、2011 年 5 月 25 日に環境保護部は

「環境汚染損害の鑑定と見積もりに関する若干意見」331を公布し、その中で、我が国の法律

                                                   
326 陶建国「徳国『環境損害予防及恢復法』評介及啓示」中国環境管理幹部学院学報 2015

年 4 月 9～10 頁を参照。他にも胡中華「論美国環境公益訴訟中的環境損害救済方式及保障

制度」武漢大学学報 2010 年 6 期 934～935 頁を参照。王江＝黄錫生「我国生態環境恢復立

法析要」法律科学 2011 年 3 期 194～199 を参照。 
327 例えば水汚染防治法 83 条は「企業事業単位は本法に違反して水汚染事故を起こした場

合、県クラス以上の人民政府環境保護主管部門は本法 2 条の規定に従い、過料を科し、期

限付き処理措置を命じ、汚染を除去させることができる。要求に基づいて汚染処理措置を

講じずまたは汚染処理能力を持たなかった場合、環境保護主管部門は処理能力のある単位

を指定し、代わりに汚染処理をさせることができる。それに必要な費用は違法者が負担す

るものとする」と規定している。この条文に基づいて、環境保護行政機関は汚染者に汚染

処理命令を出し、または三者に処理させて、その費用を汚染者に負担させることができる

と考えられる。 
328 王寧「中国低成本発展模式的演進、困境与超越」学術研究 2010 年 10 期 69 頁参照。 
329 殷欣「環保部承認中国空気汚染厳重：治理需用 1.75 万億元」参考消息 2016 年 12 月 07

日。http://k.cankaoxiaoxi.com/weizhan/article/101399967/31313510905/236492。(最終訪

問：2016 年 12 月 10 日) 
330 王玉婧『環境成本内在化環境規制及貿易与環境的協調』(経済科学出版社、2010 年)222

頁。 
331 環境保護部「関於開展環境汚染損害鑑定評估工作的若干意見」(環発[2011]60 号、2011

年 5 月 25 日)。 

http://k.cankaoxiaoxi.com/weizhan/article/101399967/31313510905/236492。(最終訪問：2016
http://k.cankaoxiaoxi.com/weizhan/article/101399967/31313510905/236492。(最終訪問：2016
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は環境責任、環境汚染損害賠償と土壌汚染防治などに関して不備があり、環境汚染損害鑑

定と見積もりに関する規定が欠如しているため、汚染者負担原則の効果的な実現を妨げて

いると指摘した。更に、環境修復と生態回復費用を環境損害賠償の範囲内に入れ、化学的、

合理的に損害賠償額と行政過料の額を確定することは、企業生産の環境コストを体現し、

企業の環境責任の強化にも繋がる。それによって根本的に「環境違法コストが低く、法遵

守コストが高い」問題の解決に資するとした。続いて環境保護部は「環境汚染損害額の計

算に関する推薦方法」（Ⅰ版）と「環境損害の鑑定と見積もりに関する推薦方法」（Ⅱ版）332

を制定した。 

 こうした動向を受けて、環境保護法は 2014 年の改正で新たに損害の責任者負担を環境保

護原則の一つとした333。立法者の解説によると、同条にいう「損害」とは環境汚染と生態破

壊の行為である。環境損害とは人類の活動により人類と他の生物種の生存基盤である環境

が損害または悪影響を受ける事実であり、損害を加えた者は責任を負うのが環境保護の重

要な原則であるとされている334。また、当該原則は環境汚染コストの内部化によって生産経

営者の汚染物質の削減にインセンティブを与えることが目的で、その比較対象として日本

の原因者負担原則が取り上げられている。 

 環境公益訴訟はこうした環境汚染コストの一部を内部化させる手段として使われ、「環境

公益訴訟は生態環境損害の民事責任を追究する訴訟と位置付けられている」335。2010 年 12

月 1 日に昆明市が公布した「昆明市環境公益訴訟救済専項資金管理暫行弁法」は「人民法

院の判決により支払いを命じられた特定受益者のない環境損害賠償金」を救済資金の財源

の一つとし、汚染された環境の修復に充てることを明確にした。昆明市環境保護局が専用

口座を開設し、当該資金の運用管理を行なっている。 

 なお、地方政府は厳格に法律を執行する保証がない。環境公益訴訟は地方政府の懈怠を

改善しようとする狙いがあると考えられる。環境保護団体による環境公益訴訟について地

域的な制限を設けておらず、環境保護組織は自分の活動範囲内であれば訴訟を提起するこ

とができると規定されている。また、環境公益訴訟の一審受訴人民法院は中級人民法院で

あるため、地方の環境保護を担当する県クラスの地方政府と環境保護局の阻害を排除して、

汚染者の環境汚染責任を追及することが期待されている。 

                                                   
332 環境保護部弁公庁「関於印発『環境損害鑑定評估推薦方法(Ⅱ版)』的通知」(環弁[2014]90

号、2014 年 10 月 24 日)。 
333 環境保護法 5 条は「環境保護は保護優先、予防を主とし、総合的処理、大衆参加、損害

の責任者負担を原則とする」と規定している。原文では「損害担責」と表示されているが、

それに対する解説では「環境損害とは人間の活動により人間とその他の生物種の生存基盤

である環境が損害又は悪影響を受ける事実である。環境損害は汚染と生態破壊を含む。損

害を及ぼす者がそれによる損害に責任を負うのは環境保護の重要な原則である」と解され

ている。 
334 信春鹰・前掲注(37) 19 頁。 
335 胡静「環保組織提起的公益訴訟之功能定位」法学評論 2016 年 4 期 168 頁。なお、ここ

にいう民事責任とは具体的な被害者に対する責任ではなく、環境に対する責任である。 
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実際の事件から見ると、環境保護団体による環境公益訴訟の中、中華環境保護連合会な

ど全国規模の環境保護団体によるものがほとんどであった。環境保護部を業務主管機関と

する環境保護連合会は地方に深入りして訴訟を提起することは地方政府の法執行の怠りを

牽制することになる。地方政府が証拠の収集や鑑定などを妨害することができるとしても、

訴訟提起からプレッシャーをかけられることになるだろう。そのため、環境公益訴訟に関

する司法解釈が公布されると、環境保護団体による訴訟提起には地域的な制限がないこと

が一つのポイントとして多数のメディアに取り上げられている。 

企業としてはたとえ地方の環境保護局による法規制や行政処罰を免れたとしても、その

汚染行為が発覚すると、環境保護団体による環境公益訴訟によって、環境修復責任を負わ

される可能性がある。そのため「環境公益訴訟は企業に対する十分な威嚇の形成に寄与で

きる」336と言われている。また、環境公益訴訟が提起された場合、マスメディアに取り上げ

られ、社会的な注目を集めているのがほとんどである。そのため、同地域の潜在的な汚染

者に対する警戒効果があると考えられている337。まさに「民事訴訟の方式を通じて環境法違

反者に環境汚染損失を求めることは、企業の環境汚染行為の差し止めと共に、損害賠償の

責任を負わせることによって、企業の射幸心を防げるだけでなく、企業に対する教育と警

告効果がある」338と言われるゆえんである。 

 このように、実質的には中国の環境公益訴訟は主に汚染者負担原則の実現を図る一手段

として使われていることが分かる。尚、経済の発展から正統性を維持しようとする現政権

にとっては、経済発展の最優先を諦めることができない。企業の競争優位を維持するため

に、環境汚染のコストをすべて内部化させることを事実上拒否している。環境被害者によ

る民事訴訟を門前払いされる一方、汚染企業の汚染処理や原状回復などを命令する規制的

手段の行使を怠っている。そもそも、地方政府は地方の環境汚染の実態を公表されるのが

好ましくない。2006 年に環境保護部と国家統計局は共同で 2004 年度のグリーン GDP を公

表する際に、地方政府から巨大な圧力をかけられた。地方政府は自分の管轄地域のグリー

ンGDPを公表しないように環境保護部と国家統計局に書簡をもって正式に求めたことがあ

る339。要するに、地方政府は経済成長をアピールするために、GDP に環境汚染コストを反

映させたくない思惑がある。逆に、環境汚染コストをほとんど内部化されていないことが

裏付けられていると考えられる。しかし、今これ以上環境汚染を放置できないところまで

来ると、当局は環境公益訴訟を通じて環境汚染コストの一部を選択的に内部化させること

を試みている。地方政府はある程度で環境汚染コストの一部を内部化させるパフォーマン

スを作らなければならない。しかし、誰に、どの程度で汚染コストを内部化させるかはほ

                                                   
336 高潔「環境公益訴訟――環境執法的新機制」世界環境 2010 年 02 期 40 頁。 
337 王社坤・前掲注（228）81 頁。 
338 鄧慧玲「行政処罰＋民事訴訟環境公益訴訟 彌補執法不足」中国環境報 2009 年 09 月

07 日。 
339 王金南＝曹東＝於方＝蒋洪強＝高敏雪『中国緑色国民経済核算研究報告 2004』（中国環

境科学出版社、2009 年）vi 頁。 
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ぼ地方政府に決められている。全国的規模の環境保護団体が地方政府の誘致した重点企業、

多額な税金を納める企業を相手に環境公益訴訟を提起する場合、地方政府はあらゆる手段

で阻止しかねない。  

2 大衆参加の偽装 

 環境保護における市民参加の大切さは既に当局に意識されている。市民が環境法の立法、

法執行、司法などに参加することによって、環境問題の解決と全面的な管理に寄与し、環

境問題による衝突の予防と解決に有効なルートを提供できるとされている340。なお、市民参

加のルートの不在により、市民は身近に環境汚染の発生する恐れの建設工事が進められる

度に、それを阻止するために極端な手段を取り利益を表出する。それにより、市民、社会

と地方政府はいずれも巨大な代価を払ったと指摘されている
341
，2010 年、環境保護部は「環

境保護団体の育成と秩序のある発展の誘導に関する指導意見」342を公布し、その中で「環境

保護団体が環境保護における市民参加の促進、大衆による環境保護活動の改善、権利擁護

と法律援助の展開、企業の環境汚染行為に対する監督などにおいて大きな役割を果たすこ

とができる」
343
と指摘した。 

2014 年環境保護法の改正で大衆参加は環境保護の原則の一つとして定められている。環

境公益訴訟は改正後の環境保護法の 5 章「情報公開と大衆参与」に置かれ、環境保護にお

ける大衆参加の一形態と位置づけられている。「環境保護法改正で三つの面から大衆参加の

具体化を図ってきた。環境に関する関係権利を規定し、法律の面で大衆参加を基礎付けた。

また事前、途中における参加を規定し、更に、事後的な参加を規定した。つまり、大衆が

環境違法行為を告発することもでき、関係社会組織が環境公益訴訟を提起することができ

る」344と環境公益訴訟を事後的な大衆参加と位置づけている。それは数多くの地方条例にも

規定されている345。 

当局は環境保護にける大衆参加を推進する背景には、近年環境問題に絡む集団騒動が多

発している現状がある。「1996 年以来、環境集団騒動事件が年平均 29％の速度で急増して

                                                   
340 環境保護における大衆参加の実践と探索編集組編『環保公衆参与的実践与探索』(中国環

境出版社、2015 年)3～16 頁を参照。 
341 前掲注(340)34 页。 
342 環境保護部「環境保護団体の育成と秩序ある発展の誘導に関する指導意見」(環発

[2010]141 号)2010 年 12 月 10 日。 
343 環境保護部・前掲注(342) 111 页。 
344 信春鷹・前掲注(37)185 頁。 
345 2014 年 11 月 28 日に、河北省は「河北省環境保護における大衆参加条例」を制定し、

その 21 条において「環境保護における大衆参加の範囲：(六)環境汚染、生態破壊、社会公

共利益を損害する行為に対する訴訟提起」と規定している。そのほかに、瀋陽市が 2005 年

に公布した「瀋陽市の環境保護における市民参加に関する弁法」、山西省人民政府が 2009

年に公布した「山西省の環境保護における市民参加弁法」、昆明市人民政府が 2011 年に公

布した「昆明市の環境保護における市民参加弁法」などにおいても同様の規定が置かれて

いる。 
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いる」346と言われている。その中で、代表的なのは、2014 年 5 月 11 日に浙江省杭州市で

ごみ焼却施設の設置に反対する住民と警察隊の衝突事件である。当該事件ではごみ焼却施

設の建設に反対する地域住民数千人が集まり、高速道路を封鎖し、警察の車両を破壊し、

警察と厳しく衝突した。デモ参加者と警察の両方に多数の負傷者が出た。事件後、53 人の

デモ参加者が逮捕された。結局、地元当局はごみ焼却施設の建設の延期を決めた347。そのほ

かに、各地で化学工業、特にパラキシレン(para-xylene、中国で PX という)工場の建設を

めぐり、工場の立地周辺に住む住民が反対デモを起こし、警察と衝突した事件が相次いだ。

例えば、2007 年 6 月 1 日に、アモイ市の住民数千人が「集団散歩」348を行ない、地元にお

ける PXの建設プロジェクトに対する反対運動を起こした。2012 年 10 月 22 日から 26 日の

間に、浙江省寧波市で 1000 人あまりの住民が PX 工場の建設に対する反対運動を起こし、

警察と衝突した。26 日の夜 11 時ごろ、警察が現場で 51 人の参加者を拘束し、そのうち 13

人に対して刑事的な強制措置を取った。事件後、PX 工場の建設は先送りされた。同種の事

件は 2011 年に大連市で、2013 年に昆明市で、2014 年に茂名市で、2013 年に九江市で相

次ぎ発生した。こうした集団騒動が激しさを増す一方で、環境問題は社会の安定と調和を

脅かす社会問題になっている349。 

こうした集団騒動を防ぐために、政府は従来の政治経済の一体化から脱却し、本当の意

味における環境問題への市民参加を実現する必要があると言われている350。市民参加を実現

するために、環境保護団体は大切な役割を果たすと期待されている。「各種の社会団体が現

代社会において利益を集中させ、組織的に利益を表出し、構成員の行為をコントロールし、

組織的に衝突を解決する重要な組織化手段である。社会団体が国家と市民の間に位置し、

社会の統制体系を構成する重要な部分である」351と集団騒動解消のために社会団体の重要性

を訴えている。環境保護団体は専門性、非営利性と公益性、中立性などの優位性を持ち、

ほかの社会団体より環境公共利益の擁護にはもっと相応しい。環境保護団体は社会参与性

を持っている。つまり、大衆が環境保護団体を通じて、理性的かつ秩序的に利益を訴え、

環境ガバナンスに参加できるため、環境問題による集団紛争を避けることができる。それ

によって、環境保護団体による環境公益訴訟は社会の潤滑油と緩衝材の役割があると言わ

れている352。かかる優位性を持つ環境保護団体は環境公益訴訟の主力をなすべきだと主張さ

                                                   
346 楊朝飛・前掲注（1）37 頁。 
347「浙江余杭中泰事件 53 名犯罪嫌疑人被刑拘」騰訊網

http://news.qq.com/a/20140512/039422.htm?tu_biz=v1_news_hnews。 
348 中国ではデモを行うには当局の許可が必要であるため、地元の住民はデモとの名称を避

けつつ、実質に「散歩」の名義で反対デモを起こした。 
349 国務院「国家環境保護十二次五カ年計画の発行と配布に関する通知」(国発[2011]42

号)2011 年 12 月 15 日。 
350 朱海忠『環境汚染与農民環境抗争』（社会科学文献出版社、2013 年）246～251 頁を参

照。 
351 李路路「社会変遷：風険与社会控制」中国人民大学学報 2004 年 2 期 15 頁。 
352 寥鴻＝許昀「環保法新修訂 公益訴訟新曙光」中国社会組織 17～18 頁参照。 

http://news.qq.com/a/20140512/039422.htm?tu_biz=v1_news_hnews


129 

 

れている353。環境保護団体による環境公益訴訟を認めて、環境事務への大衆参加の空間を与

えることは我が国が目下立たされている環境敏感期における上策である354。それによって、

社会と大衆が環境問題を解決するための司法的ルートが広げられ、大衆の極端な手段によ

る権利擁護活動を減らすことができるとされている355。「環境公益訴訟制度が環境保護にお

ける自力救済を減らし、我が国で和諧社会の構築にとっては大きな意義がある」356。「環境

紛争の解決を法的軌道に乗せることによって社会不安定の要素を減らし、和諧社会を構築

することができる」357や「より多くの環境紛争を司法に推し進めることによって、環境集団

騒動の発生を防ぐことに寄与することができる。ひいては社会の安定を維持し、環境法治

を推し進めることができる」358などと言われているように、「環境公益訴訟の本質は司法に

おいて社会大衆による環境ガバナンスへの参与の入り口を提供することにある」359と環境公

益訴訟による大衆参加の機能が繰り返して強調されている。 

当局は環境保護団体による環境公益訴訟を通じて環境問題に絡む集団騒動を減らすこと

を期待している。「環境公益訴訟は環境保護社会組織が法律に従い、秩序にしたがい社会公

共事務に介入する制度的ルートを提供し、集団的な紛争を司法ルートで解決する役割があ

り、社会の安定と調和の実現に役立つことができる」360。今まで多数の環境公益訴訟を提起

した中華環境保護連合会の環境法律サービスセンターの副主任兼訴訟部部長を務める馬勇

氏によると、近年来、環境汚染による集団的事件が増え続けて、局地的な社会の安定に深

刻な影響を及ぼした。そのうち、解決されないまま、長引いた環境紛争事件もある。被害

者は訴訟を提起しようもないため361、過激的な手段を取る傾向がある。環境保護団体による

環境公益訴訟の提起は、人々に環境保護への参加ルートを提供し、社会の安定を脅かす要

                                                   
353 別智「環保組織：環境公益訴訟的主力軍」環境経済 108 期 29 頁。 
354 候小伏「応賦予環保社会組織公益訴訟権」中国社会組織 2014 年 05 期 26 頁。 
355 任丙強「以環保組織化解環境群体沖突：優勢、途径与建議」中国行政管理 2013 年 6 期

66 頁。 
356 陳亮・前掲注（50）30 頁。 
357 馬勇「水汚染防治公衆参与亟待環境公益訴訟」中国環境法治 2011 年巻(上)118 頁。他に

も趙衛民＝蒋依澄＝贾建中＝石珺「樹立変革環境保護的科学司法観念」人民司法 2008 年

23 期 72～75 頁を参照。 
358 王世強「自然之友発起新環保法実施後首例環境公益訴訟 項目負責人葛楓接受本報専

訪」新法制報 2015 年 1 月 9 日。

http://jxfzb.jxnews.com.cn/system/2015/01/09/013548479.shtml 
359 奚暁明『最高人民法院関於環境民亊公益訴訟司法解釈理解与適用』（人民法院出版社、

2015 年）47 頁。 
360 奚暁明「環境資源審判専業化之実現路径」人民法院報理論週刊 2014 年 07 月 09 日。奚

暁明氏は 2015 年 7 月 12 日に重大な紀律違反の疑いで党組織による取調べを受けている。

2015 年 8 月 29 日に最高人民法院副院長、審判委員会委員などの公職から罷免された。2015

年 9 月 29 日に収賄罪の疑いで最高人民検察院に立案された。 
361 中国では近年社会安定の維持の名目で、多数の被害者に絡む集団的事件について、被害

者の提起した訴えを受理しない方針に終始している。 
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素を取り除き、調和の取れる社会の構築を可能にすると多大な期待が寄せられている362。 

市民は政府に対する不信感が強いため、身近に環境汚染の発生する恐れの建設工事が行

われると、大規模の反対デモが行われることになる。当局はそうした建設工事を順調に運

ぶために、市民の抵抗を緩和したい思惑がある。そのため、大衆参加を強化し、地方政府

の政策決定を正当化するために、市民参加のパフォーマンスを作る必要がある。浙江省嘉

興市において、政府は自ら環境保護団体を設立して、市民に環境保護への参加を呼びかけ

ている。「政府は嘉興市環境保護ボランティア組織の設立と発展を推進する目的は市民を直

接利益関係のない第三者として地方政府の環境管理における難しい政策決定に参加させ、

政府の政策決定過程の公開度と政策の信頼性を高めることにある。特に環境保護行政機関

にとって、大衆の名義を借りて市民からの不満をガス抜きすることがその最大の狙いであ

る」363と言われている。 

このように、環境保護団体による訴訟提起は環境汚染や破壊問題の処理における大衆参

加を通じて、近年頻発している集団騒動を減らす狙いがある364。しかし、中国の環境問題は

根本的には公権力が縛られていない現体制による構造的なものである。当局はその根本的

な原因である現行政治体制にメスを入れない。言い換えれば、当局は政治的民主化を峻拒

しつつ、司法を回路として、環境公益訴訟による大衆参加の道を開き、政権の正統性を調

達する狙いがあると言えよう。「党の十八期三中全会において、各種の市民参加を拡大し、

協商型民主の制度化を推進すると明言した。初めて民間団体を協商型民主システムの重要

なルートと協商形態とした。民間団体は初めて国レベルの民主政治制度建設の計画に組み

入れられ、市民の秩序ある政治参与と民主協商の重要なルートと対象となった」365とアピー

ルした。すなわち、当局は民間団体を市民の政治参加のルートとしている。しかし、環境

保護団体のほとんどは政府の支配下にある官製団体である。純粋な民間環境団体も当局の

厳しい統制下に置かれている。結社の自由も認められていないから、市民は環境保護団体

を自由に結成することができない。数少ない草の根環境保護団体の結成が許されたとして

も自由に活動することができない。環境保護団体は独自に環境汚染の実態を調査し、それ

に基づいて調査データを公表すると、当局になんらかの形で罰を与えられるかもしれない366。

まして環境公益訴訟の場合、環境損害の鑑定や証拠収集などに関して行政機関の協力が必

要不可欠であるため、地方政府の許可を得なければ環境公益訴訟を提起することがほぼ不

                                                   
362 馬勇「発揮社団組織作用 推動環境公益訴訟」中国環境法治 2009 巻上 70 頁。 
363 朱海倫『環境保護公衆参与「嘉興模式」調査報告』(中国環境出版社、2015年)101頁。 
364 王社坤「用環境公益訴訟化解暴力抗汚 公民環境権何時能入法」環境与生活 2012 年 11

期 46 頁を参照。 
365 黄暁勇主編『中国民間組織報告(2014)』(社会科学文献出版社 2014 年)37 頁。 
366 湖南省長沙市にある草の根環境保護団体「長沙曙光環境保護公益発展センター」の理事

長を務める劉曙は湖南省の湘江流域の重金属汚染実態を調査し、調査の結果を公表したこ

とが理由となり、警察に十日間拘束されていた。孫思虺「環保公益人劉曙『泄露国家秘密』

遭拘 10 日」VOC 信息網 http://www.voc.news/news/show.php?itemid=138。(最終訪問日：

2016 年 12 月 3 日) 

http://www.voc.news/news/show.php?itemid=138。(最終訪問日：2016
http://www.voc.news/news/show.php?itemid=138。(最終訪問日：2016


131 

 

可能である。そうした状況の下で、環境保護団体は独自の意思にもとづいて環境公益訴訟

を提起することはとても期待できない。そもそも、当局は社会団体が政治的民主化運動に

発展することを危惧しているから、それに対する統制はますます強化されている。当局は

「中国民間組織の発展が政府に対抗する西側のような市民社会への道を歩むのではないか、

または中国特色のある社会主義発展の道に挑戦するのではないかと危惧し、民間組織を敵

と見なしその発展を押さえ込む恐怖症がある」367と言われている。社会団体の設立や活動内

容などを常に当局にコントロールされていると言える。そういう状況に置かれる草の根環

境保護団体も当局の警戒を意識しながら、当局に取り締まれないように自ら近年頻発した

集団的環境騒動から距離を置こうとしている368。「末端政府は政治的な理由により環境保護

団体を警戒している。自らの絶対的支配下において自分の話を聞く団体を設立し、政府政

策決定を正当化するために市民の支持を調達するための道具としている。草の根環境保護

団体の活動空間は圧迫された」369。 

現行の政治体制を改革しない限り、当局は本当の意味上の市民参加を現実なものにする

気配がない。当局や学者などが標榜してきた大衆参加はあくまでも大衆参加の偽装でしか

ないと言わざるを得ない。「国は大衆参加を操作し、地方の環境ガバナンスに対する監督機

能を果たさせようとしている」370と指摘されている。大衆参加を偽装することによって、被

害者による救済の要求を大規模にさせない代わりに環境公益訴訟を用意した思惑がある。

これは次の事件にも裏付けられている。 

2014 年 4 月 10 日に蘭州市内で水道水の汚染事故が起きた。蘭州市の水道水の供給を営

む威立雅会社は水道水に対するサンプル検査において水道水に含まれるベンゼンが基準値

の 20 倍を超えたことが判明した。蘭州市政府は通報を受けた直後緊急措置を取り、蘭州市

民に 24 時間以内に水道水を飲まないような内容の通知を出した。14 日 7 時になって蘭州

市政府は緊急措置を全面解除したと発表した。事件の影響で水道水を使えなくなった人が

64.67 万人に達し、蘭州市総人口の 17.76%を占めているという。事件後、事件の原因に対

する調査によると、威立雅会社の周辺にある化学工業会社は過去に事故が発生し、土壌に

ベンゼンなどの物質が残留した。また取水の用水路が老朽化したため、土壌に残留したベ

ンゼンが用水路に浸透した。事件後用水路の維持管理を怠ったとして関係責任者は行政処

罰を受けた。事件直後の 2014 年 4 月 14 日、事件から影響を受けた市民 5 人は自分の生活

上と健康上の損害が発生したとして威立雅会社を相手に経済損失と慰謝料を求めて蘭州市

中級人民法院に訴訟を提起した。しかし、蘭州市中級人民法院は訴訟を受理しなかった。

原告の代理弁護士が不受理の裁定書を求めたが、蘭州市中級法院は不受理の裁定書を出す

                                                   
367 黄暁勇主編『中国民間組織報告(2014)』（社会科学文献出版社 2014 年）36 頁。 
368 郇慶治「政治機会結構視角下的中国環境運動及其戦略選択」南京工業大学学報 2012 年

4 期 34 頁を参照。 

369 虞偉『中国環境保護公衆参与―基於嘉興模式的研究』(中国環境出版社、2015

年)29～30 頁。 
370 冉冉・前掲注（209）129 頁。 
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のを拒んだ。裁判官は原告らの提起した損害賠償訴訟を民事訴訟法 55 条に規定する環境公

益訴訟と捉えた上で、原告ら市民が民事訴訟法 55 条の規定する「法律の規定する機関と関

係社会組織」ではないので、環境公益訴訟を提起することができないとして原告らの訴訟

を受理しなかった371。しかし、原告の訴訟請求から見れば原告の提起した訴訟は明らかに原

告個人の私益の救済を求める民事訴訟である。にもかかわらず、裁判官は原告らの私益訴

訟を環境公益訴訟と捉えて、訴訟提起を門前払いした。言い換えれば裁判官は環境汚染の

多数被害者による民事訴訟を受理しないために環境公益訴訟を口実として使っている。即

ち当局は多数の被害者による民事訴訟を提起させないために環境公益訴訟を用意した意図

が透けて見える。 

3 環境公益形成の三極関係の演出 

人々の環境に対する選好が異なるため、何を以って環境公益とするかは民主的な政治過

程によって決定しなければならない。一旦法律によって決定された環境公益を実現するた

めには、行政機関と事業者及び市民は三極関係をなすことになる。「国会のもとに、事業者、

行政が存在し、立法者から法律を通じた命令を受けている。事業者は法的義務付けを確実

に履行し、行政は法的権限を的確に行使する。市民はそれぞれの活動を適宜にチェックす

る。こうしたことにより、市民は良好な環境状態を享受できる。このように、環境法関係

は基本的に三極関係として把握することができる」372と言われている。 

 市民は常に行政と事業者の活動をチェックすることは環境公益の形成と維持にとって不

可欠である。市民によるチェックを充実なものにするために、訴訟制度や市民参画などの

制度の整備が求められている。これは欧州のオーフス条約373（環境に関する、情報へのア

クセス、意思決定における市民参加、司法へのアクセスに関する条約）にも示されている。 

「最終的なチェック手段としての訴訟制度は環境法の運用に適度の緊張感を与えるもので

あるから、個別具体的な政策判断の形成段階における実質的な意味での参加と合意形成を

担保するものとして、訴訟制度が整備・運用されることが同時に必要である」374。なお、

私益の救済を旨とする伝統的な民事訴訟と行政訴訟には限界がある。それらの限界を克服

するために、市民は自己の法的利益を侵害されたか否かにかかわらず、行政、企業等に対

                                                   
371 喩中「蘭州水汚染 民衆応有索賠権」環境教育 2014 年 05 期 36 頁参照。2014 年 4 月

15 日の午後原告 5 人が蘭州市城関区人民法院に訴訟を提起したが、再び門前払いされた。

その後の数ヶ月間において原告らは甘粛省高級人民法院に繰り返しクレームを申し出た結

果、2015 年 2 月 17 日にようやく城関区人民法院に訴訟を受理された。2015 年 11 月 27 日

に法院は原告らの訴訟請求を棄却した内容の判決を下した。判決の結果は蘭州市城関区人

民法院のホームページ(http://www.chinagscourt.gov.cn/zyDetail.htm?id=2203454)に公開

されているが、判決理由などの詳しい内容は公開されていない。 
372 北村喜宣・前掲注（26）22 頁。 
373 オーフス条約を紹介する邦文文献として、大久保規子「オーフス条約と環境公益訴訟」

環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の変容』(商事法務、2012 年)133～147 頁を参照。 
374 越智敏裕「環境行政訴訟」高橋信隆＝亘理格＝北村喜宣伝編『環境保全の法と理論』（北

海道大学出版会、2014 年）488 頁参照。 

http://www.chinagscourt.gov.cn/zyDetail.htm?id=2203454
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して、違法な行為の差止め、是正、環境損害の回復を求める訴訟は環境公益訴訟という概

念で広がっている375。訴訟制度とともに市民参画の役割も強調されている。「伝統的な行政

法システムにおいては、行政と事業者との二極関係が前提とされ、行政による法律の的確

な実施や事業者による法律の的確な遵守によって良好な環境が実現されるとしても、それ

は市民にとっては反射的利益に過ぎないとされていた。しかし、最近では、そうした古典

的な理解ではなく、環境行政の目標は『環境公益の実現』であるとして、市民はその形成

に大きく関与するとともに、実現を行政に信託するだけではなく、それに参画することに

ついて、大きな利害関係を有していると整理されるようになっている」376。三極関係の下

で市民参画は広く求められている。環境公益は最終的に市民によって実現されると言える。 

一方、中国では行政機関と事業者の二極関係によって環境公益が形成されている。市民

は民主的な政治過程を通じて自分の環境利益を立法過程に反映することができない。同時

に、市民は行政機関の職権行使と事業者の法遵守をチェックすることもできない。なお、

行政機関と事業者の癒着により行政不作為や汚職などが横行し、事業者に対する行政規制

が事実上の機能不全に陥った。それがゆえに、環境悪化の一途を辿るようになった。 

市民は立法にも行政にも関与することができない。市民は行政機関の法執行から反射的

にしか環境利益を受けることができない。なお、中国政府の経済発展の重視や政治的民主

主義の欠如により、市民の環境利益が犠牲にされる一方である。それに対して市民は不満

を抱くようになり、極端な場合、集団騒動に発展することも少なくない。 

それで、環境公益の形成を担う三極としての市民の役割は強調されるようになった377。

2014年の環境保護法改正では大衆参加は環境保護法の基本原則と定められている378。更に、

同条に対する解説では「近年、環境問題による集団騒動は上昇傾向にあり、重大な社会的

な影響を及ぼす事件もあった。その原因は主に原告の環境利益の調整メカニズムは大衆の

ニーズを満たさず、大衆の環境知識が不足しており、大衆が利益を訴えるルートが整わな

いことにある。環境保護は社会全体の共同参加が必要であり、秩序のある大衆参加のルー

トを法律で確立しなければならない」379と説明している。さらに環境保護法の五章「情報

公開と大衆参加」において、大衆参加の具体的な措置を打ち出した。その重要性について

                                                   
375 大久保規子「オーフス条約と環境公益訴訟」環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の

変容』(商事法務、2012 年)133 頁。 
376 北村喜宣「環境法規制の仕組み」高橋信隆＝亘理格＝北村喜宣伝編『環境保全の法と理

論』（北海道大学出版会、2014 年）143 頁。 
377 劉旭「環境司法公衆参与的路径及制度保障」中国環境法治 2014 年巻(下)(法律出版社、

2014 年)79～86 頁参照。そのほかに、劉国濤「公衆参与勢在必行」中国環境法治 2007 年

巻(法律出版社、2007 年)136～137 頁。彭峰「中国環境法公衆参与機制研究」政治与法律

2009 年 07 期 97～102 頁。呂忠梅＝張忠民「環境公衆参与制度完善的路径思考」環境保護

2013 年 23 期 18～20 頁。 
378 環境保護法 5 条は「環境保護法は保護優先、予防を主とし、総合的処理、大衆参加、損

害責任の負担などを原則とする」と規定している。 
379 信春鹰・前掲注(37) 19 頁。 
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「地方保護と行政干渉により、環境保護における行政不作為、権力濫用などの現象が少な

くない。それを行政システム内による監督と是正のメカニズムに委ねるだけでは、効果を

挙げられない。大衆参加は社会監督メカニズムとして、環境汚染行為の早期発見、体制内

の悪循環の弊害の解決に寄与するとともに、行政監督の抜け目を防ぐことができる」380と

解説されている。その上で、環境保護団体による環境公益訴訟は事業者の環境汚染行為を

是正する事後的な大衆参加と位置づけられている。「社会団体は非政府性、非営利性、公益

性、専門性、民主制などの特徴を持ち、環境公益訴訟の原告になることにふさわしい。社

会団体は非政府性があるがゆえに、行政権力の支配を受けず、政府、企業と並ぶ三セクタ

ーであり、より中立的かつ理性的に生態環境保護問題に立ち向かい、より効果的に行政法

執行を監督、制約することができる」381と社会団体の第三極としての役割を言明した。環境

保護団体の訴訟提起を促すために、財政資金を使い、環境公益訴訟に関するトレーニング

を行ったこともある382。 

要するに環境公益の形成と実現には行政、事業者と市民の三極による共同の取り組みが

不可欠であることが既に当局及び学者に気づかれている。しかし、中国の現行の政治体制

の下では真の意味上の三極関係は成しえない。市民の政治的権利が制限され、環境保護団

体の活動は常に当局の監視を受けている。真の意味上の三極関係は中国の現行政治体制と

根本的な矛盾があると言わざるを得ない。現政権を維持するためには、環境利益を共通と

する市民の利益団体の結成と活躍を常にコントロールしなければならない。そうしないと、

利益団体の環境保護活動が政治的な民主化活動に発展しかねないとして当局は常に神経を

尖らせている。なお、よりよい環境公益の実現には第三極としての市民の参画が必要不可

欠であるため、当局は自ら市民の利益の代弁者として第三極を演出しなければならない。

そのため、政府は官製団体を設立し、または自分の支配下にある環境団体を駆使して環境

公益訴訟を提起させることによって、自ら大衆の代弁者を極力演出している。結局、本質

においては、中国における環境公益は行政と事業者の二極関係によって形成されているこ

とには変わりがない。そうすることによって、市民は永遠に当局の決定した環境状態から

反射的に環境利益を受けている立場に置かれている。同時に、当局は環境公益の決定権を

しっかり手に握ることによって、自分の存在感を増強することができると考えられている。

国民の政治的権利を保障しなければ、本当の意味上の第三極が出現しないだろう。第三極

の不存在により環境改善を期待することができない。まさに「中国の環境ガバナンスを改

善するためには、中国の環境政治は権威主義から民主主義に転換しなければならない。多

元主体の参加できる開放的なガバナンスモデルの構築に必要な制度的保障を与えなければ

ならない。最も核心的なのは、市民個人の享有する環境権利を保障し、環境ガバナンスに

                                                   
380 信春鹰・前掲注(37)185 頁。 
381 奚暁明・前掲注（42）47 頁。 
382 2016 年、中華環保連合会は財政資金を申請して、地方の環境保護団体のために、環境

公益訴訟に関するトレーニングを行った。 
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参加できる大衆の権力空間を拡大しなければならない」383と言われている通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
383 冉冉・前掲注（209）38 頁。 
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終章 

 

本稿は①中国では狭義の環境損害の回復を目的とする環境公益訴訟は一体何なのか、そ

れを導入することによって本当に環境改善に寄与できるのか、②環境公益訴訟には被害者

がいないのに、民事訴訟として運用されるのは如何なるメカニズムによるものか、③中国

は民亊訴訟としての環境公益訴訟を推進しようとする狙いが何なのかを課題として、環境

公益訴訟の本質と効果及びその狙いを明らかにした。 

 環境公益訴訟は本質において司法を回路とする二次環境行政である。実際に環境公益訴

訟の提起は地方政府にコントロールされ、被告は経済発展にあまり影響を及ぼさない中小

企業などに限定されているため、環境汚染コストの大部分は内部化されてない現状には変

化が生じていない。被害者がいないのに、民事訴訟としての環境公益訴訟を可能とするの

は司法の政治的利用及び不法行為責任法の非純粋私法的性格によるものである。当局は境

保護団体による環境公益訴訟を通じて、環境保護への市民参加を偽装し、環境問題による

集団騒動を解消する狙いがある。それによって市民による訴訟提起および環境問題をめぐ

る政治活動を封じ込め、永遠に現行政治体制を維持しようとする思惑がある。 

前四章は環境公益訴訟の正体とその効果に焦点を当て、考察を進めてきた。 

第 1 章は立法者の解説と学説の解釈を分析することによって、①環境公益訴訟の非民事

訴訟的性格、及び②公共利益の重視と私益の軽視という特徴を浮き彫りにした。 

中国の環境公益訴訟は民事訴訟として位置づけられているものの、実際に具体的な被害

者の人身的または財産的な利益の救済ではなく、専ら環境公共利益、即ち環境損害の回復

を目的としている。また、個人は環境公益訴訟の原告から排除され、環境公益訴訟を提起

する権利は検察機関、環境保護行政機関と環境保護団体に独占されている。平等な民事主

体間の民事訴訟とは性質が異なり、本質においては非民事訴訟、もしくは環境行政に近い

ものであると言えるかもしれない。 

第 2 章は環境公益訴訟の形成史を踏まえて、環境公益訴訟の形成過程において①権力機

関主導の制度創設と②原告範囲の順次縮小の特徴を明らかにした。 

民事訴訟法や環境保護法などの法改正の度に、適格な原告の範囲は調整されている。要

するに誰が原告となるかは当局にとっては最も敏感な問題であるを想像できる。模索段階

において個人などの原告適格も立法提案や地方規定によって認められている。法整備段階

に入ると、個人は完全に原告から姿を消した。個人に原告適格を付与しない理由は個人に

よる訴訟提起が他人に利用されることを防ぐためであると明言された 。同じく訴訟濫用を

防ぐために訴訟を提起できる環境保護団体も制限されている。全人代の法律委員会は民政

部に環境保護団体の状況を確認した上で環境保護部と共同で適格な環境保護団体の条件を

設けた。立法者は公益訴訟の原告を限定し、常に訴訟提起をコントロールしようとする意

図が明らかである。 

第 3 章は環境公益訴訟の背景と理論的基礎を考察することによって、環境問題は中国の



137 

 

現行権威主義体制による構造的な問題であることを明らかにした。 

第 4 章は環境公益訴訟の実際の運用を考察し、その本質において二次環境行政であり、

環境汚染コストの内部化についてあまり効果を上げていないことを明らかにした。 

実際には経済発展の最優先から方針転換していないため、地方政府に庇われる汚染企業

は汚染物質を排出し放題の状態には変化があまり生じていない。毎年、擬制の環境汚染処

理コストに比べれば、環境公益訴訟で請求される環境修復費用は取り上げるに値しない金

額である。環境汚染コストの大部分は内部化されていない。環境公益訴訟は環境汚染コス

トの内部化についてあまり効果を上げていない。 

第五章は環境公益訴訟の本当の狙いを解明した。 

環境公益訴訟は根本的な環境改善を図るものではない。環境公益訴訟で汚染者に負担さ

せた環境修復費用、汚染行為の差し止めなどは実際に環境行政を通じて実現することがで

きる。なお、当局は環境行政の機能不全を放置して、環境公益訴訟の推進に力を入れた。

当局は環境保護団体による訴訟を通じて、環境保護への市民参加を偽装し、集団騒動を解

消する狙いがあると思われる。それによって市民による訴訟提起および環境問題をめぐる

政治活動を封じ込め、永遠に現行政治体制を維持しようとしている。  

市民は自ら環境公益訴訟を提起できず、自由に環境保護団体を結成して環境公益訴訟を

提起することがほぼ不可能である。市民は反射的にしか当局の決めた環境利益を享受でき

ない。なお、環境状態をどこまで保護するかは完全に当局のその都度の判断に委ねられて

いる。政治的民主主義の欠如により、市民は環境法執行を司る権力機関を制約する手段が

ない。 

市民は環境状態を決定、維持する主体性は完全に奪われ、当局の決めた環境状態を受動

的に受け入れざるを得ない。これも市民の当局への環境利益の依存を強化するものであり、

従来の社会主義公有制の下における市民の当局への経済利益の依存と一貫するものと考え

られる。そういう依存を強化することによって、当局は自分のプレゼンスをアピールし、

場合によっては時の政治情勢に基づいて、環境を改善し市民の支持を調達することもでき

る。そのため、当局は自由に環境保護に参加する市民の主体性の高揚を押さえ込もうとし

ている。そういう意味で、市民は統治の主体ではなく、客体とされていることに従来と変

わりないと言えるだろう。 

当局は政治的民主化改革を行なう気配がなく、結社の自由など市民の政治的権利を認め

ようともしない。それを封じ込めるために政府は自ら環境保護団体を作り、それが市民に

結成された環境保護団体であるかのように見せつけている。環境公益訴訟はまさに真の意

味上の第三極としての市民の出現を防ぐための措置として用意されている。 

しかし、これ以上環境が悪化すると、再び市民の不満が高まり、集団騒動が多発すると

予想できる。経済発展と環境保護のバランスを取るために、環境公益訴訟はどういう方向

に発展するかは、中国の環境問題および政治体制の動向を考察する材料になると考えられ

る。 


